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1.	
 プロジェクトの概要	
 

	
 

1.1	
 背景	
 

	
 コモロ連合（以下、「コ」国）は、グランドコモロ島（1,148km2）、アンジュアン島（374km2）、

モヘリ島（290km2）の主要 3 島からなる島嶼国で、総面積（1,812km2）は、沖縄本島にほぼ

相当する。総人口は、沖縄県の半分程度 73 万 4750 人（国連経済社会局 2010 年）となって

いる。	
 

「コ」国は水産資源以外の天然資源に恵まれておらず、GDP の約 12％が水産セクターによ

って占められている。このため、国家開発戦略（Poverty Reduction and Growth Strategy Paper:	
 

PRGSP）において、水産業は成長産業と位置付けられており、開発プログラムの優先事項と

して以下 2 点が掲げられている。	
 

	
 1）水産セクターの調和の取れた開発ために有利な環境の創出	
 

	
 2）水産物の保存、加工及び流通に必要なシステムの改善	
 

	
 さらに、同戦略（PRGSP）では、人的資本の開発のための教育・職業訓練の強化が課題と

して挙げられており、2009 年には国立水産学校が再開された。しかしながら、20 年に及ぶ

政情不安の間に当該訓練学校の機能は低下しており、十分な成果を出せずにいた。	
 

	
 

	
 「コ」国水産業に関する公式の統計資料は出されておらず、多くの場合、フランス国科学

調査機関(Institut	
 de	
 Recherche	
 pour	
 le	
 Développement:IRD)等による推定値が用いられ

ている。世銀地域プロジェクト（SWIOFP）によると、2004 年から 2009 年にかけての「コ」

国の年間平均漁業生産量は 2 万トン弱と推測されている。有用資源のストックの観点からこ

の数字を評価すると、「コ」国の開発度はすでに 75％に達しており、近隣諸国と比較して高

い数値となっている（表 1 参照）。特に底魚資源に関しては、コモロ諸島の陸棚面積が限定

的であることから、枯渇リスクが高く、かなり以前から底魚に対する漁獲強度が問題視され

ていた。このような背景から、過去には日本の水産無償資金協力や技術協力が実施され、そ

れまで未利用であった浮魚資源（＊1）を利用した漁場の分散化がはかられた。また、国際機

関の支援のもと、モヘリ島近海に設定された保護区（＊2）の効果もあり、水産資源の状態は

現在比較的安定している。1	
 

	
 

表 1	
 	
 「コ」国および近隣諸国との海面漁業統計の比較（2004 年から 2009 年の年間平均）	
 

	
 ケニア	
 モザン	
 

ビーク	
 

タンザ	
 

ニア	
 

コモロ	
 マダガ	
 

スカル	
 

モーリ	
 

シャス	
 

セー	
 

シェル	
 

国内漁獲量（トン）	
 6,500	
 73,000	
 27,500	
 19,500	
 93,000	
 8,500	
 86,000	
 

入漁による漁獲量（トン）	
 1,000	
 6,000	
 20,000	
 5,000	
 10,000	
 10,000	
 45,000	
 

総漁業生産量（トン）	
 7,500	
 79,000	
 47,500	
 24,500	
 103,000	
 18,500	
 131,000	
 

推定資源量（トン）	
 150,000	
 500,000	
 150,000	
 33,000	
 300,000	
 50,000	
 200,000	
 

開発度	
 5%	
 16%	
 32%	
 75%	
 34%	
 37%	
 66%	
 

出典：SWIOFP	
 	
 

                                            
＊1：カツオやマグロ類を中心とした回遊魚	
 

＊2：漁業制限区域 
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 「コ」国の漁民人口は約 5,000 人と見積もられており、そのすべてが近海を主漁場とする

零細漁民である。漁船として、伝統的な木製カヌーのほか、船外機を動力とした強化プラス

チック製（FRP）平底和船が普及している。「コ」国近海は外洋にさらされているため、動

力化した漁船とはいえ、洋上での海難リスクが高く、地区によっては年間 20 件以上の海難

事故が発生している状況である。	
 

水産関連の企業体は小規模商業漁業であり、企業型商業漁業の規模には至っていない。し

かし、今般、カタール国資金援助による国家プロジェクトとして、水産業の企業化に対する

取り組みが進行中であり、2,000 人程度の新規雇用が見込まれている。	
 

	
 

1.2	
 経緯	
 

	
 水産セクターに対する日本の協力は、1985 年に実施された水産無償資金協力（漁業訓練セ

ンター計画）を皮切りに本格化された。その後、数次にわたる水産無償資金協力、専門家派

遣、研修生受け入れ、単独機材供与などの協力が 1996 年まで継続され、漁業生産量増大に

よる経済効果と、関連分野における人材育成効果をもたらした。しかし、その後クーデター

や不安定な政体が続き、日本の協力は一時中断することになった。	
 

	
 

援助再開を機に「コ」国政府は、我が国に対して技術協力プロジェクトを要請した。	
 

これを受けて JICA は、詳細計画策定調査団を 2010 年に派遣し、「コ」国関係者との複数

回に及ぶ協議を経て政府間技術協力プロジェクト合意文章（R/D）が 2010 年 12 月に締結さ

れた。本プロジェクトは、二国間協力再開後初の技術協力プロジェクトとして、協力期間 41

ヶ月間、総額 3.7 億円の投入規模で実施された。プロジェクトは予定通り開始され、中間レ

ビューの段階で「機材調達の遅れにともなう PDM の修正」、「新規参入予定者訓練プログラ

ムや進路の検討」、「水産学校運営強化に必要な作業委員会（Comité Local de Pilotage）の新

設」などの提案が出された。プロジェクトはこれらの提言を受けて活動内容を改善し、12

点の成果品が完成した。そして、2014 年 6 月に実施された終了時評価において、プロジェク

ト目標はおおむね達成する見込みであり、予定通り終了することで結論が出された。	
 

	
 

1.3	
 目的	
 

	
 本プロジェクト目標は、PDM 上において「適切な訓練を提供する国立水産学校の能力が改

善される」となっている。これは、技術協力活動を通じて国立水産学校の人材育成能力が強

化され、延いては地域漁民および「コ」国水産振興にかかるニーズに応えられる体制が強化

されることを意味する。	
 

	
 さらに、プロジェクト終了後の目指すべき方向性を示す上位目標として、PDM において以

下の 2 点が掲げられている。	
 

	
 

① 訓練を受けた現地漁民が水産資源の安全かつ有効な利用を実践する。	
 

② 長期訓練プログラムを修了した卒業生の業界への参入が改善される。	
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2.	
 活動内容	
 	
 

	
 

2.1	
 成果 1（国立水産学校の訓練施設、機材が整備される）	
 

	
 

2-1-1	
 訓練プログラムを実施する上で必要不可欠な施設の改修を行う	
 

学校施設の改修工事が第 1 年次活動にて完了した。なお、学校敷地周囲の塀は、「コ」国

の負担によって施工された。しかし、国内のインフラ状況は年々悪化しており、飲料水の不

足、頻発する停電、燃料や食料の市場における在庫切れなどは訓練実施上の障害となってい

る。プロジェクトは、これら問題の対策を含め、施設の維持管理を強化するために必要な運

営委員会を創設し、管理台帳等を導入した管理が行われるようになった。改修工事による改

善事項を表 2 にまとめる。	
 

	
 

表 2	
 施設の改修工事による改善事項	
 

比較項目	
 プロジェクト開始以前	
 2014 年 7 月末時点	
 

施設全体	
 

全体的に施設の老朽化が激しく、ガス漏れや

漏電等の事故を引き起こすリスクがある。	
 

管理棟、寮、倉庫、各種作業場の内装や電気

配線などが一新され、大事故を引起こすリス

クが減少した。	
 

室内設備	
 
トイレ、換気扇、照明類は機能せず、生活や

訓練に支障をきたしている。	
 

必要設備が機能することで、各種訓練や寮生

活に支障がなくなった。	
 

閉鎖性の確保	
 
室内の窓ガラスの破損、ドアの錠がないなど

安全性が保たれていない。	
 

ドアや窓ガラスの修理により閉鎖性が保た

れ、盗難リスクも減少した。	
 

施設管理の	
 

状況	
 

施設管理を目的とした組織はない。教職員は

施設管理に積極的に関与せず、学校長の指示

に応じて対応する。実習用機材（漁具）の管

理台帳は存在するが、記帳が不定期で、実質

機能していない。	
 

・2012 年 8 月に機材委員会が創設された。

本委員会が機能することにより、教職員間

で学校施設全体にかかる情報が共有され、

個々が施設管理に対して積極的に関与す

るようになった。	
 

・施設/機材全体の管理台帳を導入し、現在

にいたっている。	
 

	
 

	
 

2-1-2	
 製氷システムを導入する（製氷機、貯氷庫、発電機、受水槽）	
 

	
 製氷システムの設置工事が第 1 年次に完了し、その後に発生した配管内の夾雑物の残留に

よる不具合も施工業者らによって直ちに修復された。これらの過程において、複数の水産学

校の担当教員も修復作業に参加し、原因究明のための計測作業、データの解析、修復方法な

どの技術移転がはかられた。製氷システム導入による協力効果を表 3 にまとめる。	
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表 3	
 	
 製氷システム導入による協力効果	
 

比較項目	
 プロジェクト開始以前	
 2014 年 7 月末時点	
 

設備全体	
 

1995 年以来稼働が止まっている。	
 

設備は撤去されることもなく原形は留

めていたが、修復は不可能であった。	
 

製氷機、貯氷庫、冷蔵庫、発電機、貯水タンク

などが整備され、1 日最大 3 トンの氷の生産と

約 5 トンの漁獲物の冷蔵が可能になった。	
 

漁民への普及	
 

長期航海による操業を見込んで、地域

漁民から製氷機や冷蔵庫の強い要望が

あった。	
 

	
 

地域漁民の多くは、近海のマグロ・カツオ類を

対象とした日帰り漁業に従事するため、氷の需

要予測の下方修正が見込まれた。しかし、2014

年 3 月以降、地域漁民をはじめとした氷の購買

需要が増加し、稼働率が 70％程度の水準に達し

ている。一方、冷蔵庫は漁獲物の供給量が予想

値よりも低く、その利用は訓練の範囲に留まっ

ている。	
 

製氷システムに

よる収益	
 

実績はない。	
 平均 83,000KMF/月の純益となっている。一方、

冷蔵庫の収益実績は、現在までのところ発生し

ていない。	
 

訓練プログラム

の適用	
 

漁獲物処理、冷凍システムなどの訓練

において、実習や実験ができない。	
 

氷を利用した漁獲物処理訓練および冷蔵システ

ム訓練において、実習や実験が年間 100 時間を

超えている。	
 

人材育成（製氷

システムの維持

管理）	
 

製氷システムの維持管理実務が可能な

職員は存在しなかった。	
 

2 名の担当教員が基礎的な製氷システムの原理

を理解し、故障の程度の評価が可能となった。	
 

施設管理の状況	
 
施設を管理する組織は存在しない。	
 

製氷機の担当者もいない。	
 

2012 年 8 月に氷委員会が創設され、氷の販売収

益やメンテナンスの記録が記帳されている。	
 

	
 

	
 

2-1-3	
 訓練船を導入する	
 	
 

	
 訓練船 4 隻は、第 1 年次に配置されることになっていたが、遅延が生じて第 2 年次に持ち

越された。遅延の原因は、2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震の漁船被害対策にと

もなう海外向け船外機の在庫不足によるものであった。このため、2012 年 3 月 2 日を期限と

した立会検査をもって第 1 年次の JICA マダガスカル事務所と業者との契約を一旦終了とす

ることとした。第 2 年次は、日本側コンサルタントが調達契約を引き継ぎ、2012 年 12 月に

予定の訓練船すべてが配備された。	
 

	
 訓練船導入による協力効果を表 4 にまとめる。	
 

	
 
	
 

表 4	
 	
 訓練船導入による協力効果	
 

比較項目	
 プロジェクト開始以前	
 2014 年 7 月末時点	
 

設備全体	
 
水産学校敷地内には、小型和船を複数保管で

きるスペースとスリップウエイはあるが、水

実習訓練に必要な訓練船 4 隻と艤装品一

式、および予備を含めたエンジン類が配備
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産学校専属の訓練船や漁船エンジンは存在

しない。	
 

された。	
 

訓練形態	
 

実習訓練は外部に委託していたため、訓練の

一貫性が確保されずにいた。2010 年度には 2

名の生徒が外部委託実習中の事故で命を落

としている。	
 

第 3 年次は、延べ 43 日、187 時間の訓練船

使用実績を残し、操船、海難防止、漁具漁

法、船外機保守操作、航海術などの海上訓

練が実施された。	
 

人材育成	
 
訓練船の操船経験は、漁業技術担当の古参教

員 1 名のみである。	
 

複数回の教員研修及び教員間相互訓練に

より、4 名の実習教員が育成された。	
 

訓練船の	
 

維持管理	
 

訓練船を管理する組織は存在しない。	
 

訓練船にかかる担当者もいない。	
 

2012 年 8 月に訓練船委員会を創設し、運航

記録簿が導入された。	
 

	
 
	
 

2-1-4	
 訓練機材、教材を整備する	
 	
 

	
 JICA マダガスカル事務所が契約主体として DCP 資材を現地調達したほか、本邦調達により、

船外機特殊工具、ディーゼルエンジン、缶詰加工機材、漁具サンプルなどが整備された（添

付資料⑥参照）。このほか、図書の充実を図るべく、124 冊の専門図書（添付資料⑧参照）

と 40 点以上の報告書を整備した。さらに、各教科のテキスト類、展示教材、図鑑などの教

材を自主製作し、約 5 年分の印刷製本が完了している。訓練機材・教材導入による協力効果

を表 5 にまとめる。	
 

	
 

表 5	
 	
 訓練機材・教材導入による協力効果	
 

比較項目	
 プロジェクト開始以前	
 2014 年 7 月末時点	
 

機材全体	
 

訓練に必要な資機材が老朽化しており、机等

の家具類は変形して使えないものが多い。事

務機器も部品の欠落などで、使用できる状態

にない。寮の居住環境は衛生上問題があり、

ネズミ、ゴキブリ、シロアリ等の被害が多い。	
 

事務用家具や事務機器が整備され、執務の

効率と質が高まった。寮の住環境が整備さ

れ、近隣環境と比べても健全なレベルを保

っている。教材が充実するにしたがい、訓

練の質が向上した。	
 

図書の整備	
 

学校で管理している専門図書は一冊もなく、

教員が所有している専門書は古書であり、技

術の更新がなされていない。	
 

160 点に及ぶ専門書等が整備され、技術の

更新や各講習の事前準備に活用されてい

る。	
 

副教材の調達	
 

訓練実習に不可欠な工具、漁具、消耗品など

の在庫がほとんどなく、実習は行われていな

い。	
 

実習に必要な、漁具、工具、船外機、ディ

ーゼルエンジン、水産加工器具などが整備

され、円滑な訓練実習が効果的に展開され

ている。	
 

人材育成	
 

・	
 教員間の連携はほとんど行われず、担当外

の教科は原則として関与しない。	
 

・	
 教員の技術ノウハウが非公開となってお

り、教員によって訓練の質にバラつきがあ

った。	
 

・	
 教員の技術の更新がほとんど行われてお

らず、その必要性や手法に対する関心も薄

い。	
 

・	
 各教科複数担任制を設けて、教職員間の

連携が活発化している。	
 

・	
 便宜上、職員室に図書を配置している

が、教職員仲間による図書を活用した勉

強会が随時行われている。	
 

・	
 訓練テキスト 11 教科分、展示教材 8 点、

魚類図鑑、訓練ガイドライン等の教材を

独自に作成し、技術の更新に対する重要
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性や方法を理解した。	
 

訓練機材・教材

の維持管理	
 

・	
 訓練機材および教材の管理を目的とした

組織はない。	
 

・	
 訓練機材の管理台帳は存在するが、記帳が

不定期で、実質機能していない。	
 

・	
 2012 年 8 月に機材管理委員会および図

書委員会が創設されている。	
 

・	
 図書管理台帳が導入され、教員らによる

自主管理がなされている。	
 

	
 
	
 

2.2	
 成果 2	
 （ターゲットグループ（漁民および潜在的漁民）に対する適切な訓練プログラ

ムが開発される）	
 

	
 

2-2-1	
 現行訓練プログラムの内容構成とその実施状況のレビューを行う	
 

	
 第 1 年次に実施したベースライン調査結果および技術協力を通じて得られた情報から、プ

ロジェクト開始以前の訓練プログラムの課題を明らかにした。なお、既存漁民を対象とした

訓練は実施されていなかったため、本項の記述は新規参入予定者（本科生）訓練のみに限定

される。	
 

	
 

ベースライン調査によって明らかになった事項	
 OJT や個別調査によって明らかになった事項	
 

・水産事情の把握 

・漁民が抱える問題点と訓練ニーズ 

・青少年の職業観 

・水産業、海運業にかかる雇用環境 

・水産学校運営上の内部要因、外部要因 

・訓練レベルと訓練内容の実情 

・地域の慣習や組織文化 

・プロジェクト活動の制約要因 

	
 

訓練プログラムの課題	
 レビューから得られた情報	
 対処方針	
 

適切な訓練プログラムの

開発	
 

現地ニーズを考慮しない訓練教科が複数含まれており、

訓練技術が実務に生かされていない。	
 

教科・学科の再編成：	
 

コース制の導入	
 

教員の指導能力（技術）

向上	
 

技術レベルが低く、実務経験のない教員が大勢を占めて

いたため、受講者間に混乱をきたしていた。	
 

教科・学科の再編成：	
 

教科統合、チーム制訓練	
 

訓練技術の質的改善	
 
各々の訓練が担当教員に委ねられているため、訓練の質

にバラツキが生じている。	
 

ガイドラインの策定、	
 

テキスト類の導入	
 

訓練の費用対効果の改善	
 

本科生訓練において、2 年間という時間的束縛と、約 7

万 KMF/年/人の投入がかかる一方で、卒業生の 97％が職

に就いていない状況である。	
 

訓練サイクルの短縮：	
 

コース制・1 年制の導入、	
 

進路指導の試行	
 

モチベーションの向上	
 

場当たり的な訓練に終始し、携帯電話や私用等による訓

練の中断が多発する。教員は自分の担当業務が終了する

と帰宅し、組織的な活動に支障をきたしている。教職員

と生徒、生徒間、あるいは教職員間の対立が絶えない。	
 

ガイドラインの策定、	
 

テキスト類の導入、	
 

朝礼、終礼の導入	
 

チーム制訓練の導入	
 

図 1	
 プロジェクト開始時の水産学校運営課題	
 

	
 

2-2-2	
 参加型手法を用いたターゲットグループ別の訓練ニーズ調査を実施する	
 

	
 プロジェクトは、訓練ニーズを把握するために、ベースライン調査の一環として、参加者

属性別のワークショップを第 1 年次において複数回実施した。本結果をまとめた「コ」国水

産セクターの問題系図を図 2 に示し、ターゲットグループ別の問題意識、課題および訓練ニ
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ーズのフローを以下表 6 および表 7 に記す。	
 

 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図 2：ベースライン調査結果から導かれた課題系図（原因目的図）	
 

	
 

表 6	
 ターゲットグループ１（水産業への新規参入予定者）の課題と訓練ニーズ	
 

問題点：＜要因＞	
 課題：具体的な訓練ニーズ	
 

①  若年者の就職が困難である。  

	
  国内に水産業の民間企業がほとんど存在しない。  

①	
 雇用の促進（収入手段の確保）：	
 

・就職の斡旋	
 ・起業化が可能な技術の習得	
 

・起業化を促進するための情報提供	
 

②  漁民子弟の多くが教育訓練を受ける機会がない。  

 	
 識字が困難。学校に通うための費用が捻出できない。 

②	
 若手漁民の再教育：	
 

・漁業技術の総合的な理解（資源管理等含む）	
 

・漁船の運用や海難防止策	
 

	
 

表 7	
 ターゲットグループ 2（現役水産業従事者）の課題と訓練ニーズ	
 

問題点：＜要因＞	
 課題：具体的な訓練ニーズ	
 

①  漁獲効率や労働生産性の低下：  
・荒天日が多く、操業日数が少ない。  
・陸棚面積が小さく、底魚漁場が乏しい。  
・漁場までの距離が遠い。  
・ゴミの投棄、地球温暖化、森林伐採など漁業環境が悪化。 

①	
 漁業環境の改善：	
 

・魚礁や産卵床などを利用した漁場開発	
 

・漁業活動の持続を前提とした資源管理	
 

・漁民の組織化と効用	
 

・起業化や就職に必要な技術と情報	
 

②  多発する海難事故：  
・外洋性の海況のため、荒天日が多い。  
・漁場までの距離が遠い。  

②	
 海難防止策の普及：	
 

・海洋気象の理解と情報システム構築	
 

・高額な特殊機材に頼らない海難防止策	
 

-原因- 
海難事故の多発	
 

・不十分な装備  
・荒天時の出漁  
・知識・経験の不足  

無秩序な漁業活動  

漁民間の摩擦  

漁場の衰退  

水産業の衰退  

資源の枯渇  

水産資源が持続的・計画的に利用される。  
（漁場管理、未利用資源の有効利用、安全操業など） 

健全な漁業活動を実施するための議論がなされる。  
（教育水準の向上、生活環境の改善、行政に対する信頼回復など） 

漁民の生活が安定する。  
 

国民に安全な水産物を安定的に供給する。  

課題の放置	
 課題の解決	
 

漁業経営・操業方法の改善	
 

-原因- 
経費の増大	
 

・変動費の高騰  
（燃料費、漁具等） 
・初期投資の負担  

-原因- 
行政に対する漁民の不信感	
 
・コミュニケーションの欠如  
・行政官の人員及び予算不足 

漁民組織の強化	
 

中心課題：	
 持続的な漁業活動の推進：（漁村社会の活性化）	
 

労働環境の改善	
 

-原因- 
不安定な収入	
 

・漁業活動の制約  
・漁期の存在  
・外洋特有の海況  
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・漁民の過信（海難リスクの軽視）。  
・脆弱な装備（漁船、エンジン、備品など）とネットワーク。 

・漁民組織の強化	
 

・GPS や魚群探知機などの機器の活用	
 

・安全な航海計画の策定	
 

③  不安定な漁民収入：  
・脆弱なインフラによる漁獲物保蔵手段の制約。  
・燃料や漁具などの価格高騰。  

③  収入の安定、漁民経営の改善：  
・漁船および機関の整備能力強化	
 

・マーケティングを含む経営改善	
 

・漁獲物のロスの軽減：鮮度保持、付加価値	
 

	
 

	
 

2-2-3	
 ターゲットグループ別訓練プログラムの訓練内容のモジュール構成を確定する	
 

	
 各種訓練プログラムのモジュール構成を決定するためのプロセスを図 3 に示し、JCC の承

認の下、確定された内容を表 7 および表 8 に示す。	
 

	
 

＜第 1 年次活動：現状分析＞	
 

 

図 3：各種訓練プログラムのモジュール構成を決定するためのプロセス	
 

	
 

	
 

1)	
 	
 水産業への新規参入予定者の訓練（本科生訓練）	
 

	
 中間レビューのタイミングで、現行カリキュラムの見直しが行われ、2013 年度新規参入予

定者募集から、新たに一年制の訓練プログラム導入が採用された（表 8 参照）。	
 

1.	
 ベースライン調査	
 

・水産事情の把握	
 

・訓練ニーズの把握	
 

・中高生の職業意識調査	
 

・雇用環境	
 

2.	
 OJT	
 個別調査	
 

・水産学校の環境分析	
 

・地域の慣習に対する理解	
 

・プロジェクト活動の制約要因の特定	
 

・その他	
 

コモロ人主体による	
 

従来の訓練システム	
 

を支援する	
 

3.	
 課題と訓練プログラムの改善案の提起	
 

・本科生の費用対効果の改善→訓練期間の短縮とコース制の採用→訓練期間を 1 年制とする	
 

・漁業系、機関系、漁獲物利用系の 3 コースを設定	
 

・漁民の時間的制約を考慮した訓練→漁村訪問型の短期漁民訓練→近隣漁村にてデモンストレーション	
 

・本科卒業生の就業対策→入学選抜試験の見直し→漁民子弟の優先入学（漁業協同組合等の推薦入学制度）	
 

・訓練内容の質の向上→テキスト類、各種教材の導入、複数担当制の採用、チーム編成による実習訓練	
 

中間レビュー提言	
 JCC 合意・承認	
 

＜第 2 年次活動：ターゲットグループ別訓練プログラムの開発＞	
 

4.	
 開発プログラムの試行と実践	
 

・本科生１年制の導入：（推薦入学の試行、コース制の導入、テキスト類の導入、他）	
 

・短期漁民訓練の実施：世銀プロジェクト（CoReCSuD）との連携による漁民訓練の実施 

	
 	
 	
 ＜第 3 年次活動：ターゲットグループ別訓練プログラムの試行＞ 
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表 8	
 本科生訓練カリキュラム（１年制）	
 

	
 漁業科 1 年コース（＊）	
 水産流通科 1 年コース（＊）	
 機械科 1 年コース（＊）	
 

講義科目  

(時間数／週) 

漁業技術	
 (2)、航海	
 (2)、海難防止	
 (1)、海洋生物	
 (1)、漁獲物処理	
 (1)、	
 

水産加工	
 (1)、機械一般	
 (1)、船舶機関	
 (1)、資料作成・解析	
 (1)、体育	
 (2)	
 

実習科目  

(時間数／年) 

・操船実習	
 (50)	
 	
 

・漁具製作実習	
 (100)	
 

・漁業実習	
 (150)	
 

・水産加工実習	
 (200)	
 

・漁獲物処理	
 	
 (100)	
 

・マーケティング（50）	
 

・一般機械実習	
 (50)	
 

・船舶機関実習	
 (150)	
 

・FRP 船修理実習	
 (50)	
 

（＊１）	
 コース制の新設	
 

	
 -	
 訓練ニーズに応じたカリキュラムとして、実習系モジュールをコース制とする。	
 

	
 -	
 講義系モジュールは、従来通り、全員が必修とする。	
 

	
 

2)	
 	
 現役水産業従事者の訓練（短期訓練）	
 

	
 現役水産業従事者訓練向け訓練プログラム（短期訓練）のモジュール構成を表 9 に示す。	
 

	
 

	
 表 9	
 現役水産従事者の訓練モジュールの構成	
 

訓練期間  要請に応じ、柔軟に対応。募集期間は設けず、随時受け付ける	
 	
 

対象  水産関連従事者を含む漁民（「コ」国内全域が対象）  

①	
 海難防止  

・小型漁船の荒天運用とロープの活用  

・GPS を活用した海難救助  

・エンジンのトラブルシューティング  

②	
 船舶維持管理  

・エンジンオイルの品質と混合比  

・船外機のメンテナンス  

・FRP 漁船の維持管理  

③	
 漁獲物処理  

・小型漁船による漁獲物鮮度管理手法  

・カツオ類の有効利用  

・未利用資源の有効利用（タコの燻製）  

訓練項目  

④	
 ＤＣＰと資源管理  
・資源にやさしいＤＣＰ漁法と漁民による漁場管理  

・マダコ産卵礁のモニタリング  

年間予定  10 回、年間累計裨益者数：200 人程度	
 

	
 

	
 

2-2-4	
 現役水産業従事者を対象とした訓練の適切な実施方法を確定する	
 	
 

1)	
 短期訓練の位置づけ	
 

	
 現役の漁業従事者を対象とした再教育・訓練は、従来水産学校にて実施されてこなかった

が、漁民ニーズ（2-2-2 参照）に呼応する形で、プロジェクトの主活動として取り込まれた。

しかし、本プロジェクト期間での短期訓練は、「水産学校教員が独自に漁民短期訓練を実施

できるレベルになるための訓練」として位置付けられ、一義的には水産学校教員に対する技

術指導として整理される。	
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2)	
 対象	
 

	
 現役水産業従事者とは、専業／兼業漁民、水産加工・流通業者、水産行政官等の職業に従

事する人たちを意味するが、訓練テーマによっては、漁民家族、一般人、学生なども対象に

なりえる。	
 

	
 

3)	
 開催地・訓練期間	
 

	
 短期訓練の年間スケジュールは、漁民ニーズに基づいて策定されるが、開催地や実施期間

は当該年度の予算、人員、体制等により左右される。他方、参加対象の現役水産業従事者は、

自然環境に生計が委ねられており、長期間の時間的束縛や、予め訓練参加のために時間を準

備することは不可能である。そこで、プロジェクトでは、2012 年度の活動の教訓の中から、

以下の点に配慮して計画を策定するよう提案した。	
 

・原則として開催地は訓練対象漁民の拠点近くとする。	
 

・原則として一つのテーマの訓練を 1 日（6 時間以内）で終える。	
 

・出漁頻度がもっとも低い金曜日の午前中に計画する。	
 

・訓練対象の選定において、漁民の若手リーダー（50 歳以下）を優先する。	
 

・統制範囲の健全性を考慮して、訓練参加者は 20 人以内とする。	
 

	
 

2-2-5	
 各訓練モジュールについての実施ガイドラインを決定する	
 

	
 水産学校では、従来、過去の慣習に基づいて訓練を実施してきており、モジュールごとの

訓練目標等は設定されてこなかった。通常、学校運営や訓練にかかるガイドラインは行政の

手によって作られるケースが多いが、本ガイドラインは、プロジェクト期間中に試行した多

くの取り組みを評価し、教職員が一丸になって作り上げたものである（表 10 に目次と内容

を簡単に記す）。	
 

	
 

	
 表 10	
 水産学校訓練ガイドラインの概要	
 

目	
 次	
 記載内容	
 

序文	
 水産学校の沿革、訓練学校としての役割と位置付け。	
 

水産学校の理念	
 水産技術訓練を通じて、「コ」国の人材開発に貢献する。	
 

①海洋、水産従事者に対する技術的な支援、②心身ともに健康な青少年の育成、	
 

③国民の相互理解と信頼関係の醸成。	
 

目指す方向	
 ①海難事故のない漁業の実現、②漁民社会の活性化、③環境に優しい漁業の転換、	
 

④若手起業家の育成、⑤漁民間の関係強化。	
 

訓練施設	
 敷地、建物、訓練船、製氷機、冷蔵プラント、各種実習室、教材、学生寮、他	
 

学校組織	
 各種委員会、教職員名簿	
 

本科生訓練	
 漁業科、機関科、食品科：訓練目標、訓練カリキュラム、指導指針、選抜試験制度等。	
 

短期漁民訓練	
 短期訓練の実施要項、指導指針。	
 

個別訓練	
 約 40 に及ぶ訓練メニューの提供。	
 

年間活動計画	
 予算に基づく活動計画。	
 

その他のサービス	
 氷の製造販売、会場の提供、セミナー等の開催、その他。	
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2-2-6	
 各訓練モジュールについての教科書、教材を整備する	
 

プロジェクト期間中に作成された教科書、教材類は 22 点に及び、プロジェクト目標値の

220％を達成した（表 11）。このうちテキスト類に関しては、11 教科分の教員用テキストと

生徒用教科ノートを完成し、約 5 年分の在庫を確保した。	
 

	
 

表 11	
 プロジェクト期間中に製作された成果品	
 

	
 種類	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 累積点数(*1)	
 配布部数	
 主な配布先	
 

1	
 

教員用テキスト（11 教科）：漁業技術、海洋生物、	
 

航海、海難防止、海洋・気象、漁獲物処理、	
 

水産加工、船舶機関、一般機械、冷凍機器、	
 

FRP 船保守管理	
 

11	
 500	
 

水産学校、本科生訓練修了者、	
 

国民教育省、水産局、他ドナー、	
 

漁業団体等、在庫 5 年分	
 

2	
 

生徒用教科ノート（11 教科）：漁業技術、	
 

海洋生物、航海、海難防止、海洋・気象、	
 

漁獲物処理、水産加工、船舶機関、一般機械、	
 

冷凍機器、FRP 船保守管理	
 

11	
 500	
 

水産学校	
 (100 部)	
 

本科生訓練修了者（50 部）	
 

在庫 5 年分（350 部）	
 

展示教材 1：コモロの主要魚種	
 12	
 1.300	
 公立学校、関係機関、訓練対象者	
 

展示教材 2：船外機エンジンオイルの混合比	
 13	
 300	
 短期訓練対象漁民	
 

展示教材 3：船外機の構造	
 14	
 300	
 短期訓練対象漁民	
 

展示教材 4：船外機のメンテナンス手順	
 15	
 300	
 短期訓練対象漁民	
 

展示教材 5：環境配慮型中層 DCP	
 16	
 300	
 短期訓練対象漁民	
 

展示教材 6：鮮魚の鮮度判定と漁獲物処理	
 17	
 300	
 短期訓練対象漁民	
 

展示教材 7：結索手法	
 18	
 1	
 水産学校実体掲示	
 

3	
 

展示教材 8：漁具	
 19	
 1	
 水産学校実体掲示	
 

本科生ガイドライン（1 点）	
 20	
 100	
 ステークホルダー、他ドナー等	
 
4	
 

短期漁民訓練ガイドライン（1 点）	
 21	
 100	
 ステークホルダー、他ドナー等	
 

5	
 魚類図鑑（1 点）	
 22	
 1.000	
 訓練対象者、公立学校、漁民等	
 

＊1：	
 累積点数：PDM	
 の成果指標の「10 点以上」に対応する標記とする。教科書および生徒用ノートは教

科毎のセットで 1 点とする。編集製本は運用上の都合から全教科を合本し、指導用教科書と生徒用

ノートの 2 タイプを用意する。	
 

	
 

1）教科書（テキスト類）の作成	
 

水産学校にとって、テキスト類の導入は初の試みである。テキスト類の導入には、訓練効

果の改善のほかに、作成過程を通じた教職員の能力向上も目的におかれた。このため、これ

ら作成に必要なパソコンや周辺機器のほか、専門図書 124 点がプロジェクトにより整備され

た。水産学校のテキストは「チュニジア漁業訓練強化計画（JICA プロジェクト方式技術協力）」

に近いタイプが採用され、その特徴を以下に記す（業務指示書第 6 条（1）基本方針 7 関連）。 	
 

! 講師用テキストのデータは、パソコンで管理され、随時更新可能である。これにより、訓

練内容の透明化がはかられ、訓練の質の向上と安定化が実現できる。	
 

! 受講者教科ノートは、講師用テキストに沿った項目ながら、余白を十分に残したノートで

あり、各生徒（新規参入予定者）が講師の説明を聞きながら板書や説明を空白に記述する。	
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図 4	
 講師用テキスト(左)と受講者教科ノート（右）の一例	
 

	
 

2）テキスト類の導入効果	
 

	
 本科生の学期末試験結果から「受講者の理解度に対する効果」を測定した結果、テキスト

を導入した場合としなかった場合の理解度は、漁業分野のいずれの科目においても、総じて

テキストを導入した方が高い結果となった。また、計算問題を伴う航海科目は、小テストを

併用することで、理解度や知識の定着度が顕著に改善されることが確認された（表 12参照）。	
 

	
 

表 12	
 対象 5 科目全体の出題範囲別平均正答率	
 

出題範囲	
 平均正答率	
 

講義のみによる範囲	
 67.3	
 ％	
 

講義およびテキストの範囲の試験問題	
 80.7	
 ％	
 

講義、テキスト、および小テストの範囲	
 90.3	
 ％	
 
	
 	
 ＊漁業系 5 科目：漁業技術、海難防止、海洋気象、航海、海洋生物	
 

	
 

その他、定性的な評価を下図 5 に整理する。	
 

	
 

教科書類導入以前の状況	
 教科書類導入の効果（指標・根拠）	
 

・	
 訓練の裁量が担当教員に委ねられており、訓練の質に

個人差が生じている。	
 

・	
 教員の欠勤等による休講が、カリキュラム全体の 4 割

程度存在する。	
 

・	
 全教科時間数の 36.5％が外部講師に委ねられている。 

!	
 
教科書類の導入により、計画的・可視的・体系的な

講習の実施が可能になった。これにより、外部講師

に委ねられていた教科の時間数割合は、17.4％と教

科書導入前に比べて半減した。（生徒へのアンケー

ト、出勤簿、訓練実績）	
 

・場当たり的な訓練のため、技術が定着しない。	
 

・訓練内容に対する生徒の満足度が低い。	
 

・教科によって訓練内容が重複する。	
 

・教科の関連性を重視した実用性の高い訓練の欠如。	
 

・訓練の遅れ（欠席等）に対するフォローがない。  

!	
 

・	
 教科書を基本とした体系的な訓練プログラムが

可能となった。（期末試験結果）	
 

・	
 教科ノートを作成する過程で達成感が得られ、理

解度も改善された。（生徒へのアンケート）	
 

・	
 学習の遅れを取り戻すための参考書として機能

した。（聴取調査）	
 

図 5	
 教科書の導入以前の状況と導入後の効果	
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3）その他の教材	
 	
 

	
 第 2 年次にて調達された主な訓練機材は、ディーゼルエンジン実機およびスペアパーツ、

船外機訓練用各種計測機器・特殊工具、サンプル漁具、小型缶詰加工機械などであり、総額

約 960 万円分が本邦調達により整備された。「コ」国の漁業では、目下ディーゼルエンジン

は普及されていないが、今後、国営水産企業プロジェクト（HAIRU）による漁船（ディーゼ

ルエンジン搭載）の普及が確実視されており、将来的な市場ニーズにも対応が可能になった。

また、水産加工分野においても、国営水産会社（カタールプロジェクト）にて缶詰加工プラ

ントが導入されることが決定されており、衛生教育、品質管理、水産加工品の製造工程を理

解する人材ニーズが高まっている。これらの分野の人材を育成するための機材は、本邦調達

にて整備され、各種訓練に導入されている。	
 

	
 

2.3	
 成果 3	
 （国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分な能力を習得する）	
 

	
 

2-3-1	
 教員の訓練実施能力向上に必要とされる分野を特定する	
 

ベースライン調査および教職員との面談結果から導き出した、教職員の技術力（指導力）

に関する問題系図を図 6 に示す。プロジェクトはこの問題系図の中の「原因１：技術情報の

更新機会の提供」を強化分野として位置付け、表 13 に示す三つの目的に沿った訓練プログ

ラムを計画した。	
 

	
 

	
 

	
 

表 13	
 教員研修モジュールの構成	
 

分類：目的（期待される効果）	
 教員研修項目	
 

講義系 各教科の技術的補完事項、環境保全、他 
① 

新規参入予定者訓練教科に

関する技術の補完 実習系 操船実習、水産加工実習、生物実習、機関実習、他 

講義系 資源管理、荒天運用、漁獲物処理 
② 

現役水産業従事者関係者対

象の短期訓練の事前準備 実習系 人工魚礁管理、改良漁法、海難訓練、漁船維持、機関保守、他 

（達成目標）：漁民ニーズに基づいた訓練能力が向上する	
 

	
 

（改善 1）：	
 ニーズを満たす講習の実現	
 

↓	
 

水産学校の社会的評価が高まる 

（改善 2）：外部講師費用の削減	
 

↓	
 

学校の運営負担軽減 

（中心課題）教員の技術力の停滞	
 

（原因 2）インセンティブの欠如	
 ：	
 

（給与の遅配、交通費等の未支給、	
 

勤務形態の慣習）	
 

	
 

（原因 1）技術情報の更新機会がない	
 

（実践経験、研修機会、訓練資機材、	
 

専門図書等の欠如）	
 

プロジェクトのアプローチ	
 

図 6	
 水産学校教員の人材育成にかかる問題系図	
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講義系 情報処理、組織論、運営管理、プレゼンテーション手法 
③ 

水産学校の運営管理 

のための支援 実習系 情報処理演習、PDM ワークショップ、各種調査の実施 
 
	
 

2-3-2 及び 2-3-3	
 教員研修（講義系モジュール：IT、教材の活用等）を実施する	
 

教員研修（実習系モジュール）を実施する	
 

	
 

" プロジェクト期間中に実施した教職員研修は 31 回を数え、成果 3 の指標で示される数値

目標（15 回）の 2 倍に達した。	
 	
 	
 

" 講義系モジュールの教員研修は 12 回実施され、研修対象者全員が規定の理解度の水準を

満たし、合格となった（表 14 参照）。なお、パソコン研修は未経験者を対象に文書作成

が可能なレベルを目標とした。	
 

" 実習系モジュールの教員研修は 19 回実施され、研修対象者全員が規定の理解度の水準を

満たし、合格となった（表 15 参照）。	
 

	
 

表 14	
 教員研修（講義系モジュール：IT、教材の活用等）の実績	
 

回	
 実施日	
 研修テーマ	
 表 13上の分類	
 対象（参加者数）	
 

1	
 06/09/11	
 人工魚礁を用いた資源管理の事例	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 6 名（14 名）	
 

2	
 24/10/11	
 コモロの電力事情と世界のエネルギー問題	
 ③	
 機関系教員 4 名（6 名）	
 

3	
 01/09/12	
 テキスト類を導入した訓練手法	
 ①	
 ②	
 機関系教員 4 名（6 名）	
 

4	
 01/09/12	
 訓練船を導入した海上実習訓練手法	
 ①	
 ②	
 機関系教員 4 名（4 名）	
 

5	
 12/09/12	
 パソコン研修	
 （ワード）	
 ③	
 全教職員 16 名（16 名）	
 

6	
 13/09/12	
 パソコン研修	
 （エクセル）	
 ③	
 全教職員 16 名（16 名）	
 

7	
 24/12/12	
 本科生訓練の改善効果と最終学期の留意点	
 ①	
 漁業系教員 4 名（4 名）	
 

8	
 27/12/12	
 ＤＣＰの課題と資源管理	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 4 名（4 名）	
 

9	
 28/12/12	
 アフリカ水産養殖の現状	
 ①	
 漁業系教員 3 名（3 名）	
 

10	
 29/12/12	
 損益分岐点を活用した経営計画	
 ③	
 事務系教員 2 名（4 名）	
 

11	
 20/09/13	
 中層 DCP とマダコ産卵床による資源管理	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 4 名（4 名）	
 

12	
 24/12/13	
 パソコンの基本操作とエクセル	
 ③	
 全教職員 11 名（11 名）	
 

	
 

表 15	
 教員研修（実習系モジュール）の実績	
 

回	
 実施日	
 研修テーマ	
 表 13上の分類	
 対象（参加者数）	
 

1	
 21/11/11	
 小型漁船の荒天運用とロープの活用	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 5 名（10 名）	
 

2	
 30/12/11	
 小型漁船による漁獲物処理手法	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 4 名（4 名）	
 

3	
 20/01/12	
 エンジンオイルの品質と船外機維持管理	
 	
 機関系教員 2 名（2 名）	
 

4	
 17/02/12	
 FRP 船のメンテナンス	
 	
 機関系教員 4 名（4 名）	
 

5	
 23/03/12	
 クランクシャフトの分解・組立	
 ①	
 ②	
 機関系教員 2 名（2 名）	
 

6	
 21/07/12	
 救急・心臓マッサージ	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 4 名（10 名）	
 

7	
 27/07/12	
 ヒートポンプ	
 	
 機関系教員 2 名（2 名）	
 

8	
 12/09/12	
 訓練船を導入した航海学実習手法	
 ①	
 漁業系教員 4 名（4 名）	
 

9	
 30/11/12	
 GPS を活用した沿岸漁業	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 4 名（6 名）	
 

10	
 25/12/12	
 海難防止のための携行機材、GPS の活用	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 4 名（4 名）	
 

11	
 26/12/12	
 セネガルの塩蔵、塩干品の製造手法	
 	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 7 名（8 名）	
 

12	
 02/01/12	
 タコ温燻法	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 9 名（9 名）	
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13	
 03/01/12	
 木臼を使った練り製品製造	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 8 名（8 名）	
 

14	
 05/01/12	
 マヨネ－ズの作り方	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 8 名（9 名）	
 

15	
 23/03/12	
 製図、電気溶接、ガス溶接	
 ①	
 ②	
 機関系教員 2 名（2 名）	
 

16	
 30/03/12	
 ディーゼルエンジン保守	
 ①	
 機関系教員 2 名（2 名）	
 

17	
 07/08/13	
 缶詰め巻き締め機械の操作指導	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 8 名（8 名）	
 

18	
 14/08/13	
 缶詰め製造	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 8 名（8 名）	
 

19	
 10/09/13	
 缶詰め開缶検査	
 ①	
 ②	
 漁業系教員 8 名（8 名）	
 

	
 
	
 

2-3-4	
 各ターゲットグループを対象とした訓練プログラムを実施する	
 

	
 

1）ターゲットグループ１：新規参入予定者訓練（本科生訓練）	
 

	
 本科生訓練は、新規参入の漁業従事予定者を対象とした訓練である。プロジェクト期間中

に 2 年制課程 35 名および 1 年制課程 32 名の合計 67 名の訓練が終了し、当初のプロジェク

ト目標（60 人）を 111％達成している。プロジェクトは水産学校教職員らによる自発的活動

を支援し、硬直した既存の訓練形態を改善するために教科書や新規訓練機材を新規導入した。

新規参入予定者訓練の OJT を進めていく過程で、改善をはかった事項を以下に記す。	
 

	
 

プロジェクト開始時の状況	
 

・訓練は担当教員に委ねられており、訓練の質にばらつきがみられる。  

・訓練の事前準備がほとんどなされず、場当たり的な訓練も散見される。  

・外部講師が占める時間数は、全教科時間数の 36.5％を占めている。  

・教職員の技術の更新がほとんどはかられていない。  

・教職員会議において「生徒の無気力な訓練態度」が議題に上がることが多く、もっぱら生徒の罰則や規

制に議論が終始する。  

・教員の欠勤等による休講が全体の 4 割程度存在し、そのほとんどが外部講師によるものである。	
 

・教員のほとんどが、教科担当日以外には出勤せず、担当教科以外の教科に関心を示さない。	
 

・訓練終了後の本科生進路について、教職員は関心を示さず、学校側も具体的な対策を講じない。	
 

"	
 

改善の取り組み	
 

・教科書類や実習訓練用機材を導入した訓練を実施する。	
 

・水産学校教員に対し外部講師に委ねられていた教科の訓練を実施する（内包化）。	
 

・教職員の時間厳守を徹底（履行できない場合の代行システムの導入：複数担当制）。	
 

・集合時と解散時の点呼、そして毎朝の国家斉唱と校長挨拶を導入する。	
 

・教職員のグループ学習システムの導入（訓練の事前準備）。	
 

"	
 
プロジェクト終了時点の状況	
 

・計画的かつ体系的な訓練が実施できるようになった。	
 

・外部講師に委ねられていた教科の内包化により、年間 40 万 KMF 程度の経費削減が実現した。	
 

・複数の担当制を組むことにより、休講の数が 40％減少した。	
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・教材を作成・編集する過程において、専門図書類が有効活用された（教員の技術の更新が進展）。	
 

・教員による生徒一人一人の理解度が把握できるようになった。	
 

・生徒の理解度が向上した（教科書を確認することで、学習の位置づけが明確になる）。	
 

・教員 10 名全員が、出勤頻度（月当たりの出勤日数）が増加した。	
 

・「生徒の無気力な訓練態度」が教職員会議の議題に上がることがほとんどなくなった。	
 

・訓練の時間管理が徹底され、組織的な連携が随所にみられるようになった。	
 

図 7	
 本科生訓練に対する改善と効果	
 

	
 

2）ターゲットグループ 2：現役水産業従事者を対象とした短期訓練	
 	
 

「コ」国の漁業形態はカヌーもしくは和船による零細規模の漁業集団であり、組織的な活

動がほとんどみられていない。陸棚面積に乏しい島周辺の厳しい漁業環境下において、脆弱

な装備で漁業が行われており、海難事故のリスクが社会問題となっている。また漁船の維持

管理では、情報不足による船外機の誤った管理により、機械の寿命を縮め、過剰な経費負担

が強いられていた（エンジンオイルの過剰な混合比率）。これらの問題に対し、多くの既存

漁民は十分な技術研修を受ける機会がなく、行政とのコミュニケーションも十分とは言えな

い状況が続いていた。そこでプロジェクトは、これら漁民が抱える諸問題解決に資するべく、

水産学校教職員に対して漁民訓練の実践機会を提供した。プロジェクト期間中に実施された

短期漁民訓練は、実施回数 35 回、累積人数 661 人の実績となり、当初の数値目標（180 人）

を 350％以上達成している。また、実施回数 35 回中、18 回はカウンターパートのみで計画・

実施され、プロジェクト終了後も漁民訓練を継続する体制が整った。さらに、短期漁民訓練

向けの展示教材、および本科生訓練のマニュアルが完成したことにより、世銀プロジェクト

（CoReCSuD）との連携が進められている。	
 

プロジェクトによる短期漁民訓練実績を表 16 および 17 に示し、続いて今後の活動に資す

るための教訓を記す。	
 	
 

	
 

表 16	
 現役漁業従事者を対象とした短期漁民訓練実績	
 1	
 

参加者数 分野別実施割合 実施回数 

累積参加人数 分野 累積参加者数 割合 分野 実施回数 割合 

海難防止関連	
 200	
 30.3%	
 海難防止関連	
 10	
 28.6%	
 

漁船・機関維持管理	
 191	
 28.9%	
 漁船・機関維持管理	
 10	
 28.6%	
 

漁獲物処理・利用	
 211	
 31.9%	
 漁獲物処理・利用	
 11	
 31.4%	
 

資源管理	
 59	
 8.9%	
 資源管理	
 4	
 11.4%	
 

35 回	
 

661 人	
 

合計	
 661	
 	
 100.0%	
 合計	
 35	
 100.0%	
 

	
 

表 17	
 現役漁業従事者を対象とした短期漁民訓練実績	
 2	
 

回	
 実施日	
 分類	
 テーマ	
 対象（島名＊1）	
 参加人数	
 

1	
 25/11/11	
 海難防止	
 小型漁船荒天運用とロープの活用	
 Mirontsi 漁民（An）	
 18	
 

2	
 03/02/12	
 漁船維持管理	
 エンジンオイルの混合比	
 Mirontsi 漁民（An）	
 12	
 

3	
 17/02/12	
 漁獲物処理	
 小型漁船の漁獲物処理手法	
 Mirontsi 漁民（An）	
 11	
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4	
 24/02/12	
 漁船維持管理	
 FRP 船の補修方法	
 Mirontsi 漁民（An）	
 19	
 

5	
 17/11/12	
 漁獲物処理	
 ねり製品の製造（カツオ）	
 Anjouan 島北部女性組合	
 13	
 

6	
 24/11/12	
 漁獲物処理	
 ねり製品の製造（カツオ）	
 2009 年入学の本科卒業生	
 21	
 

7	
 25/11/12	
 海難防止	
 GPS を活用した海難防止	
 Anjouan 島西部漁民	
 20	
 

8	
 13/01/13	
 海難防止	
 GPS を活用した海難防止	
 Anjouan 島北部漁民	
 20	
 

9	
 19/01/13	
 漁獲物処理	
 マダコ燻製とマヨネーズ製造方法	
 2009 年入学の本科卒業生	
 19	
 

10	
 21/02/13	
 海難防止	
 GPS を活用した海難防止	
 Anjouan 島南部漁民	
 20	
 

11	
 26/02/13	
 漁船維持管理	
 エンジンオイルの混合比	
 Anjouan 島南部漁民	
 23	
 

12	
 02/03/13	
 漁船維持管理	
 エンジンオイルの混合比	
 Anjouan 島北部漁民	
 23	
 

13	
 12/03/13	
 漁船維持管理	
 エンジンオイルの混合比	
 Chindini 漁民	
 (Gc)	
 23	
 

14	
 13/03/13	
 漁船維持管理	
 エンジンオイルの混合比	
 Chindini 漁民	
 (Gc)	
 23	
 

15	
 14/03/13	
 海難防止	
 GPS を活用した海難防止	
 Anjouan 島東部漁民	
 20	
 

16	
 28/08/13	
 漁獲物処理	
 ねり製品の製造	
 Grande	
 Comore 島東部漁民	
 17	
 

17	
 29/08/13	
 漁獲物処理	
 ねり製品の製造	
 Grande	
 Comore 島北部漁民	
 16	
 

18	
 11/09/13	
 海難防止	
 荒天運用、GPS、救急	
 Grande	
 Comore 島東部漁民	
 22	
 

19	
 12/09/13	
 海難防止	
 荒天運用、GPS、救急	
 Grande	
 Comore 島北部漁民	
 20	
 

20	
 13/09/13	
 海難防止	
 荒天運用、GPS、救急	
 Grande	
 Comore 島南部漁民	
 20	
 

21	
 24/09/13	
 漁獲物処理	
 ねり製品の製造	
 Anjouan 島 Wala 村漁民	
 18	
 

22	
 09/10/13	
 資源管理	
 環境配慮型 DCP と資源管理	
 Grande	
 Comore 島南部漁民	
 22	
 

23	
 09/10/13	
 海難防止	
 GPS を活用した海難防止	
 Grande	
 Comore 島南部漁民	
 20	
 

24	
 20/10/13	
 漁船維持管理	
 船外機保守と漁船の管理	
 Mohéli 島北部漁民	
 	
 19	
 

25	
 22/10/13	
 資源管理	
 環境配慮型 DCP と資源管理	
 Mohéli 島北部漁民	
 	
 15	
 

26	
 23/10/13	
 海難防止	
 荒天運用、GPS、救急	
 Mohéli 島北部漁民	
 	
 20	
 

27	
 17/11/13	
 漁船維持管理	
 船外機保守と漁船の管理	
 Grande	
 Comore 島東部漁民	
 25	
 

28	
 20/11/13	
 資源管理	
 環境配慮型 DCP と資源管理	
 Moroni 近郊漁民	
 (Gc)	
 12	
 

29	
 12/11/13	
 資源管理	
 環境配慮型 DCP と資源管理	
 Grande	
 Comore 島東部漁民	
 10	
 

30	
 30/11/13	
 漁獲物処理	
 小型漁船の漁獲物処理手法	
 Iconi 漁民（Gc）	
 21	
 

31	
 01/12/13	
 漁獲物処理	
 小型漁船の漁獲物処理手法	
 Chindini 漁民（Gc）	
 22	
 

32	
 03/05/14	
 漁船維持管理	
 船外機保守と漁船の管理	
 Walla	
 (Mo)	
 10	
 

33	
 03/05/14	
 漁獲物処理	
 小型漁船の漁獲物処理手法	
 Nioumachowa 漁民	
 (Mo)	
 24	
 

34	
 04/05/14	
 漁船維持管理	
 船外機保守と漁船の管理	
 Fomboni	
 (Mo)	
 14	
 

35	
 04/05/14	
 漁獲物処理	
 小型漁船の漁獲物処理手法	
 Miremani 漁民	
 (Mo)	
 29	
 

＊1：	
 Gc＝Grande Comore 島、	
 	
 An＝Anjouan 島、	
 Mo＝Mohéli 島	
 

	
 

2-3-5	
 訓練プログラム修了者のコミュニティ活動モニタリングを実施する	
 

（1）新規参入予定者（本科卒業生）	
 

	
 プロジェクト開始前の本科卒業生（2009 年度入学）およびプロジェクト期間中に卒業した

本科生の進路状況の比較調査結果を表 18 にまとめ、本科卒業生のコミュニティ活動の現状

について記述する。	
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表 18	
 卒業生のアンケート調査結果の概要	
 

	
 プロジェクト開始以前（2009 年入学）	
 プロジェクト活動期間（2011 年入学）	
 

就業状況	
 

調査対象 26 人中 24 人が無職の状態であ

り、残る 2 名のうち 1 名は建設業非正規雇

用で、1 名は水産とは無関係の非営利団体

員になっている。	
 

調査対象 28 人中、過半の 15 人が職に就いてお

り、13 人は無職となっている。15 人の内訳は、

1 名の漁業を除き、14 名が起業による組合組織

に加盟している。	
 

業種・業態	
 

上記 2名はいずれも水産関係の職に就いて

いない。	
 

上記 15 名全員が水産関係の職に就いており、こ

のうち 10 名が漁業、3 名が水産加工、2 名が機

関関係の職に就いている。	
 

水産学校に対

する満足度	
 

調査対象 26 人中 2 人を除き、全員が「満

足していない」と答えており、その理由と

して、多い順に「就業に有利でない（13）」

「訓練内容の質が悪い（10）」「訓練技術

のレベルが低い（3）」となった。	
 

調査対象 28 人中、全員が「満足」と回答し、そ

の理由として、多い順に「技術が身についた

（12）」「就業に有利（11）」「訓練プログラ

ムの充実（5）」となった。	
 

同窓生との	
 

交流	
 

調査対象 28 人中、全員が「卒業後も同窓

生との交流がある」と回答した。	
 

調査対象 28 人中、全員が「卒業後も同窓生との

交流がある」と回答した。	
 

今後の水産学

校との関係	
 

調査対象 28 人中、全員が「今後も水産学

校との関係を継続したい」と回答した。	
 

調査対象 28 人中、全員が「今後も水産学校との

関係を継続したい」と回答した。	
 

	
 

" 本科生卒業生の雇用環境は、プロジェクト前後において変化がみられておらず、企業に就

職した者はゼロであった。就業の割合が改善した要因は、プロジェクトが取り組んだ起業

支援によるものであるが、「継続企業の前提（ゴーイング・コンサーン）」という観点で

は、あまりにも体制（戦略、組織、財務）が脆弱で、そう長くない間に消滅する可能性が

高い。経験不足が否めないだけに、小さな事業の成功を積み重ねる活動が望まれる。	
 

" 漁業を始めるには、身の安全を保障するための経験がまず何よりも不可欠になる。加えて、

船や船外機、漁具などの初期投資が必要になるほか、燃料費や人件費などの運転資金が必

要になる。しかし、ほとんどの本科卒業生は職業としての漁業が未経験であり、独立でき

るまでのレベルに至っていない。したがって、本科卒業生の多くは、無償の漁民サービス

を通じて経験を積む、あるいは、漁獲物を買い取って価値を付加することでわずかな報酬

を得るなどして仲間と結束しながら漁業コミュニティに貢献している。	
 

世界銀行はこれらの動きを前向きに評価し、漁村振興のための普及員として 2014 年度か

ら本科卒業生 15 名を採用している（CoReCSuD プロジェクト）。	
 

" 本科卒業生においては、プロジェクトの前後を問わず、同窓生同士の交流が活発に行われ

ており、ほぼ全員が「将来にわたって水産学校と良好な関係を継続していきたい」という

希望を持っている。最近は、世代を隔てた OB 会を創設し、水産学校を支えていこうとい

う動きが出始めている。	
 

	
 

（2）既存の漁業従事者（短期漁民訓練）	
 

短期漁民訓練は、水産学校教職員の訓練能力強化の一面も備えており、どの程度の技術移
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転効果が得られたかを定量評価したところ、以下のような結果が得られた（添付資料⑧エン

ドライン報告書参照）。	
 

" ベースライン調査時において、漁民の 8 割が「水産行政官の交流機会はほとんどない」

と回答しているが、アンジュアン島においては「定期的に行政官と交流している」と回

答した割合がプロジェクト終了時に 10 ポイント程度上昇している。一方、グランドコ

モロ島とモヘリ島はプロジェクト前後で大きな変化はなく、モヘリ島では 8 割以上の漁

民が「行政との交流はほとんどない」と回答している。これはモヘリ島での短期漁民訓

練の実施回数が他島より少なったことが多分に影響していると思われる。	
 

" 海難防止に最低限必要な緊急時のロープとアンカーを持参する割合は、短期訓練を実施

したグループで若干高い割合（5～8 ポイント）を示したが、顕著な効果がみられるには

至っていない。本来であれば、出漁する時にロープもアンカーも持参しないという事態

は考えられないことであり、未だに漁民自身の過信が根強く残っているものと思われる。

今後も短期訓練の方法の改善を含め、継続した普及活動が望まれる。	
 

" 短期漁民訓練では海難リスクを最小限に抑える重要性を啓蒙し、その一環として、費用

がゼロでいつ、だれでも可能な漁民コミュニティ作りを推奨している。この結果、短期

漁民訓練を実施した漁村では 8 割を超える漁民が出漁計画を仲間に伝えあう取り組みが

はじめられており、改善が認められる。	
 	
 

" 漁船の維持管理の最大の問題点である「船外機の燃料に混合する過剰なエンジンオイル

の量」は故障や船外機寿命の短縮を引き起こし、漁業活動の変動費を圧迫している。適

正に改善することで少なく見積もっても漁民収入が 3 割程度改善することが可能になる

が、漁民はなかなか受け入れられないでいる。短期漁民訓練では、展示教材を活用する

などして、漁民が被る実害を説明しつつ、メーカー推奨のメンテナンスを普及したが、

理解が得られるまでいましばらく時間を要する。	
 

" 鮮魚の鮮度管理において、もっとも重要なポイントは漁獲直後の処理であり、即殺と低

温処理が基本となる。短期漁民訓練において、どの程度技術が定着しているかを評価す

るためのアンケートを試みた結果、即殺についてはすでに現地で定着した技術であった

ため、ほとんどの漁民が実践していた。しかしながら、低温処理に関しては、理解と実

践のあいだに存在する障壁が大きく、ほとんどの漁民が実践していない。この背景には

消費者を含め、市場が高鮮度の水産物を求めていない事情がある。	
 

" 水産学校が移転した塩干品製造技術は、全ての島から少なくとも 3 か所以上の漁村にお

いて定着していることが確認された。水産加工品は鮮魚より高い価格（単価）で取引さ

れ、電気がなくても長期保蔵が可能となることから、今後も継続して技術指導を行うこ

とで漁民に定着する可能性が秘められている。プロジェクト前には存在しなかった技術

だけに、これらの取り組みは短期漁民訓練がもたらした成果といえる。	
 

	
 

2-3-6	
 教員活動のモニタリング及び評価を行う	
 

	
 水産学校教職員の訓練能力強化の一環として実施された教職員研修および OJT を通じて、

どの程度の技術移転効果が得られたかをエンドライン調査により評価した（添付資料⑧エン

ドライン報告書参照）。その要約を以下に記す。	
 

" プロジェクト開始前において、水産学校では水産利用/加工分野の担当教員は存在しな
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かったが、プロジェクトは教員研修の枠組みを活用し、水産学校内にいる余剰人員の育

成をはかった結果、2 名の専門科目教員（水産利用/加工分野）が新たに育成された。同

様に海洋学担当教員についても、新たに航海および海難防止教科の教員として育成に成

功した。これらの結果、従来は外部に委託していた 4 教科を内包化することに成功し、

訓練の質が向上したほか、20 万 KMF 程度の経費圧縮が実現した。	
 

" プロジェクト開始前は訓練船が配備されていないため、船の運航に不可欠な訓練（航海、

操船、海難防止など）は外部講師に委ねられていた。プロジェクトにより漁業系教員に

対する操船訓練を 1 年間継続した結果、4 名の漁業系教員が育成され、訓練船を活用し

た海洋実習が可能となった。	
 

" プロジェクト開始当初は、教員の欠勤等による休講が全体の 4 割程度存在し、そのほと

んどが外部講師によるものだった。さらに、教員のほとんどが、教科担当日以外には出

勤せず、担当以外の教科に関心を示さなかった。プロジェクト活動を通じて技術移転を

はかった結果、教員のほとんどが第 1 年次に比べて出勤頻度を増加させており、講義の

準備や技術情報の更新などに費やしている。教職員の平均出勤割合も 60％に向上し、ほ

ぼ毎日出勤する教員は 10 人中 3～4 人に達するようになった。	
 

	
 

2.4	
 成果 4	
 （国立水産学校の組織運営管理体制が整備される）	
 

	
 

2-4-1	
 関係機関（国民教育省、漁業省）との学校運営の方向性、プロジェクトの進捗情報

共有等のための定期的な協議を行う	
 	
 

	
 「コ」国では、一般的にプロジェクト内部の作業部会レベルの会議は開催されるものの、

合同調整委員会（JCC）の位置づけのような会議が開催されることはほとんどない。また、

プロジェクト開始当初の課題として、委員の構成が複数の省庁にまたがること、委員が水産

業の理解に乏しくまた水産学校を訪問したことがなく水産訓練の実態を知らないことなど

が上げられた。このため、プロジェクトへの理解を得ると同時に情報を共有し、同じ課題を

協議することが重要と考えられたため、第 1 年次は JCC の開催回数を増やし対処した。	
 

	
 なお、第 2 年次は、新規参入予定者訓練期間を 2 年間から 1 年間に変更する案が協議され、

試験的に導入することが JCCにて決定され、第 7回 JCCは学校運営の大きな転換期となった。	
 

	
 以下に、JCC の構成メンバーと、JCC 協議概要を示す。	
 

	
 

JCC 構成員	
 所属先	
 備考	
 

1	
 

Abdallah NOUROUDINE 次官  
→ Said Omar Said HASSANE
次官（人事異動）  

国民教育・研究・文化・芸術・青年スポーツ担当省

（国民教育省）	
 
委員長	
 

2	
 
Ali Mohamed SOILIHI 次官（人

事異動）→代理出席  
生産・環境・エネルギー・工業・手工芸省	
 

（漁業省）	
 
副委員長	
 

3	
 
TOULAIBI M’SA SAIDI 次官

（病死）→代理出席  
雇用・労働・職業訓練・女性起業化省	
 

（職業訓練省）	
 
委員	
 

4	
 Omar HOUMADI 国立水産学校校長	
 委員	
 

5	
 JICA マダガスカル事務所	
 JICA マダガスカル事務所	
 委員	
 

6	
 日本人コンサルタント団員	
 日本人コンサルタントチーム	
 委員	
 

7	
 オブザーバー	
 
オブザーバー（必要に応じて、外務省、財務省など

に出席を要請）	
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会議名	
 実施日時	
 場所	
 承認事項・検討事項	
 

第 1 回	
 

JCC 会議	
 

2011 年	
 

6 月 2 日	
 

アンジュアン島	
 	
 

国立水産学校	
 

・業務実施計画の説明およびプロジェクトの進捗報告、	
 	
 

・2011 年度本科生募集要項説明、	
 

・改修工事、資機材供与の変更点の承認、	
 	
 

・日本およびコモロ連合政府の負担事項の確認	
 

第 2 回	
 

JCC 会議	
 

2011 年	
 

6 月 24 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

国民教育省	
 

・プロジェクトの進捗報告、	
 	
 

・ベースライン調査結果および同報告書の承認、	
 

・正式名称の確認：国立水産海運学校	
 

第 3 回	
 

JCC 会議	
 

2011 年	
 

7 月 13 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

国民教育省	
 

・プロジェクトの進捗報告、	
 

・第 1 年次ワークプランの説明および承認、	
 

・訓練生の受け入れ規模（人数）、	
 	
 

・水産普及員導入の可能性、	
 	
 

・水産学校の運営予算、	
 	
 

・本科生費用負担の再検討	
 

第 4 回	
 

JCC 会議	
 

2011 年	
 

9 月 7 日	
 

アンジュアン島	
 	
 

国立水産学校	
 

・プロジェクトの進捗報告、	
 

・訓練プログラムの承認、	
 

・本科生の受け入れ人数にかかる PDM の改定案	
 

・本科生の島別の募集枠、	
 

・水産普及員の導入システム、	
 

・水産学校運営に必要な予算、	
 

・水産学校施設完成に伴う式典の開催日程	
 

第 5 回	
 

JCC 会議	
 

2012 年	
 

4 月 3 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

国民教育省	
 

・プロジェクト第１年次活動報告と総括、	
 

・水産学校の運営報告	
 

第 6 回	
 

JCC 会議	
 

2012 年	
 

7 月 16 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

国民教育省	
 

・プロジェクト第 2 年次活動計画の承認、	
 

・水産学校運営に必要な予算、	
 

・水産学校施設完成に伴う式典の開催、	
 

・中間レビュー受け入れ確認、・その他	
 

第 7 回	
 

JCC 会議	
 

2012 年	
 

10 月 24 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

漁業省	
 

・中間レビューによる評価報告、	
 

・水産学校運営管理の懸案事項、	
 

・本科生訓練期間の一年制導入に関する協議	
 

第 8 回	
 

JCC 会議	
 

2013 年	
 

4 月 26 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

国民教育省	
 

・第 2 年次活動報告と総括、	
 

・水産学校運営管理の懸案事項、・DCP の投入計画、	
 

・本科生訓練期間の一年制導入に関する事項、	
 

・本科生入学試験の推薦制度に関する事項、	
 

・学校祭および海難防止キャンペーン報告	
 

第 9 回	
 

JCC 会議	
 

2013 年	
 

7 月 26 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

漁業省	
 

・プロジェクト第 3 年次活動計画の承認、	
 

・水産学校運営に必要な予算、	
 

・本科生卒業試験結果、	
 

・2013 年度の本科生入学試験	
 

第 10 回	
 

JCC 会議	
 

2014 年	
 

5 月 23 日	
 

グランドコモロ島	
 	
 

漁業省	
 

・プロジェクト第 2 年次活動報告、	
 

・プロジェクト終了時評価報告、	
 

・水産分野の職業技術訓練にかかる諮問会議、	
 

・JICA 貸与車輛と携行機材の水産学校への移譲承認	
 

	
 

	
 

2-4-2	
 訓練対象（新規参入予定者及び現役水産業従事者）の適切な受益者負担レベルを検

討し、学校の年間収支予算計画を立案する	
 

	
 予算計画書及び収支報告書の作成については、水産学校の年間訓練経費の集計・解析・評

価を目的としており、会計年度ではなく、学年度を採用する方針を設定した。	
 

	
 2012 年度の学校活動及び訓練にかかる経費は、常勤教職員の人件費を除き年間約 24.7 百

万 KMF であり、この内、プロジェクトは 20.6 百万 KMF を負担した。この収支報告を受け、

水産学校は 2013 年度予算計画書案（人件費を除き年間約 25 百万 KMF）の作成に着手し、2013

年 4 月 26 日に開催された第 8 回 JCC に同案は提出された。	
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 水産学校の運営予算は、常勤教職員の人件費を除き、毎年 39,549,786KMF で計画（財務省

作成資料より）されているものの、何年も同じ数字の並ぶ国家予算案が作成され、水産学校

に対して執行された実績はない。なお、EU 漁船の入漁協定の一部をなす科学基金からの水産

学校に対する支援として、2 百万 KMF が毎年拠出されている。	
 

	
 2013 年度は、受益者負担として、入寮生から一人当たり年間 25 千 KMF を徴収し、寮のシ

ーツ等の消耗品購入費に充てた。短期漁民訓練を受講する漁民からの受講料の徴収について

は、講義を実施する水産学校教員の能力開発中ということもあり、受益者負担は見送った。

なお、JCC において、受益者負担及び独立採算を目指した収入源の確保が何度も協議され、

運営予算を賄うだけの規模にはなり得ないことを水産学校側は何度も説明を行ったものの

根本的な解決策策定には至らなかった。	
 

	
 2013 年度の収支報告は、67.3 百万 KMF の支出であり、このうち、プロジェクトは 59.8 百

万 KMF を負担した。なお、2013 年度は、様々な教材を作成したことからプロジェクトの費用

負担は大きくなった。この収支報告を受けて、水産学校内部で協議がなされ、2014 年度は、

科学基金からの支援金 2 百万 KMF に加え、新規参入予定者から一人当たり年間 25 千 KMF、入

寮生から一人当たり年間 25 千 KMF を徴収する 3.35 百万 KMF の予算案が組まれた。なお、ア

ンジュアン州政府からの水産学校の電気料金に対する支援（年間約 420 千 KMF）は、2014 年

3 月末に廃止となった。	
 

	
 2014 年 9 月からは、3.35 百万 KMF の予算案で学校運営が行われる計画である。	
 

	
 

2-4-3	
 学校の組織体制整備に向けた取り組みを行う	
 

１）既存の組織（資源）を前提とした計画策定	
 

	
 水産学校 30 人あまりの教職員のうち、教員はわずか 10 名程度であり、残り大半の人材は

不要とも思われるポストに就いている（例：JICA から供与された公用車輛 1 台に対しドライ

バー3 名、タイプライター専属のタイピストなど）。その一方で、訓練の実施に不可欠な若

手人材の補充は、プロジェクト開始時から行われていない。組織改革は内政的な問題でもあ

り容易に解決できないと判断し、プロジェクトは既存体制下でも自立発展性の確保が可能と

なる運営計画を再構築した。たとえば、各教科の複数担任制の導入や不要ポストの人材の活

用（図書館司書→水産加工教員）などがこれに相当する。	
 

	
 

2）水産学校運営管理体制の強化	
 

	
 水産学校は、プロジェクトによる施設の改修や教育機材の整備が進む過程において、新た

な組織体制の必要性を認識し、水産学校運営管理体制構築のための準備会議を複数回行った。

その後、2012 年 7 月 21 日に学校運営全般を総括するための「学校諮問委員会」が創設され、

分野別の 4 つの管理委員会が設けられた。本体制が整ったことで、それまで場当たり的に対

応していた問題が、計画的に対処されるようになった。また、教職員全員が何かしらの委員

会に属することにより、学校運営に対しての自主性と参画意識が高まった。	
 

2012 年度活動においては、予算計画の策定、予算執行の優先順位、セミナールームの管理

と料金体系等の決定がなされたほか、イノギュレーションの準備や他ドナーからの情報共有

等が学校諮問委員会の中で議題としてあげられた。会計は、担当者より週単位の報告がなさ

れ、パソコン上にて委員全員がいつでも確認できるようになっている。	
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氷委員会では、製氷機の稼働計画、氷の販売、出納簿の作成、原価率計算を自主的に管理

し、売上金は水産学校近くの金融機関（マイクロクレジット）に口座を開設して現金管理を

行っている。	
 	
 

水産学校運営管理体制の概要を図 8 に示し、各管理委員会の役割を表 19 に記す。	
 
	
 

 

図 8	
 水産学校の運営管理体制	
 

	
 

表 19	
 水産学校管理委員会の役割	
 

管理委員会名称	
 対処方針	
 

1	
 学校諮問委員会	
 

・各委員会から起案された計画や課題について協議し、情報を共有するとと

もに、承認の可否を決定する。	
 

・学校の運営経費の支出について承認の可否を決定する。	
 

・毎週火曜日に定期会合が行われている。	
 

2	
 氷委員会	
 

・	
 製氷機の維持管理を担い、稼働実績を記録する。	
 

・氷の受注・生産・販売を行う。	
 

・氷の販売収入による現金管理を行う。	
 

3	
 訓練船運用委員会	
 
・訓練船の運行計画と実績をモニタリングする。	
 

・安全航海のためのリスクを管理し、問題点や課題を先取りして対処する。	
 

4	
 図書委員会	
 
・	
 図書類の維持管理を担い、在庫を常時把握する。	
 

・図書類を含めた教材の活用方法を提案する。	
 

5	
 資機材管理委員会	
 ・	
 主な学校資産を管理し、在庫を常時把握する。	
 

	
 

	
 

2-4-4	
 学校の年間収支予算計画に基づいた学校運営を行う	
 

	
 学校運営及び訓練の実施に必要な 2013 年度の年間必要予算は、24.7 百万 KMF とされた。

しかし、基本的な収入は科学基金からの支援金 2 百万 KMF であることから、新規参入予定者

及び現役水産業従事者を対象とした訓練に係る費用（教科書等の教材作成費を除き総額 22.7

百万）は「コ」国側が負担できないため、プロジェクトが負担した。非常勤講師への謝礼や

特別手当などを含めた人件費は 405 千 KMF で計画されたものの 762 千 KMF の支出増大となっ

水産学校諮問委員会 

水産学校長 

氷委員会

lace 

訓練船委員会 図書委員会 資機材管理委員会 

本科生訓練 

漁業科・機械科・水産流

通科（教職員 10 名）  

短期漁民訓練 

（教職員 10 名） 

受注訓練  

（教職員 10 名）  

サービス部門：氷販売、会議場貸出、訓練機材のレンタル、寮の開放 
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た。一方で、1,860 千 KMF で計画された施設・機材の維持管理費は、1,005 千 KMF となり支

出減であった。総合的には、年間収支予算計画 24.7 百万 KMF に対し、30.2 百万 KMF の収入

と、29.3 百万 KMF の支出となり、0.9 百万 KMF の次年度繰り越しというバランスとなった。	
 

	
 

2.5	
 その他の活動成果	
 

	
 

2-5-1	
 イノギュレーション	
 

	
 水産学校の施設・機材の整備が終了する時点で、開催が計画されていたプロジェクトの記

念式典（イノギュレーション）が、2012年10月8日、水産学校敷地内で実施された。式典に

は「コ」国大統領をはじめ、国民教育省大臣、職業訓練省大臣等の閣僚クラスやアンジュア

ン州知事が出席し、総勢200人規模のイベントとなった。なお、我が国からはJICAマダガス

カル事務所長が来賓として出席している。式典は、各来賓による祝辞のほか、地元、ミロン

ツィ村女性による伝統芸能、新規参入予定者（本科生）代表によるコーラン独唱やスピーチ、

プロジェクトによる教材の展示やデモンストレーションなどが行われた。	
 

	
 

2-5-2	
 海難防止キャンペーン	
 

（1）実施背景	
 

	
 「コ」国漁民が直面する問題の一つに海難事故があるが、当国には海難事故にかかる信頼

たるデータの蓄積がなく、その実態が明らかにされていない。そこでプロジェクトは、水産

学校での訓練の一環として海難防止を強化すると同時に、広く国民に海難に対する関心を高

めてもらうためのキャンペーンを計画した。	
 

	
 

（2）成果	
 

	
 キャンペーン期間中に計画されたワーショップは、予定どおりに実施され、参加者数も当

初の予定を上回る結果となった。ワークショップでは、独自に編集した海難防止ビデオを上

映したほか、ロープワークやシミュレーターを使用した救急のデモンストレーションが行わ

れた。キャンペーン期間中には、水産学校の広報として、Ｔシャツ 1000 枚、および啓蒙用

ポスター1000 部が関係者に配られている。キャンペーンの概要を表 20 に示す。	
 

	
 

表 20	
 海難防止キャンペーンの概要	
 

項目	
 内	
 	
 容	
 

開催期間	
 2012 年 7 から 8 月	
 

開催地	
 

予行演習：7 月 27 日：水産学校セミナールーム、中庭	
 

	
 第 1 回：8 月 02 日：モヘリ島=フォンボニ村、魚市場会議室	
 

	
 第 2 回：8 月 09 日：グランドコモロ島=イコニ村公民館	
 

	
 第 3 回：8 月 16 日：アンジュアン島=ドモニ村公民館	
 

対象者	
 現役水産業従事者、その家族、漁村の子供達	
 

目的	
 

期待効果	
 

1.	
 海難事故の注意を地域漁民に喚起し、海難防止に対する関心を高める。	
 

2.	
 水産学校の活動を紹介し、海難防止や漁村社会発展への取り組みを国民に紹介する。	
 

3.	
 海難事故や水産学校の活動について、漁民や国民の意識を把握する。	
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実施体制	
 

1.	
 責任機関：「コ」国国立水産学校	
 

2.	
 実施機関：「コ」国国立水産学校能力強化プロジェクト・海難防止キャンペーン実行委員会	
 

3.	
 協力機関：水産局（グランドコモロ島水産支局、アンジュアン島水産支局、モヘリ島水産支

局）、国立水産学校本科生	
 

方法・	
 

内容	
 

1.	
 事前調査（アンケート実施含む）	
 

2.	
 開会式	
 

3.	
 海難防止ワークショップ（コモロの海難事故の現状、海難事故の発生原因：ビデオで上映、

備品：ロープ、救命胴衣、救命浮環、GPS などを使った実演）	
 

4.	
 救助・救命活動の紹介（実習教材を使用した心臓マッサージ等の実演）	
 

5.	
 質疑応答、参加者協議	
 

6.	
 啓発用ポスターおよびＴシャツの配布と記念撮影	
 

成果	
 

" キャンペーンを通じて、漁民の海難事故に対する意識が把握された。これにより、短期訓練実

施計画策定の参考資料が整った。	
 

" 地域に密着した水産学校の活動が、広く国民に紹介された。	
 

	
 

	
 

2-5-3	
 ＤＣＰ（人工魚礁）を活用した資源管理の推進	
 

（1）実施背景	
 

	
 ＤＣＰとは仏語の Dispositif	
 de	
 Concentration	
 de	
 Poissons の略称で、「人工魚礁」と

訳されており、「コ」国では、マグロなどの回遊魚が浮遊物に誘引される習性を利用した装

置を意味している。「コ」国沿岸は陸棚面積が乏しく、グランドコモロ島およびアンジュア

ン島では漁獲対象の大半がカツオ、マグロ、サワラ、ムロアジなどの表層回遊魚で占められ

る。零細漁民がこのような広域を回遊する魚類を漁獲するためには、ＤＣＰによって魚群を

一定の場所に集める必要がある。その一方で、ＤＣＰ事業の費用対効果については否定的な

意見もあり、以下のような課題が残されている。プロジェクトは漁民ニーズと下記課題のト

レード・オフを解消するための試験操業を実施した。	
 

	
 

表 21	
 ＤＣＰ事業実施にかかる懸念事項	
 

①	
 荒天時に筏部分が脱落し、流失する。	
 

②	
 脱落した筏は海洋に浮遊し、人の手によって回収・処理することが実質不可能である。

筏はプラスチックをはじめとした合成繊維も多く利用されていることから、環境悪化

を指摘する専門家もいる。	
 

③	
 筏の脱落を防止するためには、定期的に筏の部品交換などのメンテナンスが必要とな

り、多額のコスト負担が生じる。	
 

④	
 裨益者負担による筏の管理の試みは過去に実施されているが、目下成果が出ていない。	
 

⑤	
 ＤＣＰ利用による漁獲は水産資源に対する漁獲負荷を高めるとの指摘がある。	
 

	
 

（2）成果	
 

	
 本計画は、業務指示書第 6 条（1）基本方針 4）の資源管理への適切な配慮に対応する活動

であり、漁民ニーズに応じた規模のＤＣＰを 6 基製作・設置するものである。プロジェクト

は、このうちの 4 基を 2011 年度入学の新規参入予定者訓練のカリキュラムに導入し、残り 2

基はグランドコモロ島とモヘリ島にて設置するため、作業の一部を外部に委託した。 



 2-24	
 

	
 プロジェクトは、表 21 で示した懸念事項を解消するためのＤＣＰを開発したほか、マダ

コ資源を増産するための産卵床の試験操業に取り組んだ。これらの活動は、裨益漁民と一体

で行われ、「水産資源の持続的利用＝資源管理の推進」の足掛かりとした。従来のＤＣＰの

課題とプロジェクトが取り組んだ対処方法を表 22 に列挙する。	
 

 
表 22	
 従来のＤＣＰの課題と対処方法	
 

課題 1：筏部分が流失しにくいＤＣＰの開発	
 

	
 筏部分を中層に留める方法を採用する。一般的な筏の脱落部は表層から水深 50m 以浅であり、特に波

浪による衝撃が大きい。表層下 100m 以上の水深では水の動きが表層に比べて安定するため、筏の損傷が

軽減される。	
 

課題 2：メンテナンス・フリーに近いデザインの設計	
 

	
 筏部分を中層に留める方法により、損傷が減少し、メンテナンス・フリーに近い状況となる。	
 

課題 3：過剰な漁獲負荷の回避＝乱獲の防止	
 

ＤＣＰの存在を示すマーカーブイを取り付けないことで、ＤＣＰを設置し管理する漁民組織を除き場

所を特定することが困難になる。これにより、資源に対する急激な負荷が回避され、緩やかな漁獲の増

加が期待できる。	
 

課題 4：減少傾向が顕著な水産資源の増産	
 

マダコの産卵床による資源増産実験を行った。当地において、マダコは庶民の間で食用として消費さ

れているが、地域によっては、山林伐採による土砂流出や乱獲が原因で、資源量が減少傾向になってい

るところもある。コモロ諸島では資源を増産する試みはほとんど行われておらず、資源管理の発想も未

だ乏しいため、地域漁民とともに自然回帰できる素材を用いた簡易な資源増産方法を試みた。	
 

 

 

2-5-4	
 水産分野の職業技術訓練にかかる諮問会議（パートナー会議）	
 

2014 年 6 月 17 日（火）グランドコモロ島の首都モロニのホテル RETAJ にて、標記会議

（Réunion Consultative sur la Formation Technique Professionnelle dans le domaine de la Pêche）

を開催した。出席者リストでは、水産学校教職員を含め参加者は 67 名であった。この会議

において、水産学校の具体的な活動結果を報告し、今後、水産学校がパートナーに対して提

供できる訓練項目を公表した。本会議は、職業訓練が産業界に裨益するための取り組みの第

一歩として位置付けられており、今後も会議を継続していく方向でまとまった。	
 

	
 

2-5-5	
 プロジェクト広報活動	
 

	
 業務指示書7条の第2年次活動１）で示される「プロジェクトの周知とプロジェクトの成果

を目的とした広報」について、プロジェクトは、表23および24に示す広報活動を実施した。	
 

	
 

	
 表 23	
 プロジェクト広報活動一覧（成果品リスト）	
 

	
 広報媒体	
 主な広報対象	
 実施年次	
 数量	
 

1	
 プロジェクト紹介パンフレット（仏文）	
 国内一般	
 第 1 年次	
 1,000 部	
 

2	
 プロジェクト紹介パンフレット（英文）	
 海外一般	
 第 1 年次	
 1,000 部	
 

3	
 コモロ産主要魚類ポスター	
 漁民、教育機関	
 第 2 年次	
 1,000 部	
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4	
 コモロ産主要魚類図鑑	
 漁民、教育機関	
 第 3 年次	
 1,000 部	
 

5	
 海難防止啓蒙ポスター	
 漁民、水産関係機関	
 第 2 年次	
 1,000 部	
 

6	
 海難防止啓蒙目的のＴシャツ	
 漁民、水産関係機関	
 第 2 年次	
 1,000 部	
 

7	
 海難防止キャンペーンの報道	
 国内一般	
 第 2 年次	
 9 局	
 

8	
 2013/2014 年度本科生募集ポスター	
 本科受験対象者	
 第 2 年次	
 300 部	
 

9	
 水産学校ホームページ	
 https://sites.google.com/site/ecolenationaledepechemm/	
 

10	
 JICA ホームページ（事例紹介）	
 http://www.jica.go.jp/project/comoros/001/news/20131211_01.html	
 

11	
 教官用教科書（11 教科）	
 

漁業技術、海洋生物、航海、海難防止、海洋・

気象、漁獲物処理、水産加工、船舶機関、	
 

一般機械、冷凍機器、ＦＲＰ船保守管理	
 

水産学校、水産局、訓練修了者、	
 

国民教育省、他ドナー、漁業団体

等、在庫	
 

第 3 年次	
 500 部	
 

12	
 生徒用教科ノート（11 教科）	
 

漁業技術、海洋生物、航海、海難防止、海洋・

気象、漁獲物処理、水産加工、船舶機関、	
 

一般機械、冷凍機器、ＦＲＰ船保守管理	
 

水産学校、水産局、訓練修了者、	
 

国民教育省、他ドナー、漁業団体

等、在庫	
 

第 3 年次	
 500 部	
 

13	
 展示教材 1：船外機エンジンオイル	
 漁民リーダー、漁村	
 第 2 年次	
 300 部	
 

14	
 展示教材 1：船外機の構造	
 漁民リーダー、漁村	
 第 2 年次	
 300 部	
 

15	
 展示教材 1：船外機のメンテナンス	
 漁民リーダー、漁村	
 第 2 年次	
 300 部	
 

16	
 展示教材 1：環境配慮型中層 DCP	
 漁民リーダー、漁村	
 第 3 年次	
 300 部	
 

17	
 展示教材 1：鮮度判定と漁獲物処理	
 漁民リーダー、漁村	
 第 3 年次	
 300 部	
 

18	
 展示教材 1：漁業（結索）	
 漁民リーダー、漁村	
 第 3 年次	
 300 部	
 

19	
 コモロ産主要魚類ポスター（増刷）	
 漁民、教育機関	
 第 3 年次	
 300 部	
 

20	
 水産学校ガイドライン	
 水産学校、管轄省庁	
 第 3 年次	
 20 部	
 

21	
 水産学校活動 DVD	
 国内一般	
 第 3 年次	
 300 部	
 

22	
 2013 年度水産学校案内（パンフレット）	
 国内一般	
 第 3 年次	
 1,000 部	
 

23	
 2014 年度水産学校案内（パンフレット）	
 国内一般	
 第 3 年次	
 1,000 部	
 

24	
 2014/2015 年度本科生募集ポスター	
 本科受験対象者	
 第 3 年次	
 300 部	
 

	
 

表 24	
 マスメディアによる取材のリスト	
 

回	
 ワークショップ対象	
 媒体	
 放送局	
 放送期間	
 放送時間回数	
 

1	
 海難防止	
 テレビ	
 MTC	
 2012 年 07 月 27 日～08 月 09 日	
 7 分・5 回/日	
 

2	
 海難防止	
 ラジオ	
 RTN	
 2012 年 07 月 27 日〜08 月 05 日	
 4 分・7 回/日	
 

3	
 海難防止	
 テレビ	
 RTN	
 2012 年 07 月 28 日、08 月 05 日	
 20 分・1 回/日	
 

4	
 海難防止	
 テレビ	
 ORTM	
 2012 年 08 月 03 日～08 月 12 日	
 35 秒・2 回/日	
 

5	
 海難防止	
 ラジオ	
 ORTM	
 2012 年 08 月 03 日～18 日	
 35 秒・4 回/日	
 

6	
 海難防止	
 テレビ	
 ORTC	
 2012 年 08 月 23 日～09 月 01 日	
 3 分・2 回/日	
 

7	
 海難防止	
 ラジオ	
 Ngazidja	
 2012 年 08 月 11 日～24 日	
 48 秒・5 回/日	
 

8	
 海難防止	
 テレビ	
 DOMONI	
 INTER	
 2012 年 08 月 22 日～09 月 07 日	
 50 秒・4 回/週	
 

9	
 海難防止	
 ラジオ	
 DOMONI	
 INTER	
 2012 年 08 月 21 日～09 月 09 日	
 1 分 30 秒・3 回/週	
 

10	
 イノギュレーション	
 新聞	
 GAZETTE	
 2012 年 10 月 09 日	
 -	
 

11	
 イノギュレーション	
 ラジオ	
 RTN	
 2012 年 10 月 08 日～09 日	
 4 分・1 回/日	
 

12	
 イノギュレーション	
 テレビ	
 RTN	
 2012 年 10 月 09 日～10 日	
 4 分・1 回/日	
 

13	
 イノギュレーション	
 ラジオ	
 ORTC	
 2012 年 10 月 08 日～09 日	
 4 分・1 回/日	
 

14	
 イノギュレーション	
 テレビ	
 ORTC	
 2012 年 10 月 09 日～10 日	
 4 分・1 回/日	
 

15	
 学校祭	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

ORTC	
 2013 年 06 月 02 日	
 2 分・2 回/日	
 

16	
 学校祭	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

RTN	
 2013 年 06 月 02 日	
 2 分・2 回/日	
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17	
 入学試験	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

ORTC	
 2013 年 06 月 26 日～28 日	
 4 分・2 回/日	
 

18	
 入学試験	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

RTN	
 2013 年 06 月 26 日～28 日	
 4 分・2 回/日	
 

19	
 入験及び漁民訓練	
 テレビ	
 Ngazidja	
 2013 年 07 月 31 日	
 4 分・2 回/日	
 

20	
 入験及び漁民訓練	
 ラジオ	
 Ngazidja	
 2013 年 07 月 31 日	
 4 分・2 回/日	
 

21	
 入学試験	
 新聞	
 GAZETTE	
 2013 年 08 月 05 日	
 -	
 

22	
 水産加工教員研修	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

RTN	
 2013 年 08 月 07 日	
 2 分・2 回/日	
 

23	
 水産加工教員研修	
 新聞	
 LE	
 VOIR	
 2013 年 08 月 10 日	
 -	
 

24	
 水産加工漁民訓練	
 テレビ	
 ORTC	
 2013 年 08 月 27 日	
 5 分・1 回/日	
 

25	
 パートナー会議	
 ラジオ	
 RTN	
 2014 年 06 月 17 日	
 3 分・1 回/日	
 

26	
 パートナー会議	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

ORTC	
 2014 年 06 月 17 日	
 2〜3 分・1 回/日	
 

27	
 パートナー会議	
 テレビ	
 Ngazidja	
 2014 年 06 月 17 日	
 2 分・1 回/日	
 

28	
 パートナー会議	
 新聞	
 Gazette	
 2014 年 06 月 18 日	
 -	
 

29	
 パートナー会議	
 ラジオ	
 RTN	
 2014 年 06 月 18 日	
 3 分・3 回/日	
 

30	
 パートナー会議	
 テレビ	
 RTN	
 2014 年 06 月 18 日	
 3 分・1 回/日	
 

31	
 パートナー会議	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

ORTC	
 2014 年 06 月 18 日	
 2〜3 分・2 回/日	
 

32	
 パートナー会議	
 テレビ	
 Ngazidja	
 2014 年 06 月 18 日	
 2 分・3 回/日	
 

33	
 学校活動紹介	
 テレビ	
 ORTC	
 2014 年 06 月 19 日	
 5 分・1 回/日	
 

34	
 パートナー会議	
 テレビ	
 RTN	
 2014 年 06 月 22 日	
 3 分・1 回/日	
 

35	
 パートナー会議	
 テレビ	
 

ラジオ	
 

ORTC	
 2014 年 06 月 22 日	
 2〜3 分・1 回/日	
 

36	
 パートナー会議	
 テレビ	
 Ngazidja	
 2014 年 06 月 22 日	
 2 分・1 回/日	
 

37	
 学校活動紹介	
 テレビ	
 ORTC	
 2014 年 06 月 23 日、30 日	
 5 分・1 回/日	
 

	
 

2-5-6	
 関係機関および他ドナー等との連携	
 	
 

1）国民教育・研究・文化・芸術・青年スポーツ担当省（国民教育省）	
 

	
 訓練活動の定期報告を実施し、水産学校運営にかかる諸問題の解決をはかった。しかし、

予算措置については協議のたびに前向きな回答を得たものの、結局プロジェクトが終了する

まで執行されることはなかった。また、「イノギュレーション」や「水産分野の職業技術訓

練にかかる諮問会議（パートナー会議）」等の実施においては、招待状の発送、受付業務等

を省に依頼するなど連携して業務に当った。	
 

	
 

2）生産・環境・エネルギー・工業・手工芸省（漁業省）水産局	
 

	
 訓練活動の定期・不定期報告を実施し、漁業政策に関する情報交換をおこなった。水産学

校の運営財源の一つである「科学基金」については、水産局から 2011〜2013 年にそれぞれ 2

百万 KMF の支援を受けたが、2014 年以降の支援の確約は得られなかった。また、水産学校業

務として議論された「すべての漁民を対象とした海上安全にかかる訓練受講の義務化」につ

いても結局具体化することがなかった。	
 

	
 

3）CoReCSuD プロジェクト（世銀プロジェクト）	
 

	
 CoReCSuD プロジェクトの対象漁村にて本プロジェクトの短期漁民訓練を実施し、啓蒙活動
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や漁民組織の強化など、相乗効果を図った。また、CoReCSuD の柱である「水産技術改良普及

事業」に際し、水産学校本科卒業生 15 人が普及員として採用された。	
 

	
 

4）雇用・労働・職業訓練・女性起業化省（職業訓練省）	
 

	
 新設された同省が、2012 年より本 JCC 運営組織に新たに加わり、職業訓練分野を支援する

体制の下地が出来上がった。プロジェクトは、国民教育省や水産局同様に訓練活動の定期報

告を実施し、職業訓練分野に対する国際機関等からの具体的な支援策等について協議を継続

して行った。	
 

	
 

5）財務省	
 

	
 水産学校は、訓練活動に必要な予算措置を要請し続けたが、プロジェクト終了まで進展は

みられなかった。	
 

	
 

6）外務省	
 

	
 本プロジェクトのコンサルタント専門家の「コ」国滞在手続きを円滑にするため、我が国

を担当する局長に対し、プロジェクト活動を説明する機会を積極的に設けた。	
 

	
 2013 年 3 月に、「コ」国外務省の日本担当の人事異動があったため、新任局長に対して水

産学校の概要と訓練計画を説明する機会を設けた。水産分野に係る JICA 研修については、

外交ルートを通じた「コ」国政府への照会がなされる場合には、水産学校教職員に必要な能

力強化の分野の研修も含まれていることから、漁業省のみならず水産学校にも積極的に情報

を提供するよう改めて申し入れた。	
 

	
 

7）商工農会議所	
 

	
 水産学校の活動計画及び運営資金の不足を商工農会議所の関係者に説明し、当会議所の機

能のひとつである「他機関との交渉上の調整」に関する協力を要請する機会を継続して設け

た。その結果、2014 年 6 月には、女性を対象とした水産加工訓練の委託契約が、会議所と水

産学校との間で結ばれた。	
 

	
 

8）AMIE（Appui à la création et développement des Micros et petites Entreprises et de promotion 

d’activité／零細企業振興基金）	
 

	
 AMIE は零細企業振興基金を運用する財務省傘下の金融組織である。水産学校は AMIE 代表

者を講師に迎え、本科生を対象としたマイクロクレジット活用についての講習会を実施した。

また、水産学校教職員 3 名に対する技術研修を AMIE に委託し、起業にかかる会計業務を含

む経営管理の研修が実施された。	
 

	
 

9）COSEP（Centre des Opérations de Sécurité et de la Protection Civile／市民安全管理センター）	
 

	
 海難救助、海洋汚染防止、消防、山岳救助等を担当する部署であり、海難事故に対する記

録・統計資料の作成を要請している。また、海上安全訓練を実施する上で協力関係を構築す

る必要があり、水産局を交えた継続協議を実施することで合意している。	
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10）PAFTP（Projet d’Appui à la Formation Technique et Professionnelle／EU 職業技術訓練支援

プロジェクト）	
 

	
 同プロジェクトに対し、水産学校は教室、水産加工教室、図書室のリハビリを申請してい

るが、EU と契約しているコンサルタント会社の調査活動が遅れており、実現していない。同

プロジェクトは、職業訓練活動のソフト面の支援にも活動の場を広げることから、水産学校

が実施している短期漁民訓練活動に対する支援も打診しているが、同プロジェクトのソフト

面の協力指針がまだ作成されていないため、今後も情報交換を継続していくことで合意して

いる。	
 

	
 

11）在コモロ仏大使館/領事館	
 

	
 水産学校とアンジュアン島のフランス領事館とは、非公式な交流も活発に行われている。

たとえば、フランスの海洋調査船がアンジュアン島に入港した際には、教職員及び本科生の

見学のために船を開放してもらっている。また、仏領マイヨット島の海洋訓練学校との提携

の話も同領事館を介して進められている。一方、水産学校からは、特別なイベントを企画す

る際には、フランス領事を招待し、水産加工品の試作品や広報用資料などを提供してきた。

2012 年 10 月には、在コモロフランス大使をはじめとした大使館一行が、水産学校を訪問し

た。	
 

	
 

12）カタール水産プロジェクト（PROJET	
 HAIRU）	
 

	
 カタール水産プロジェクト（PROJET	
 HAIRU）は、総予算 25 百万 USD（25 億円）の大規模

プロジェクトで、CADI（Comité Arabe pour le Développement et l’Investissement）による出資で

ある。グランドコモロ島の 9 漁村を指定し、裨益漁民数は 1,000 人強と見込んでいる。なお、

アンジュアン島、モヘリ島の順で同様のプロジェクトを企画しており、アンジュアン島の調

査が終了した段階である。水産学校とは、漁民訓練の分野での協力関係の具体的な協議が開

催される見込みである。	
 

また、水産学校では本科生卒業生の有力な受け入れ先として期待しているが、2014 年 6

月現在、操業の目途が立っておらず、プロジェクト終了時まで、具体的な連携活動は進展し

なかった。	
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3.	
 プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓（業務実施方法、運営体制等）	
 

	
 

3.1	
 プロジェクト活動に影響を与える外部要因	
 

	
 任地であるアンジュアン島は、1990 年当時に JICA のへき地 1 級に指定された地域である

が、現在は当時よりもインフラの状態は悪化しており、経済活動を行う上での制約が多い。

プロジェクトは、第 1 年次活動の教訓から、フェイルセーフ（fail	
 safe）の発想を取り入

れた計画を複数準備することで、現場業務の障害に対して柔軟に対処した。以下にその具体

例を示す。	
 

	
 

1）断水	
 

断水は日常的な問題であり、特に 6 月～8 月および 11 月～12 月は、ほぼ毎日 6 時間程度

の断水が発生する。断水は予告なく発生するので、清水タンクの設置は不可欠である。断

水によるもっとも深刻な影響は、飲料水や生活水の確保であり、訓練においては、訓練船

や船外機の洗浄、水産加工実習等に支障がみられている。プロジェクトは、給水が順調な

時や降雨のタイミングを活用するなどして、訓練計画に柔軟性を持たせている。	
 	
 

なお、2014 年 6 月に水産学校裏山の天然の湧き水を水産学校に供給する設備が、我が国の

KR の見返り資金を活用し建設された。設備の概要は、取水升、貯水槽、配水管からなり、

自然勾配を利用して学校内に水が供給される。完工当時は乾期で貯水量が少なかったが、

今後、公共水道水の断水時に当該設備が有効活用されることが期待される。	
 

2）停電	
 

停電も日常的な問題であり、燃料費負担を考慮しなければ小型発電機を利用することで対

応が容易である。しかし、小型発電機はラップトップパソコン程度しか電力供給できない

ので、長期化する場合、訓練に支障をきたす。水産学校の事務作業は、当初、デスクトッ

プ型のコンピューターに委ねられていたが、2 年目に十分な数量のラップトップ型パソコ

ンを調達したため、障害は最小限に抑えられている。	
 

EU が再開した職業技術訓練支援プロジェクト（PAFTP）に対し、水産学校は、太陽光発電

設備に係る要請を提出した。受理されれば、今後 EU のコンサルタントによる調査が実施

され、発電量等が決定される予定である。	
 

3）燃料の在庫切れ	
 

燃料の在庫切れは、2 か月に 1 回程度の頻度で起こり、通常状態に戻るまでに 3〜5 日の日

数がかかる。この間は、一部の公共交通が麻痺し、教職員の中には出勤できなくなる者も

出始める。また、海上訓練が実施できず、漁民も出漁できなくなるため、陸上での水産加

工実習等での原料調達ができなくなる。プロジェクトは、近隣住民やステークホルダーと

の関係を維持することで、在庫情報を事前にキャッチし、地域に配慮した量の備蓄を行っ

た。	
 

4）海路の制約（運休・遅延）	
 

12 月から 3 月にかけては、北西からのカシカジと称される強い季節風が吹き、国内海上輸

送も欠航が相次ぐ。このため、物流が滞り、資機材の調達に支障が出る。空路、海路が不

安定となる荒天期間は、極力他島への出張を控え、他の業務に影響が拡大しないよう努め

た。なお、2014 年 2 月、島嶼間の連絡船の更新がなされ、船速及び安全性が向上したこと
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により航海回数及び輸送量が飛躍的に増えた。この結果、世銀の担当者によると、島嶼間

の移動は海上が平穏な季節は航空便ではなく、連絡船の利用が安全面で推奨されている。	
 

5）空路の制約（運休・遅延）	
 

2012 年 11 月以降は、各島を結ぶ小型航空機（12 人乗り）が 2 機しか稼働せず、そのうち

の 1 機が 2012 年 11 月末に墜落したため、以降 2013 年 3 月末までは、空路による国内の

移動がほぼ絶望的になった。2013年 4月以降は航空機が 1機追加され、移動が緩和された。	
 

6）陸路の制約	
 

アンジュアン島東部の幹線道路にて、橋が降雨による濁流に流されて、幹線道路が不通と

なった。この影響で、教職員 7 名が出勤を見合わせ、新規参入予定者訓練の一部が休講・

変更になった。橋の復旧には、2 か月の時間を要した。	
 

7）食料の在庫切れ	
 

燃料の在庫切れに伴い、米類の供給がたびたび滞り、街中に混乱が生じている。日本人の

生活にはさほど支障はなかったが、寮生にとっては深刻な問題となり、訓練を一時中断し

たことがあった。このときは、学校側から政府に談判し、必要最低量の米が優先的に手配

された。	
 

8）不安定な通信事情	
 

インターネットの速度は遅く、2Mb 以上のメールの受信が困難である。水産学校の施設内

は携帯電話の電波がほぼ届かないため、固定電話を設置し、常時、事務員が待機した。	
 

9）商習慣の違い	
 

第 3 年次は、多くの成果品の印刷・製本を地元の企業に契約ベースで依頼した。しかし、

「コ」国では印刷業に限らず一般的に国際商習慣が定着しておらず、納期が守られること

はなかった。このため、比較的余裕ある時期に発注するとともに、業者の作業を徹底的に

管理することで対応した。	
 

	
 

3.2	
 水産学校の訓練方針	
 

	
 

3-2-1	
 水産学校運営予算の確保	
 

	
 ベースライン調査実施前の計画では、「コ」国の予算措置を前提としない独立採算制によ

る学校運営を模索していたが、事業を立ち上げるためのノウハウや専属の人材を確保する余

裕がないこと、公的予算措置なしで国立の職業訓練機関が運営されている事例がないことな

どから、独立採算運営は断念した。これに代わって、プロジェクトは水産学校側に対して、

質の高い訓練を実現できる体制を早急に確立し、同時に多くのステークホルダーとスクラム

を組んで、補助金支給の安定化実現のための交渉や外部に対する広報活動を展開していくこ

ととした。この理由は、新規参入予定者や短期訓練受講者の研修満足度が高まると仮定した

場合、狭い島国であるがゆえに、それらの人たちの証言（水産学校存在の必要性）が世論を

動かし、その結果、公的予算措置の道が開けていくものと考えたからである。したがってプ

ロジェクトは、質の高い訓練の実施と成果の発信を同時並行していくことを優先し、氷の販

売強化や民間セクターへの訓練船の活用、あるいは水産加工品の販売による収入多角化など

の試みは、体制整備の段階に応じて徐々に展開することが望ましいと考えた。	
 

	
 水産学校の年間運営予算は、この 3 年間、EU 漁船の入漁料の一部である科学基金から 2
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百万 KMF が、入金期日は遅れたりするものの支払は継続して行われてきた。この 2 百万 KMF

が水産学校の運営に必要な必要最低限の金額とは言えないが、国家財政が貧窮している中、

大幅な増額は困難と思われる。とりあえず、年間 2 百万 KMF の予算額は最低限継続確保して

新規参入予定者訓練の実施安定化を図り、その上で水産学校新規参入予定者からも訓練費用

の徴収を行うことが 2014 年新学期から開始される予定である。	
 

	
 

3-2-2	
 ガイドラインの策定	
 

	
 ガイドライン作成は、PDM 成果 2 の 2-2-1 に示される達成目標であり、業務指示書第 6 条

の「（1）基本方針 1」：ニーズに基づく訓練の実施」に謳われているように、プロジェクト活

動の中でも重要な位置付けとなっている。しかし水産学校にとっては、これら一連の作業は

未知の試みであり、第 1 年次に実施されたベースライン調査と水産学校のガイドライン作成

の関係が「コ」国関係者に理解されるまでに一定の時間が必要であった。	
 

	
 プロジェクトによる技術移転が本格化した第 2 年次に入ると、教職員研修や各種委員会の

場で諸々の課題が提起されるようになり、複数教科担当制やグループ実習の導入なども相ま

って「全員参加の学校運営」が浸透していく。その過程で、訓練の事前準備、集合解散のけ

じめ、毎日の朝礼実施など新たな自主的な試みが次々と導入されてきた。このように、水産

学校の活動が活発化し、コミットメントが高まるにつれ、訓練ガイドラインの必要性が内部

から徐々に認識されはじめ、中間レビューのタイミングで学校運営の基本方針が抜本的に見

直されるようになってきた。	
 

	
 水産学校に期待されている社会的要請は、漁民の教育・訓練であることがベースライン調

査にて明らかにされている。またその一方で、新規漁民となる水産学校卒業者の雇用に関し

て積極的な企業は、国内にほとんど存在しないことも明らかにされている。このような状況

の中で、「新規参入予定者訓練の卒業生の進路対策」は、もっとも象徴的な課題であり、従

来の訓練システムでは改善に限界があることが示唆されている。そこでプロジェクトは、入

学者の選抜時点で、漁民の子供など将来の職業がほぼ決定している子弟や教育を受ける機会

がないまま職業に就いた若者（加工業や機関整備など）の再教育を主眼に置いた訓練を導入

することで、前述懸案事項の解決に乗り出している。その一方で、「卒業生の就職先がない

→卒業後の進路を作る」という出口対策も見落とせない課題である。この場合、一つのプロ

ジェクトで解決をはかるには不確定要素が多すぎるため、水産行政機関や他ドナーによるプ

ロジェクト、民間セクターなどとの連携を強化していくことで打開策を図る体制が整備され

た。	
 

	
 本プロジェクト終了後の予算計画、プログラム開発計画、組織開発計画、資機材管理計画

を包括した水産学校管理計画（ガイドライン）の作成が終了し、JCC 委員に配布された。	
 

	
 

3-2-3	
 教職員の労務管理	
 

	
 「教職員が毎日出勤しない」、「自分の担当以外の教科に関しては無関心である」、「情報の

整理がなされていない」等の課題は、プロジェクト活動を通じて徐々に改善されてきた。こ

れまでプロジェクトが取り組んだ事例を以下に記す。	
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・学校長および教頭と随時意見交換を行い、職員会議にて最終案を確認する。これにより、

教職員間のコミュニケーションの頻度が増加し、役割分担が明確化された。	
 

・プロジェクトによる技術移転では、チームを編成することで、教職員間の連携が促進され

ている。教職員の欠勤が出た際には、代理教員による訓練もしくは振替訓練等の対応がは

かられた。	
 

・教員用のパソコンや専門図書が整備されたことにより、訓練の事前準備が可能になった。

また、出勤簿を導入することで、出勤状況が可視化された。	
 

	
 

3-2-4	
 会計管理と学校運営の透明性	
 

	
 プロジェクトによる施設改修工事や訓練船の導入に伴い、氷や漁獲物の販売収益管理、施

設維持のための経費確保、訓練機材の在庫調整などの煩雑な管理業務が増加した。これに対

して、プロジェクトは、水産学校の場当たり的な事務管理を改善すべく、以下のような策を

講じた。	
 

	
 

・新たな組織体制の必要性を認識し、学校諮問委員会をはじめとした分野別の管理委員会が

設けられた。これにより、教職員のほぼ全員が何かしらの役割を担当することになり、そ

れまで無関心であった学校の運営に、個々が積極的に関与するようになった。	
 

・会計や学校運営の透明化を進めていく過程において、それまで特権を得ていた一部の反発

勢力によるコンフリクトが発生した。過去の不透明な経理に関して、プロジェクトは責任

を追及する立場ではなく、対応はすべて学校側に委ね、関係者もこれを理解し対処した。	
 

・学校運営管理に必要な書類を漸次パソコンに打ち込むことを進めた。表の作成作業は可能

になったものの、分析のために付加されているソフト機能は十分に使いこなせる段階には

至らなかった。このため、第 2 年次後半によりエクセルソフトの講習会を開催し、表から

得られる情報の分析、評価の能力向上をはかった。	
 

・本プロジェクト現地業務終了時には会計報告が学校諮問委員会でなされ、教職員間で情報

共有が図られた。また、引き続き予算案策定においては委員参加型で会議が行われ、必要

予算の計上、必要性の説明、査定、費目ごとの予算額の決定が委員会でなされた。	
 

	
 

3-2-5	
 防犯対策	
 

	
 水産学校は教育・訓練の場であり、他ドナーによるプロジェクトも関与していることから、

不特定多数の人たちの出入りもある。生徒寮においても 24 時間体制で人の管理を施さなく

てはならない。このため、水産学校は内部関係者の事故ばかりでなく、外部者についても盗

難や犯罪のリスクを抱えている状態にある。プロジェクトは、治安当局との連携をはかると

ともに、地域（ミロンツィ村）に愛される学校を目指し、村人による日常的な監視機能を強

化することを提案している。第 2 年次の活動では、短期訓練や漁民集会を通じた村人との交

流促進を進めてきたが、第 3 年次はこれに加え、緊急時の対応（避難場所や公用車等の発動

など）を提案し、2104 年 2 月に発生した地震時には、近隣住民の緊急避難場所として水産学

校施設が提供された。	
 

	
 なお、氷販売量の増加にともなう購入業者の水産学校内の出入り増に対応するため、2014

年 4 月に、新規ガードマンが雇用された。	
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3-2-6	
 新規参入予定者訓練修了者の進路	
 

	
 新規参入予定者訓練修了後の進路について、学校側が積極的に関与することはなく、ほと

んどの生徒が就職の見通しが立たないまま卒業を迎えていた。プロジェクトは、進路指導の

有効性を試みるべく、卒業の半年前から生徒の進路相談を実施し、学期休みを利用して求職

活動の開始を促した。	
 

	
 その一方で、プロジェクトは、訓練修了後の新規参入予定者の進路の選択肢として、起業

の可能性を模索した。「コ」国政府も水産学校に対し起業を奨励し、大統領自身も来校時の

あいさつの中で、起業に伴う便宜について触れている（プロジェクトのイノギュレーション

にて）。	
 

	
 プロジェクトは、財務省の零細企業支援プロジェクト担当者を招聘し、全職員および新規

参入予定者を対象とした「零細企業振興基金（AMIE）」の開催を企画した。その後、2013 年

4 月に AMIE 資金担当者との協議が行われ、水産学校教職員 3 名を対象とした研修会が 2013

年 9 月から 10 月にかけて実施され、その後、水産学校のカリキュラムに起業が取り入れら

れ、水産学校職員による講義が行われるようになった。AMIE の融資条件の概要を以下に示す。	
 

	
 

零細企業振興基金（AMIE）の概要	
 

	
 零細企業の創業や運営を支援するため融資であり、貧困対策や失業対策に貢献するための政府系

基金である。	
 

	
 一般金融機関（銀行）に比べて返済の金利が 8％と 2％程度有利であり、担保も緩和されている。	
 

	
 申請者による必要書類一式が提出された後、専門家によるビジネスプランの厳選なる審査があ

り、審査の承認が得られた場合、小規模経営研修を受講し、融資の運びとなる。申請者は個人でも

団体でも可能であり、事業計画だけでなく、起業の熱意と覚悟が審査の重要な要件となる。ビジネ

スプラン作成には専門家の助言を仰ぐことも可能であり、識字に問題がある人も多数利用してい

る。融資の限度額は 500,000KMF までは、比較的審査が緩和されているが、それ以上だと条件が厳

しくなる。	
 

	
 

	
 

3-2-7	
 2014 年新規参入予定者募集要項の準備	
 

	
 ガイドラインの策定に伴い、水産学校は、2014 年 7 月に募集要項の説明会を 3 島にて開催

した。	
 

	
 

3.3	
 技術移転上の課題	
 	
 

	
 

3-3-1	
 水産加工訓練の位置づけ	
 

	
 既存資料やベースライン調査の結果によると、「コモロでは、盛漁期に魚の供給が過剰と

なり、漁獲物ロスのリスクが高まる」とされているが、プロジェクトではその事実を確認し

ておらず、短期訓練での漁民との意見交換からも、周年にわたって、水産物の供給不足が続

いていることが明らかにされた。水産加工業を振興するうえで、原料魚の安定供給は不可欠

な条件であり、当国においては条件が満たされているとは言い難い。したがって、プロジェ

クトが支援している水産加工分野に対する協力は、漁獲物ロス対策という当初の目的を修正

し、付加価値を高めることによる漁民収入の向上、栄養改善といった位置づけに変わった。

「コ」国は島嶼国であることから、市場と漁場が至近というメリットがあるが、インフラが
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整っておらず、高温多湿の気候条件から、漁獲物の鮮度低下のリスクは常に意識する必要が

ある。さらに、当国においても、情報のグローバル化が進んでおり、食文化も多様になって

きているため、高鮮度の水産物や燻製魚、乾燥魚といった水産加工品の需要も徐々に伸びつ

つある。プロジェクトは、漁村の婦女を対象とした短期研修を通じて、ジェンダーの活性化

をはかる取り組みを行った。	
 

	
 

3-3-2	
 海難防止のアプローチ	
 

	
 現役水産業従事者対象の短期訓練において、80％以上の漁民が出漁時にアンカーもロープ

も携行していないことが判明した。また、過半数の漁民が「救命胴衣は 100％命を保証する」

と誤解しており、従来の海難防止訓練のあり方に問題があることが判明した。プロジェクト

は、漁民の過信を改めることを啓蒙し、海難のリスクを回避するための取り組みを優先した。	
 

	
 

3-3-3	
 船外機の保守	
 

	
 現役水産業従事者対象の短期訓練において、ほとんどの漁民がエンジンオイルの混合比を

適正値の倍以上にしていることが明らかになった。混合比が適正値を大幅に上回ると、エン

ジンに悪影響を及ぼすばかりか、コスト増となり、漁民にとって有益なことはない。にもか

かわらず、漁民が通常の倍以上の濃度でオイルを燃料に混合している背景には、「エンジン

に好影響を与え、燃費も向上する。」といった間違った情報伝達がある。これらの問題は全

国的なものであり、漁民が実際に混合作業を体験する短期訓練を通じて正しい情報を発信し

た。また、船外機のロワーユニットのオイル交換では、訓練対象者全員が作業要領を心得て

いなかった。このため、短期訓練にオイルポンプを持参し、オイル交換にかかる実習訓練を

実施した。	
 

	
 

3-3-4	
 新規教材（展示教材と魚類図鑑）の作成	
 

1）展示教材	
 

	
 現役水産業従事者を対象とした短期訓練評価において、配布資料の有効性が疑問視された。

参加者の多くは識字が困難であるほか、資料を読む習慣がなく、特に A4 サイズは廃棄され

るケースが少なくない。配布資料は、少なく見積もって年間 500 枚以上（100 人×5 枚）の

コストと準備のための手間が必要となるため、廃止とした。プロジェクトは、配布資料に代

わる方法として、展示教材の導入を実施した。展示教材は、訓練後に回収する機材を代替す

る役割を果たし、家屋のインテリアとしても活用されることから、特に機関分野の技術の定

着、啓蒙普及、プロジェクト広報などの面で効果が期待できる。	
 

	
 

2）魚類図鑑の編集	
 

	
 コモロ産魚類図鑑は、訓練の形態、教科を問わず、訓練ニーズが高い教材の一つである。

当初、第 2 年次の完成を目指していたが、教職員から「水産学校の総力をあげて、魚類図鑑

の編集に取り組みたい」との要望が出され、完成は第 3 年次に持ち越された。本図鑑の特徴

は、漁民や魚商のほか、庶民も使いこなせるような生活に密着した情報を網羅するもので、

分類に主眼が置かれた一般の魚類図鑑とは趣向が異なる。本図鑑の大部分は、漁民組織、地

域図書館、義務教育機関、水産行政機関等に配布された。	
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3.4	
 水産学校施設の維持管理	
 

	
 水産学校には、施設の維持管理の専属従事者が配置されておらず、機関担当教員 2 名と在

庫管理官 1 名が臨機応変に諸問題の対応に当たっている。しかしながら、故障時の原因究明

や初期対応において、しばしば経験不足が露見し、日本人コンサルタント（機関担当）が施

設維持管理の技術移転にかなりの時間を費やした。第 2 年次に発生した問題とその対応を下

記に列挙する。	
 

	
 

3-4-1	
 製氷機の製氷能力低下	
 

	
 第 2年次活動が始まって早々に、製氷機の時間当りの製氷能力が低下する問題が発生した。

原因は、第 1 年次の新設工事中に夾雑物が配管内に残留したことによるフィルターの目詰ま

りと診断された。このため、フィルターの目詰まりを除去したところ、製氷能力は回復した。

しかし、それから 2 か月程度経過した 10 月頃再び同様な製氷能力の低下がみられ、計測デ

ータによる原因究明をカウンターパートとともに行った。その結果、コンプレッサー入口と

コンプレッサー内部の圧力差が生じており、冷媒ガスが循環不足に陥り、冷却能力が低下し

ているものと推測された。この結果を施工業者ケスパ社の技術者に伝えたところ、前回同様、

フィルターの目詰まりが直接の原因であると結論付け、施工業者の責任のもと、夾雑物を配

管内から完全に除去することで解決をはかった。	
 

	
 

3-4-2	
 	
 降雨による土砂被害	
 

	
 荒天期が続く 3 月は、毎年のように豪雨による被害に見舞われる。第 2 年次も、後背地に

山をかかえる水産学校近隣に浸水の被害をもたらし、学校の機関作業場に土砂が流入した。

このため、教職員、新規参入予定者総出で、撤去作業が行われた。また 2012 年には、新た

に設けられた敷地境界線の塀に設けられた学校内に 2カ所ある排水溝の取水口が大量の落ち

葉などによって塞がれてしまっていたため、行き場を失った土砂が氾濫した。プロジェクト

は、同様な事故が起こらぬよう、排水溝や取入口等の清掃をこまめに行うよう学校側に助言

した。	
 

	
 第 3 年次には、水産学校裏山の法面に緩衝帯を設け、土砂流が発生した場合には、その緩

衝帯に土砂が堆積し、施設に直接影響が及ばないよう対策がなされた。	
 

	
 

3-4-3	
 	
 水タンクの給水システム	
 

	
 水産学校裏には、主要給水システムとは別に、大小 2 つの水タンクが設置されている。こ

のうち、小さい方のタンクに裏山からの湧き水を引き込み、タンクの下側に蛇口を設ける対

策を水産学校は実施した。この対策により、製氷機に供給する水を除き、常時訓練に必要な

水と生活用水の供給が可能となった。	
 

	
 

3.5	
 第三国リソースの活用	
 

	
 仏語という言語背景を持つ第三国研修として、水産加工技術にかかる研修をモロッコ国に

て計画し、JICA モロッコ事務所の協力で「コ」国も集団研修に 4 名参加できることとなった。

しかしながら、外交ルートによる人選の過程で、政治的な判断がなされ水産学校教職員 2 名
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の派遣は実現しなかった。このため、第 3 年次には、JICA モロッコ事務所協力の下、プロジ

ェクトが 2 名の水産加工担当教職員を直接モロッコ研修に派遣した。
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4.	
 プロジェクト目標の達成度（中間レビュー・終了時評価結果の概要等）	
 

 

4.1	
 中間レビュー時の提言に対する取り組み	
 

	
 中間レビュー時の提言事項と対処策について、以下のとおり整理する。	
 

	
 

提言 1	
 新規参入予定者入学基準の見直し	
 

	
 沿岸地域のコミュニティにおいては、水産業は伝統的な生業の手段であり、必要不可欠な

タンパク質供給源であると同時に、収入創出のための貴重な機会でもある。水産業を欠いて

は沿岸地域の生活は成り立たなくなってしまう。このような重要な伝統を持続させるため

に、水産業への若い世代の継続的参入が基本であることは明確である。また、現代的な漁具

（FRP ボートやエンジン等）も近年徐々に導入されていることから、若い漁業従事者はこう

した漁具の基礎的なメンテナンス及び取扱いについての知識を身に着ける必要がある。した

がって、特に沿岸地域出身の漁業従事者の子弟には、漁業についての知識と技術を深める機

会を与えることが重要である。よって、国立水産学校はこれらの漁村出身の漁業従事者子弟

を対象とした選考時に優先的に受け入れることが必要である。彼らは既に必要最低限の資機

材（ボート、エンジン、漁具等）を有しているため、卒業後すぐに商業漁業活動を開始する

ことが期待できる。また、水産業、特に海での漁業活動は肉体的、精神的な頑健さを必要と

するため、最も困難な専門業の一つであると言われる。つまり、後継者が年長者だった場合、

水産業を新しい産業として開始する確率は徐々に低くなる。この点から、国立水産学校応募

者に年齢制限を設けることも必要である。	
 

対応・進捗・達成度	
 

水産学校卒業生の雇用に関し、国内には受け入れ企業がほとんど存在しないことら、新規

参入予定者課程を修了しても職に就けない状態が続いている。プロジェクトは既存漁民の若

手人材の育成を重視する観点から推薦入学制度の導入を「コ」国側に提案したところ、国民

教育省はプロジェクトの趣旨を理解し、2013/2014 年度入試より、推薦入学制度を以下のと

おり、試験的に導入することを決定した。	
 

# ①	
 推薦入学制度の導入：	
 

卒業後も継続して漁業に従事する若者を確保するため、地域の漁業団体による推薦入学試

験を試行したところ 9 名の応募があり、全員が合格した。推薦入学受験者は、一般試験と

同様に筆記試験を受験することになるが、筆記試験結果は参考程度にとどめるものとした。	
 	
 

# ②	
 一般試験での選考基準の改定：	
 

従来の学力試験による合否基準に加え、年齢、水産業に対する関心、家庭状況、社会性や

個性などを把握するためのアンケートを実施し、その結果を合否資料として活用した。	
 

# ③	
 三島のバランスを考慮した選考基準：	
 

寄宿舎の受け入れ人数を勘案した地域枠を設定した（グランドコモロ島 15 名、アンジュア

ン島 13 名、モヘリ島 7 名）。	
 

④	
 女性優先枠の設定：	
 

女性の社会進出および教育機会の促進をはかるため、選考時に加点するなどの優先枠を設

置した。この結果、補欠繰り上げを含め 6 名の女性合格者を出したが、うち 5 名が入学を

辞退し、1 名の入学となった。	
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提言 2	
 新規参入予定者訓練期間の短期化	
 

	
 国立水産学校は、生徒に対して水産業に関する基礎的な訓練を 2 年間実施している。設備

として有する寮の人数制限の問題から、同校は 2 年に 1 度しか新入生を受け入れることがで

きない。こうした状況は、訓練の機会を大きく減少させると同時に、コストパフォーマンス

の観点からも非効率的である。本プロジェクトによって修正された教育プログラムの内容を

鑑みるに、現在行われている訓練は 1 年間で修了させることも可能である。これにより、国

立水産学校は裨益者の数を増やすことができる。このように、訓練期間の見直しが強く推奨

される。	
 

対応・進捗・達成度	
 

水産学校の訓練体制は、25 年前の開校時から再考の議論がなされぬまま 2 年課程の新規参

入予定者を受け入れていた。プロジェクトは国民教育省幹部に対して以下の説明を行い、コ

モロ側は提案に賛同し、2013 年度新規参入予定者募集より 1 年制に移行をすることが決定し

た。	
 

" 漁業技術は、日々の操業活動（経験）により獲得されるものであり、訓練だけで技術が

満たされるわけではない。既存の冗長なプログラムを改編すると、訓練期間は 1 年間で

既存のプログラムを十分カバーできる。	
 

" 水産学校による訓練は寄宿舎や訓練船等の維持、光熱費など多額の投入が必要になる

が、2 年間の投入に対するアウトプットが 30 名程度に留まる。限られた資源で、将来

の水産業を担う多くの若者を育成する方法として、修業期間を短縮することで費用対効

果が改善される。	
 

" 2 年間の新規参入予定者修業期間は、無収入期間となるため、時間とともに個々のスト

レスが増大する。訓練期間を 1 年とすることで、生徒の精神的なストレスが軽減される。	
 

2013/2014 年度募集新規参入予定者訓練は、10 月入学、翌年 6 月卒業の１年制プログラム

として開始され、新たにコース制を導入したことにより、実習モジュールの時間数は従来の

プログラムより 20％程度増加した。このため、訓練期間が短縮したにもかかわらず、一人あ

たりの実習訓練は質・量とも改善されている。 

 

 

提言 3	
 卒業生の起業に関連した訓練の導入	
 

	
 今回の中間レビュー調査において、国立水産学校の卒業生の水産業セクターへの就職率は

極めて低いことが確認された。一つの原因として、卒業生が起業に必要な一連の資機材や元

手を手に入れることが難しいということが挙げられる。他方で、AMIE（「コ」国でマイクロ

ファイナンス等を実施している現地 NGO）が小規模起業志願者に財政的、運営的支援を提供

しているように、機会は身近に準備されていることが多い。したがって、国立水産学校は卒

業生がこうした機会を最大限に活用できるように、小規模起業に関連した訓練を実施するこ

とが重要である。上記 AMIE の役員会の代表である商工農会議所からも、プロジェクトとの

連携について前向きな回答を得ることができた。商工農会議所は研修講師団を有しており、

起業訓練に関する教材もすぐに提供可能である。	
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対応・進捗・達成度	
 

プロジェクトは、訓練修了者の就業確保のための抜本的な解決をめざし、	
 

①	
 既存訓練ニーズに呼応したプログラムの開発、	
 

②	
 起業支援に代表される新たなテーマ	
 

の 2 点について取り組んだ。前者①については、漁業後継者の優先入学、コース別訓練、短

期漁民訓練などが相当し、後者②は、進路指導、教職員の研修、新規参入予定者訓練プログ

ラムの中に起業実習を導入するなどの取り組みである。①についてはすでに記述済なので割

愛するが、②に関する具体的な活動は以下のとおりである。	
 

" 新規参入予定者課程卒業生による起業機会の可能性を模索するために、事務系学校職員

による「起業・マーケティング」教科を新設したほか、外部の専門家を招聘し、特別講

義の機会を提供した。	
 

" 財務省の零細企業支援プロジェクト担当者を招聘し、全職員および新規参入予定者を対

象とした「零細・小規模企業開発・起業支援」の開催を企画した。その後、水産学校教

職員を対象とした AMIE 経営専門家による技術研修が 2013 年 9 月に実現した。 

 

 

提言 4	
 分野別訓練の強化	
 

	
 本中間レビューにおける聞き取り調査によれば、全ての生徒が卒業後に「漁師」となるこ

とを希望しているわけではなく、水産加工者や機器整備士への道を志望している者もいる。

「コ」国には、水産業に関連する多くの職業が存在するため、こうした生徒の実際の要望に

応えるためにも、国立水産学校は卒業生の将来の進路を踏まえ、より専門性に特化した訓練

の実施を検討することが求められている。国立水産学校の生徒は、まず初めに概略的な共通

講義を受講し、その後それぞれの選択に応じて講義を受けることが考えられる。	
 

対応・進捗・達成度	
 

従来の訓練プログラムでは、過剰に細分化された教科が混在していたため、専門技術の実

習訓練に十分な時間が確保できずにいた。加えて、教員数、資機材、生徒の数などが考慮さ

れていなかっため、非効率な訓練が行われていた。プロジェクトは、これらの解決策として

コース制（学科制）の導入を提案し、実習は一部の教員だけに過剰な負担がかからぬよう、

全教員の参加を原則とした。	
 

コース制を導入したことで、以下のような効果が発現されている。	
 

" 実習モジュールの質的・量的な改善：訓練船や工具、加工機材などの資機材の使用頻度

が 100～200％増加し（待機時間の減少）、実習間隔が短くなったことで、訓練期間が半

分に短縮されたにもかかわらず、一人あたりの実習参加時間は 30％程度増加した。	
 

" 教職員間の連携促進：必然的に教職員の出勤頻度が増加するため、教員間のコミュニケ

ーションが促進し、情報の共有がはかられるなど、教科・分野を貫く複合的な訓練が可

能になった。 
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提言 5	
 現場レベルの作業委員会の設立	
 

	
 本プロジェクトの訓練プログラムは、アンジュアン島の現地レベルの活動もいくつか含ん

でいる。これらの活動の円滑な実施のためには、漁業委員会（Commissariat de la Pêche）や

教育委員会（Comissariate de l’éducation）などの関係現地機関との密接な相談と連携が重要で

ある。これらの機関と密に連絡を取るために、現地作業委員会の設立が推奨される。本作業

委員会は、プロジェクト実施上の運営課題および技術課題を解決するための現地の連携体制

として、以下の 3 つの役割を果たすことが期待される。	
 

(1)	
 関連現地機関に、プロジェクトの進捗と達成状況を連絡する。	
 

(2)	
 現地レベルの運営問題や技術問題を協議しプロジェクトに提議するとともに、必要に応

じて対処法を JCC に提案する。	
 

(3)	
 その他、プロジェクトの円滑な実施に必要と思われる事項を協議する。 
対応・進捗・達成度	
 

	
 「コ」国には作業委員会のような組織活動は存在しないことから、その運営は困難をとも

なうことが予想された。したがって、設立当初の委員会の運営は小規模で開始することとし、

以下の組織が参加した。	
 

・アンジュアン州政府	
 

・教育委員会アンジュアン島代表	
 

・漁業委員会アンジュアン島代表	
 

・アンジュアン水産支局	
 

・アンジュアン職業訓練支局	
 

	
 どの組織も十分な活動予算がなく、活動を活発化できない中、各委員は水産学校の運営に

は非常に興味を抱き、様々な質問がなされた。しかし、「コ」国の漁業の実態と将来性に関

する認識が異なり、また水産分野における訓練ニーズ、就職支援といった問題点にかかる情

報を各委員が共有していないことが判明した（中小型船内機漁船を用いた沖合・遠洋漁業の

開発および養殖の開発のための水産学校の訓練体制の見直し等の提言あり）。したがって、

まず、その問題認識を共有する必要があり、水産学校の学校祭の開催にかかる協力・参加依

頼や、海岸の清掃活動に関する事前説明などの機会を通じ、パンフレットやポスター等を配

布するとともに水産学校の活動にかかる説明を強化した。	
 

2014 年 6 月に開催したパートナー会議（仮称）の実施前には、水産学校のプレゼンテーシ

ョン内容に関し、同作業委員会（アンジュアン商工農会議所、国立技術職業学校も参加）に

て複数回協議を行った。各委員からは、有益な提言が寄せられ、プレゼンテーション内容が

まとまるなど、作業委員会設立の効果の発現があった。	
 

 

 

提言 6	
 学校運営に関する財政基盤強化	
 

	
 国立水産学校が質の高い訓練を水産業従事者に提供していることで、「コ」国の食糧安全、

地域の生計の安定化、水産業セクターの発展において非常に重要な役割を果たしているの

は、関連機関（財務省、国民教育省、職業訓練省、漁業省）間での共通認識である。しかし

ながら、こうした認識は同校への予算配賦へ適切に反映されておらず、訓練の実施を抑制し
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ており、事態は深刻である。国立水産学校の活動の持続性を確保するために、関連機関が同

校への予算配賦を適切に行えるよう最大限に努力することは、喫緊の必要事項である。	
 

対応・進捗・達成度	
 

1：	
 国立水産学校への予算配賦状況	
 

水産学校に対する予算措置は、①国民教育省による予算と、②水産局を管轄する漁業省か

らの支援金の 2 種類があげられる。	
 

" 国民教育省による予算では、毎年 988 万 KMF の運営予算の割り当てが水産学校になされ

ているが、実績ゼロが続いている。このような状況は水産学校に限った問題ではなく、

教育機関全体の共通の問題である。	
 

" 次に水産局からの支援金として、EU からの入漁料を原資とする「科学基金」の枠組があ

るが、2015 年までの歳出はすでに決定済みで、その中に水産学校に対する支出は含まれ

ていない。	
 

このように、水産学校の運営は厳しい状況におかれているが、本校のケースでは、教職員

の給与は別途確保されているものの、運営費の大部分を占める光熱費は、アンジュアン州政

府の負担から水産学校負担に 2014 年 4 月から切り替わった。このため、今後、プロジェク

ト活動の柱である「新規参入予定者訓練」や「漁村訪問型の短期漁民訓練」を実施していく

うえで不可欠な経費（実習燃料費、消耗品費、教職員の交通費、日当、宿泊費など）の安定

的な確保に向けた見通しは未だ立っていない。	
 

プロジェクトは、プロジェクト活動の枠組みだけでは問題解決が困難であると認識し、多

くのステークホルダーと課題を共有することで解決策を模索した。具体的には、他ドナーに

よる、職業訓練や啓蒙普及活動、そして水産局が担う「漁業振興計画事業」などの業務を請

け負うことで打開をはかろうとするものである。水産局による漁業振興計画事業は前述した

「科学基金」の支出項目であり、漁業調査、漁民教育、魚礁投入などが主な対象となる。 

 

 

提言 7	
 他プロジェクトとの連携 
	
 「コ」国では、本プロジェクトと強く関連するプロジェクトが、他ドナーの支援によりい

くつか進行されている。相互効果を生み出すために、本プロジェクトはこれらの他プロジェ

クトとの連絡／相談手段を打ち立て、相互補完的な体制を作ることが強く望まれている。	
 

対応・進捗・達成度	
 

プロジェクトが連携をはかった関連諸団体は以下のとおりである。 

" コモロ水産局：コンサルタント団員及びカウンターパートのモロニ出張機会に訓練活動

の状況を報告し、漁業政策に関する情報交換をおこなった。その一例として、「全漁民

を対象とした海上安全にかかる訓練受講の義務化」についての意見交換が行われた。ま

た、水産局の独自プロジェクト（調査・研究）に水産学校の施設や人材、ノウハウなど

を活用させる案が浮上している。	
 

" CoReCSuD プロジェクト（世銀プロジェクト）：	
 CoReCSuD 対象漁村において、本プロジ

ェクトによる短期漁民訓練を展開すると同時に、CoReCSuD が計画している漁業普及育

成事業に水産学校新規参入予定者課程卒業生を活用する。これにより両プロジェクトの
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相乗効果が発現している。	
 

" 武装・軍事解除、復職国家計画（国連開発計画）PNDDR：Programme National Désarmement, 

de Démobilisation et de Réintégration：人材支援プログラムの一環で、58 人を対象に漁労、

水産加工の分野の職業訓練を 3-5 日間 3 回に分けて水産学校と共同で実施した。	
 

" 商工農会議所：水産学校の活動計画及び運営資金の不足を商工農会議所の関係者に説明

し、訓練講師の派遣や新規参入予定者の就職斡旋などを依頼している。	
 

" AMIE（零細企業振興基金）：AMIE 事務局（零細企業振興機構）を水産学校に招き、新規

参入予定者を対象とした零細起業振興基金に関する説明会が開催された。さらに、プロ

ジェクトは AMIE 事務局に経営・会計にかかる短期研修を委託し、水産学校教職員 3 名

をモロニに 2 週間派遣した。	
 

" COSEP（Centre des Opérations de Sécours et de la Protection Civile／市民安全管理センタ

ー）：海難救助、海洋汚染防止、消防、山岳救助等を担当する部署であり、海難事故に

対する情報提供を要請した。	
 

" Projet d’Appui à la Formation technique et Professionnelle（EU 職業技術訓練支援プロジェク

ト）：水産学校は当該プロジェクトに対して教室、水産加工教室、図書室のリハビリを

申請しているが、EU と契約しているコンサルタント会社の調査活動が遅れており、実

現していない。また、同プロジェクトによる職業訓練活動も計画されていることから、

水産学校のノウハウの活用に期待がもたれている。	
 

" 在コモロ仏大使館/領事館：在コモロ仏大使館大使をはじめとした大使館一行が、2012

年 10月 29日に水産学校を訪問した。プロジェクトとアンジュアン島仏領事館の交流は、

日常的に行われている。また、アンジュアン島に仏国籍の調査船が入港した際には、新

規参入予定者を対象とした見学会を企画していただいたほか、仏領マイヨット島の海洋

訓練学校との連携がはじまった。	
 

" カタール水産プロジェクト（PROJET	
 HAIRU）：当初の予定から進行に遅れが出ており、

今年度中に操業が開始される算段が整っていない。両プロジェクトの意見交換の場は継

続されている。 

 

 

提言 8	
 他の職業訓練校との情報共有	
 

	
 「コ」国には国立水産学校以外にもいくつかの職業訓練校が存在する。それぞれの学校は、

他校の優良事例や教訓を得ることで学校の運営に活かすことができるため、国立水産学校も

他校との情報共有を活発に行うことが求められる。	
 

対応・進捗・達成度	
 

アンジュアン島には国立技術職業学校があり、不定期ながら交流が行われ、学校予算措置

の交渉においても単独で進めるのではなく、両校の校長が頻繁に会談し、情報共有をはかっ

てきた。また、水産学校規参入予定者オリエンテーションの機会に同職業学校を訪問し、生

徒間の交流が行われている。さらに、同職業学校は水産学校の作業委員会の新規メンバーに

加わったことから、情報交換が活発化してきている。 
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4.2	
 終了時評価時の提言に対する取り組み	
 

	
 終了時評価時の提言事項と対処策について、以下のとおり整理する。	
 

 

4-2-1	
 協力終了までにプロジェクト関係者が取り組むべき活動	
 

提言 1	
 エンドライン調査による幅広い協力成果の確認	
 

	
 コモロでは水産業界としての雇用機会は未だ限定的であるが、村落での生計手段としては

水産分野な重要な役割を担っている。従って、エンドライン調査結果の分析においては、就

職率といった単なる数値上の成果の確認に限定することなく、卒業生や彼らの属するコミュ

ニティにもたらされた定性的な変化を含む水産訓練の効果・インパクトの確認が望まれる。	
 

対応・進捗・達成度	
 

本調査は、プロジェクト活動によるインパクトを、可能な限り客観的なデータを用いて測

定し、今後の類似案件に寄与する目的で実施された。調査の対象は、①プロジェクト活動の

カウンターパートとなる水産学校教職員、②本科生訓練修了者、③短期漁民訓練参加者、お

よび④一般市民の 4 つに分類した。評価の根拠となるデータとして、ベースライン調査結果、

各種アンケート調査や試験結果、終了時のエンドライン調査結果（参考：添付資料⑧）に加

え、可視化が可能な事例なども紹介している。また、中間レビューおよび終了時評価から得

られた提言等も、定性的な評価材料として活用した。 

 

 

提言 2	
 学校管理計画の策定	
 

	
 プロジェクトでは、財政管理、組織運営、訓練プログラム開発、機材／施設維持を含む学

校全体の管理計画について策定する予定である。この策定プロセスにおいて、各関係者の積

極的な関与を求め現実的な学校運営のあり方について十分に議論・検討を重ねる必要がある

ことから、そのための時間を確保すべく、すみやかに策定作業に取り掛かる必要がある。	
 

対応・進捗・達成度	
 

終了時評価の提言を受け、水産学校教職員を招集し、毎日、一定時間を定めて協議が行わ

れた。これにより、当日の課題を翌日までに考察する時間が確保され、各職員が継続して、

学校管理計画に参画する機会となった。学校管理計画の骨子はガイドラインによって定めら

れ、組織、訓練プログラム開発、機材／施設維持管理などの原則が網羅された。また、学校

運営は、予算規模に左右されるため、予算案策定と同時にその他の計画案を協議し、学校管

理計画に反映された。これらは、冊子にまとめた上で水産学校教職員及び JCC メンバーに配

布された（添付資料⑧参照）。予算案策定方針は以下のとおりである。	
 

・予算の原資として、EU 漁船入漁料科学基金からの入金を基本とする。	
 

・教室貸出料等の収入は、臨時の出費に対する原資とする。	
 

・氷の販売収入は、製氷施設の修繕費準備金として確保し、訓練費用、学校運営費には

転用しない。	
 

・パートナーとの協力事業における支出は、パートナーから得られる事業費の中で賄い、

基本予算から支出はしない。	
 

・実習経費を他の目的で使用しない。	
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 支出に関して、以下の基本計画が決定された。	
 

・グランドコモロ島及びモヘリ島における短期漁民訓練は実施しない。	
 

・車輛の利用は、訓練船の牽引、訓練資機材の調達・運搬、疾病者の輸送等に限る。	
 

・外部講師費用及び内部人件費（試験監督費用等）の削減を図る。	
 

・出張時の日当宿泊費は現状を維持する。	
 

・本科生の入学人数は、漁業科 12 名、機械科 9 名、水産流通科 9 名、合計 30 名とする。	
 

	
 この結果、支出案は年間 3,350,000KMF と決められた。決定された収入案は、以下のとお

りである。	
 

・EU 漁船入漁料科学基金から 2 百万 KMF/年の入金を予定する。	
 

・入学生から、一律 25 千 KMF/年を訓練費用として徴収する。	
 

・入寮生から、一律 25 千 KMF/年を入寮経費として徴収する。	
 	
 

 

 

提言 3	
 プロジェクト成果の関係者への周知	
 

	
 プロジェクト実施により国立水産学校の訓練実施能力は大幅に向上した。その結果、水産

分野において技術訓練の提供を求める者があった場合、国立水産学校は技術的サービスの提

供に十分対応可能な状態にあるが、学校のこうした能力は関係者（＝技術サービスの潜在的

顧客）に広く知れ渡っている状況にはない。従って、学校の提供しうるサービス等を記した

パンフレット等の広報資料を作成し、多くの関係者に情報を広めることが望まれる。プロジ

ェクトでは現在、水産分野での関係者による会合を計画しているが、こうした機会も活用し

て、向上した学校の宣伝を図ることが望まれる。	
 

対応・進捗・達成度	
 

終了時評価終了後の標記活動として、2014 年 6 月 17 日にモロニ市で行われた「水産分野

の職業技術訓練にかかる諮問会議（パートナー会議）の開催」があげられる。この会議には、

国際協力機関、関係省庁、水産関係者等計 67 人が参加し、プロジェクト活動の成果や水産

学校で対応可能な技術等について紹介された。具体的には、水産学校長や教職員による視聴

覚を用いたプレゼンテーション、活動写真や教材類のパネル展示、パンフレットや冊子、魚

類図鑑、水産学校紹介 DVD などの配布があり、今後の水産開発に向けた関係機関の連携の重

要性について一石を投じるとともに、水産学校の活動が関係機関に強く認識される機会とな

った。この会議の模様は、テレビ、ラジオ、新聞等の報道により、国民に向けて発信された。	
 

この会議で配布された広報資料や教材は、会議に参加できなかった漁村や離島に向けて個

別訪問する形で配布し、学校紹介の広報活動を継続して展開している。	
 

 

 

4-2-2	
 協力終了後に向け、国立水産学校及び関係省庁が行うべき取り組み	
 

提言 4	
 協力により遂げられた成果の定期的な見直し	
 

国立水産学校の運営に新たに取り入れられた以下の制度や仕組みは、学校運営の質的向上

に今後も継続的に寄与することが期待される。他方、これらは適切に「維持管理」がなされ

ないと容易にその機能を失う性質のものでもあることから、定期的にその有効性を確認し、
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必要に応じて制度の見直しを行うことが必要である。	
 

・文書化された学校運営・指導方針に関する指針	
 

・本科生の１年制課程の導入	
 

・選択制による専攻課程の導入	
 

・漁村子弟の入学を促す入試選考制度の導入	
 

・教科ごとの教員チーム対応制の整備	
 

・権限移譲型の学内運営制度（各委員会の設置）	
 

対応・進捗	
 

水産学校では、従来、過去の前例を覆す発想に抵抗を持っていたが、こういった傾向は、

プロジェクト活動を通じて徐々に改善されてきている。たとえば、かつては権限が学校長に

集中していたため、水産学校教職員が学校の運営方針等に関して十分に意思の共有ができて

いなかった。現在では学校内部の諮問委員会が機能することによって、対外的に学校の総意

としての大胆な説明が可能になった。また、コンピューターの導入により、過去の蓄積され

たデータの更新が容易になり、事務作業が簡便になりつつある。ガイドラインの更新もその

一例であり、電話連絡によるコミュニケーション・エラーに代わる電子メールの導入なども、

本省とのより円滑な連絡を可能にしている。このように、プロジェクトは学校運営計画、あ

るいは訓練計画の定期的な見直しをはかるためのベンチマークとして、ガイドラインをはじ

めとした成果品を残してきた。	
 

また、プロジェクトでは、水産学校教職員の能力開発のために教員研修や OJT にかかる費

用を投入するとともに、訓練制度に関する様々なオプションを提示し試行してきた経緯があ

る。教職員の能力開発が終了した今、プロジェクトが実施した全てのオプションを継続して

履行する必要はない。出来る限り訓練費用のかからないオプションを選択して継続実施する

とともに、新たなオプションを独自に開発することが今後求められる。終了時評価後の学校

諮問委員会において、上記提言について意見交換がなされ、教職員の制度の見直し等に関す

る意識改革がはかられている。	
 

 

 

提言 5	
 財務的安定性の確保	
 

	
 国立水産学校が、職業訓練の提供を通じて、食糧安全保障、村落部における生計の安定、

そして水産セクターの発展に重要な役割を果たしていることは関係者間の共通認識となっ

ている。一方、この重要性は国立水産学校への予算措置において十分に反映されていない。

今後も国立水産学校が継続的にその重要な役割を果たすべく関係機関においては学校への

予算配布に最大限の努力を払うことが求められる。	
 

対応・進捗	
 

水産学校の年間運営予算は、この 3 年間、EU 漁船の入漁料の一部である科学基金から 2

百万 KMF が、入金期日は遅れたりするものの支払は継続して行われてきた。この 2 百万 KMF

が水産学校の運営に必要な必要最低限の金額とは言えないが、国家財政が貧窮している中、

大幅な増額は困難と思われる。とりあえず、年間 2 百万 KMF の予算額は最低限継続確保して

安定化を図り、その上で水産学校は関係機関への支援を継続して依頼する必要がある。	
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提言 6	
 国立水産学校による独自財源確保について	
 

	
 現在、国内でいくつかの水産関連事業が行われているが、これら事業では一定の技術訓練

ニーズが存在する。かかる状況下において、国立水産学校がこれらの事業に有償で水産訓練

を提供することができれば、学校として補完的な独自財源を確保でき、学校運営の財政的安

定化にも寄与すると期待できる。従って、関係機関においては国立水産学校による一定の収

益活動が可能となるよう制度整備等の検討を進めることを提言する。なお、この場合、国立

水産学校は、本来の正規教育とこうした外部団体への技術サービスの提供が双方円滑に行わ

れるよう適切な実施計画の策定を行う必要がある。	
 

対応・進捗	
 

水産学校の施設・機材を貸出し、賃料収入を得るとともに、訓練自体を外部に提供し受託

収入を得るためのシステム強化が必要である。現在、水産学校は外部に提供できる訓練メニ

ューとして、40 を超えるテーマが挙げられており、これらの訓練を実施するうえでの教職員

のモチベーションも高い。寄宿舎を含め、訓練生を受け入れるための適切な訓練機材やテキ

スト類も整備されてきており、本提言に応える体制は整っている。あとは、計画を具体化す

るために積極的に広報活動を行い、料金体系などを過不足なく確定することが必要である。

たとえば、訓練メニューの個別料金を設定するに当たっては、人件費、日当・宿泊費、交通

費等の実費以外に、費用として算出しにくいテキスト作成の用紙代、印刷代、電気使用料、

通信費などの必要経費を一般管理費（例：実費総額の 15％）として計上し、実費に上乗せし

て訓練料金表に加えることなどが考えられている。 
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5.	
 上位目標の達成に向けての提言	
 

 

5.1	
 上位目標 1：訓練を受けた現地漁民が水産資源の安全かつ有効な利用を実践する	
 

 

5-1-1	
 指標：海上安全の基礎を利用した漁民数が増加する	
 

海難事故の頻度や程度はその実態が解明されておらず、深刻な社会問題となっている。人

口 3,000 人ほどの違法渡航拠点の漁村では、死亡や行方不明を伴う海難事故は少なくとも年

間 10 件以上、犠牲者は 100 人程度と言われている。「コ」国の海難事故は、漁業や海運業な

どの通常業務での事故と違法渡航による事故の二つに大別される。前者は海況判断誤認、装

備・整備不良などが主原因であることが多く、後者はこれらに加えて過剰定員による船の復

元力の低下が直接原因と考えられる。そこで、プロジェクトは短期漁民訓練および海難防止

キャンペーン等の活動を通じて地域漁民との交流を図り、漁民が適用しうる海難防止策（ロ

ープやアンカーの活用、連絡体制の強化など）の啓蒙に努めた。プロジェクト活動 3 年目に

は、コモロで頻発する海難事故のケーススタディを網羅したテキストが完成した。これらの

教材を使った短期漁民訓練が今後も継続される場合には、概ね 5 年程度を経過した時点にお

いて、本上位目標の指標の達成が技術的には十分可能なレベルに達すると判断する。	
 

	
 

5-1-2	
 指標：漁民が資源管理と政府とのパートナーシップの必要性をより理解する	
 

国内漁業のほぼ全てが、カヌーもしくは和船による零細漁業であることに加え、季節風の

影響で操業日数も限られているため、一般的には水産資源に対する過剰漁獲リスクはさほど

高くはない。しかし、全体的に陸棚面積に乏しい中、モヘリ島近海のわずかな陸棚漁場に底

魚を求めて漁業が集中する懸念が常に持たれている。さらに、人口増加が激しい地区の沿岸

域はプラスチックごみが堆積し、海岸環境の悪化がサンゴや他の水産生物の繁殖の妨げとな

っている。これらの問題に対し、プロジェクトは、資源管理政策を十分に理解できる技術レ

ベルの学校教職員を養成したほか、水産学校から「水産資源は国民の財産であり、食糧倉庫

である」という資源管理の重要性を外部に発信してきた（ポスターやパンフレットの配布、

テレビ等の公共放送の活用など）。さらに、短期漁民訓練や世銀の水産普及員養成プロジェ

クト（CoReCSuD）との連携を通じて、漁民リーダー育成に貢献した。一方で、水産資源の持

続的利用と健全な漁業活動については啓蒙活動がさまざまな団体によって行われているも

のの、基礎となるデータ（資源状態）が乏しい上、資源管理に対する漁民の意識と理解が依

然低いため、政府による行動計画の策定レベルには至っていない。プロジェクトで取り組ん

だ活動が今後も継続すると仮定しても、資源管理に対する具体的な取り組みが発現されるま

でには 2 年程度の時間が必要であると思われる。	
 

	
 

5-1-3	
 上位目標を達成するための具体的な取り組み	
 

上位目標を達成するために必要な具体的取り組み例を以下に整理する。	
 
 

" 訓練機会の創出：水産学校教職員の能力強化の一環として実施された本プロジェクトの

短期漁民訓練は、いわばパイロットプロジェクト的なアプローチである。今後は、この

経験から得られた教訓や手法を活用し、訓練参加漁民数を増やし、受講済みの漁民に対

しても繰り返し意識改革を求めることが求められる。水産学校の予算制限がある場合は、
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まずは他島に比較して経費がかからないアンジュアン島漁民を対象にした訓練から着手

するのもよい。	
 

" 水産学校卒業生の活用：本科卒業生が訓練で習得した技術を何らかの形で現場に反映さ

せることが今後期待される。水産資源管理は個人よりも集団で実施する方が効果的であ

ることから、水産学校の卒業生が漁民組織の中でリーダー的な存在として、漁民を健全

な漁業の発展に導いていくことが理想的である。	
 

" 普及員の活用：世銀の CoReCSuD プロジェクトは、上述の漁民リーダーの育成を目的とし、

人材として水産学校本科卒業生が活用されている。その一方で、普及員の技術更新や普

及活動のアプローチなどは課題となっており、今後も水産学校による継続した支援が必

要である。	
 

" 情報の更新：水産資源管理にかかるアプローチは多様であるため、常に情報収集を怠ら

ず、「コ」国の実情にあったアプローチを模索するとともに、訓練カリキュラムに反映さ

せることが今後も求められる。 

	
 

5.2	
 上位目標 2：長期訓練プログラムを修了した卒業生の業界への参入が改善される	
 

	
 

5-2-1	
 プロジェクト期間に比較して漁業活動に従事する卒業生の人数が増加する	
 

エンドライン調査の結果からもわかるように、国内の水産分野の雇用の受け皿が限定的で

あるため、水産学校の訓練と国内水産業の雇用環境に相関を見出すことはできない。したが

って、漁師の家庭出身以外の失業中の若者が訓練を受けても、漁業に従事するケースは極め

て稀であり、概ね、訓練によって得られた技術は風化して無職の状態から脱却できないこと

が多い。他方、94％の現役漁民が「水産学校などの教育訓練機関で、後継者に技術を学ばせ

たい」と考えていることがベースライン調査で明らかになっており、漁民子弟を含めた漁業

後継者の訓練ニーズは潜在的に高いものと推測される。ただし、漁民の若者の多くは、経済

的な事情から訓練のために仕事を長期に離脱することは難しく、本科生訓練期間を短縮する、

あるいは政府等からの経済的な支援体制の構築を模索するなどの解決策を見出すことが今

後の課題となる。	
 

	
 

5-2-2 上位目標を達成するための具体的な取り組み 

上位目標を達成するために必要な具体的取り組み例を以下に整理する。	
 

	
 

" 水産業界のニーズの把握：水産学校は水産業界の動向を絶えず把握し、変化するニーズ

に対して柔軟な訓練を展開していかなくてはならない。水産業界関係者との情報交換を

通じて訓練ニーズを発掘し、必要に応じて勉強会や組織内研修を開催するなどの工夫が

求められる。	
 

" ニーズに対応した訓練の実践：訓練カリキュラムやガイドラインは必ずしも固定する必

要はなく、必要に応じて柔軟性を与えることにより、より実用的な運用が可能になる。

例えば、現役の漁業従事者子弟の本科生については、すでに心得ている操船実習や漁具

製作実習を省略し、課題である漁獲物処理や海難防止、資源管理といったテーマを重点

的に取り入れた「漁民子弟向けの 3 カ月本科生訓練」というのも一つの案である。	
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 プロジェクト第 1 年次の業務指示書の「2.プロジェクトの概要	
 （4）期待される成果	
 成果

3.	
 国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分な能力を習得する」にかかる【指標・目

標値】については、ベースライン調査を踏まえて決定されるよう業務指示書にて指示された。	
 

	
 この指示に従い、2011 年 7 月 13 日、成果 3 にかかる【指標・目標値】は、ベースライン調査

終了後コモロ国側との協議を踏まえ決定され、PDM の ver.0 は ver.1 に改訂された。	
 

	
 2013 年 10 月に実施された中間レビューにおいて、PDM	
 ver.1 の改正が推奨され、中間レビュー

にかかる議事録において改定案が示された。コモロ国側との協議を踏まえ、同改定案は妥当であ

るとの結論に至り、2013 年 10 月 24 日、PDM の ver.1 は ver.2 に改訂された。	
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 Project Design Matrix (PDM) ver.2 

 2012 年10 月24 日 

プロジェクト名： 国立水産学校能力強化プロジェクト  

対象地域：  コモロ国全土  

直接裨益者：約270 人 （国立水産学校の教員約30 名、学生約60 人（内訳：30 人×2 年度）、短期訓練プログラムに参加する水産業従事者約180 人（内訳：60 人×3 年度））  

実施機関： 国立水産学校   責任機関： コモロ連合 国民教育省     協力機関： コモロ連合 漁業省及び職業訓練省           協力期間： 3.5 年間 

プロジェクトサマリー 指標データ 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
 
1. 訓練を受けた現地漁民が水産資源の安全かつ有効な

利用を実践する。 
 
2. 長期訓練プログラムを修了した卒業生の業界への参入

が改善される。 
 

 
 
1-1 海上安全の基礎を利用した漁民数が増加する。 
1-2 漁民が資源管理と政府とのパートナーシップの必要性をより理解する。 

 
2-1 2009 から 2011 年に比較して漁業活動に従事する卒業生の人数が増加する。 

 
 
1-1 学校による定期的な監視 
1-2 同上 
 
2-1 学校の卒業後フォローアッ

プ 

 
 

プロジェクト目標 
 
適切な訓練を提供する国立水産学校の能力が改善され
る。 

 
 
• 就学2 年間にて、訓練機材及び新規に導入された訓練計画を用いた訓練プログ

ラムが徐々に応用される。 
 
• 60 人の生徒が一般訓練プログラムを修了し、適正証書を受領する。 
 
• 180 人の現地漁民が短期訓練プログラムを修了し、適正証書を受領する。 

 

 
 
• 国立水産学校の運営報告書 
• プロジェクト報告書 

 
 
• 特になし 

成果 
 

1. 国立水産学校の訓練施設、機材が整備される。 
 
 
2. ターゲットグループ（漁民及び潜在的漁民）に対する訓

練プログラムが開発される。 
 
 
 
3. 国立水産学校の教員が訓練プログラムを実施する十分

な能力を習得する。 
 
 
 
4. 国立水産学校の組織運営体制が強化される。 
 

 
 
1-1. 製氷システムによる氷の生産が行われ、訓練での活用、販売がなされる。 
1-2. 訓練船を使用した海上漁業訓練が訓練プログラムに沿って実施される。 
 
2-1. 漁民後継者候補のための訓練プログラム、および短期訓練プログラムが開発

される。 
2-2. 各訓練モジュールについての訓練教科書・教材及び実施ガイドラインが、各モ

ジュール 10 点以上整備される。 
 
3-1. 教員に対する訓練研修が計15回実施され、研修終了後の理解度テストで平均

60 点以上を獲得する。 
3-2. 教員活動のモニタリング及び評価により、在籍する教員の 60％以上が「独自

に技術訓練を行える」の評価を受ける。 
 
4-1. 2 年の学校管理計画（予算計画、開発計画、組織開発計画、資機材管理計画を

含む）が作成される。 
4-2. 収支報告書が 2 年度作成される。 

 

 
 
• 訓練施設改修完了報告 
• 造船会社からの納品記録及び
運航日誌 

• 機材納品業者からの納品書 
• 国立水産学校の運営報告書 
• 活用されている訓練用教科書及
び訓練用資機材 

 
• 各教員研修終了時に実施する
評価質問表の回答 

 

 
 
• 特になし 
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投入 活動 

 

1-1. 訓練プログラムを実施する上で必要不可欠な施設の改修を行う。 

1-2. 製氷システムを導入する（製氷機、貯氷庫、発電機、受水槽）。 

1-3. 訓練船を導入する。 

1-4. 訓練機材、教材を整備する。 

 

2-1. 現行訓練プログラムの内容構成とその実施状況のレビューを行う。 

2-2. 参加型手法を用いたターゲットグループ別の訓練ニーズ調査を実施する。 

2-3. ターゲットグループ別訓練プログラムの訓練内容のモジュール構成を確定する。 

2-4. 現役水産業従事者を対象とした訓練の適切な実施方法（受講者、開催地、訓練期間、等）を確定す
る。 

2-5. 各訓練モジュールについての実施ガイドラインを決定する。 

2-6. 各訓練モジュールについての教科書、教材を整備する 

 

3-1. 教員の訓練実施能力向上に必要とされる分野を特定する。 

3-2. 教員研修（講義系モジュール：IT、教材の活用等）を実施する。 

3-3. 教員研修（実習系モジュール：漁労技術、船外機の維持管理技術等）を実施する。 

3-4. 各ターゲットグループを対象とした訓練プログラムを実施する。 

3-5. 訓練プログラム修了者のコミュニティ活動モニタリングを実施する。 

3-6. 教員活動のモニタリング及び評価を行う。 

 

4-1. 関係機関（教育省、漁業省）との学校運営の方向性、プロジェクトの進捗情報共有等のための定期的
な協議を行う。 

4-2. 訓練対象（新規参入予定者及び現役水産業従事者）の適切な受益者負担レベルを検討し、学校の年
間収支予算計画を立案する。 

4-3. 学校の組織体制整備に向けた取り組みを行う。 
4-4. 学校の年間収支予算計画に基づいた学校運営を行う。 
 
 

「コ」国側 
 

1) カウンターパートの配置 

 

2) プロジェクト執務室及び事務施設
の提供 

 

3) 訓練プログラム運営に必要な予
算の確保 

 

日本側 
2-1  

1) 専門家（66MM 程度） 

・チーフアドバイザー/訓練実
施管理 

・訓練施設改修 

・参加型プログラム開発 

・漁労技術/航海 

・船舶機関/冷蔵機器 

・水産加工 

2) 供与機材 

・製氷システム（製氷機、貯氷
庫、発電機、受水槽） 

・訓練船 

・施設改修 

・訓練支援機材等 

3) 研修員受入（第三国研修、本
邦研修） 

4) 現地活動経費  

 

 
•  教員が大幅に退職しない。 
•  入学希望者数が激減しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前提条件 
 

「コ」国内の政情が不安定にならな
い。 
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添付資料③	
 業務の進捗が確認できる資料	
 
	
 

成果	
 構成要素	
 活動	
 進捗状況	
 

1.1.1	
 業者の選定（OAFIC）	
 完了	
 

1.1.2	
 技術仕様の承認	
 完了	
 

1.1.3	
 施工計画の承認	
 完了	
 

1.1.4	
 安全管理指導	
 完了	
 

1.1.5	
 施工監理	
 完了	
 

1.1.6	
 進捗報告	
 完了	
 

1.1	
 施設改

修	
 

1.1.7	
 完了報告	
 完了	
 

1.2.1	
 業者の選定（JICA）	
 完了	
 

1.2.2	
 技術仕様の承認	
 完了	
 

1.2.3	
 施工計画の承認	
 完了	
 

1.2.4	
 安全管理指導	
 完了	
 

1.2.5	
 施工監理	
 完了	
 

1.2.6	
 進捗報告	
 完了	
 

1.2.7	
 教員への OJT	
 完了	
 

1.2.8	
 試運転	
 完了	
 

1.2.9	
 業者の納品記録	
 完了	
 

1.2.10	
 運転記録簿の作成	
 完了	
 

1.2.11	
 実習記録簿の作成	
 製氷システムに特化した実習回数

は少なく、作成は中止とする	
 

1.2.12	
 氷販売記録簿の作成	
 完了	
 

1.2	
 製氷シ

ステム

の整備	
 

1.2.13	
 メンテナンス記録簿の作成	
 完了：運転記録簿に含まれる	
 

1.3.1	
 業者の選定（JICA）	
 完了	
 

1.3.2	
 技術仕様の承認	
 完了	
 

1.3.3	
 施工計画の承認	
 完了	
 

1.3.4	
 安全管理指導	
 完了	
 

1.3.5	
 施工監理	
 完了	
 

1.3.6	
 教員への OJT	
 完了	
 

1.3.7	
 進捗報告	
 完了	
 

1.3.8	
 試運転	
 完了	
 

1.3.9	
 業者の納品記録	
 完了	
 

1.3.10	
 運転記録簿の作成	
 完了	
 

1.3.11	
 実習記録簿の作成	
 完了	
 

1.	
 訓練

施設・

機材が

整備さ

れる	
 

1.3 訓練船
の整備	
 

1.3.12	
 メンテナンス記録簿の作成	
 完了：運転記録簿に含まれる	
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成果	
 構成要素	
 活動	
 進捗状況	
 

1.4.1	
 DCP 設置候補地調査	
 完了	
 

1.4.2	
 DCP の管理コミュニティ調査	
 完了	
 

1.4.3	
 DCP 作成機材・費用対効果の検討	
 完了	
 

1.4.4	
 DCP 作成予算の決定	
 完了	
 

1.4.5	
 DCP 作成機材調達現地業者調査	
 完了	
 

1.4.6	
 機材調達（JICA）	
 完了	
 

1.4.7	
 漁民と DCP 作成	
 完了	
 

1.4.8	
 漁民と DCP 沈設船の準備	
 完了	
 

1.4.9	
 漁民と DCP 沈設	
 完了	
 

1.4.10	
 漁民による DCP の管理	
 完了	
 

1.4.11	
 漁民と DCP の蝟集効果確認	
 完了	
 

1.4.12	
 DCP の効果評価	
 完了	
 

1.訓練施

設・機

材が整

備され

る	
 	
 

1.4	
 DCP の

整備	
 

1.4.13	
 DCP の技術的改善の取り組み	
 完了	
 

2.1.1	
 漁業の実態と訓練ニーズの解析	
 完了	
 

2.1.2	
 教員の員数、専門分野、能力の評価	
 完了	
 

2.1.3	
 現行プログラムのレビュー	
 完了	
 

2.1.4	
 入学予定者の一般的学力の評価	
 完了	
 

2.1.5	
 利用可能な訓練資機材の評価	
 完了	
 

2.1.6	
 年間訓練可能日数の評価	
 完了	
 

2.1.7	
 訓練モジュールの決定	
 完了	
 

2.1.8	
 訓練プログラムの決定	
 完了	
 

2.1.9	
 訓練プログラムの実施	
 完了	
 

2.1.10	
 訓練ガイドラインの執筆	
 完了	
 

2.1.11	
 訓練教科書の執筆	
 完了	
 

2.1.12	
 訓練教材の開発	
 完了	
 

2.1.13	
 訓練プログラムの実施にかかる評価	
 完了	
 

2.1.14	
 1 年制移行に伴う訓練モジュールの決定	
 完了	
 

2.1.15	
 1 年制移行に伴う訓練プログラムの決定	
 完了	
 

2.訓練プ

ログラ

ムが開

発され

る	
 

2.1	
 新規参

入者向

け訓練

プログ

ラムの

整備	
 

2.1.16	
 1 年制移行に伴う訓練プログラムの実施	
 完了	
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成果	
 構成要素	
 活動	
 進捗状況	
 

2.2.1	
 漁業の実態と訓練ニーズの解析	
 完了	
 

2.2.2	
 訓練ニーズの解析	
 完了	
 

2.2.3	
 教員の員数、専門分野、能力の評価	
 完了	
 

2.2.4	
 訓練実施時期・回数・必要予算の解析	
 完了	
 

2.2.5	
 利用可能な訓練資機材の評価	
 完了	
 

2.2.6	
 訓練モジュールの決定	
 完了	
 

2.2.7	
 訓練プログラムの決定	
 完了	
 

2.2.8	
 訓練プログラムの実施	
 完了	
 

2.2.9	
 訓練ガイドラインの執筆	
 完了	
 

2.2.10	
 訓練教材の開発	
 完了	
 

2.訓練プ

ログラ

ムが開

発され

る	
 

2.2	
 現役水

産従事

者向け

訓練プ

ログラ

ムの整

備	
 

2.2.11	
 訓練プログラムの実施にかかる評価	
 完了	
 

3.1.1	
 座学実施計画の立案	
 完了	
 

3.1.2	
 座学に利用する教科書内容の立案	
 完了	
 

3.1.3	
 座学で使用する教材の立案・作成	
 完了	
 

3.1.4	
 講義系モジュール研修の実施	
 完了	
 

3.1.5	
 講義系モジュール実施能力テスト	
 完了	
 

3.1.6	
 講義系モジュールの実施	
 完了	
 

3.1.7	
 実習実施計画の立案	
 完了	
 

3.1.8	
 実習で使用する教材の活用	
 完了	
 

3.1.9	
 実習進行デモンストレーション	
 完了	
 

3.1.10	
 実習系モジュール研修の実施	
 完了	
 

3.1.11	
 実習系モジュール実施能力テスト	
 完了	
 

3.1.12	
 実習の実施	
 完了	
 

3.1.13	
 実習記録の作成	
 完了	
 

3.1	
 新規参

入者向

け訓練

プログ

ラムの

実施	
 

3.1.14	
 教員訓練活動のモニタリング・評価	
 完了	
 

3.2.1	
 訓練計画の立案 完了 
3.2.2	
 訓練計画の準備（日時、場所、要員招

集、機材輸送、移動、宿泊等）	
 
完了	
 

3.2.3	
 講義系モジュールの応用	
 完了	
 

3.2.4	
 実習系モジュールの応用	
 完了	
 

3.2.5	
 訓練研修の実施	
 完了	
 

3.2.6	
 訓練実施能力テスト	
 完了	
 

3.2.7	
 訓練実施報告書の作成・コミュニティ

活動のモニタリング	
 
完了	
 

3.教員が

訓練プ

ログラ

ムを実

施する

能力を

習得す

る	
 

3.2	
 現役水

産従事

者向け

訓練プ

ログラ

ムの実

施	
 

3.2.8	
 教員訓練活動のモニタリング・評価	
 完了	
 



4	
 

 

	
 
成果	
 構成要素	
 活動	
 進捗状況	
 

4.1.1	
 関係機関との協議の確保	
 完了	
 

4.1.2	
 現行国家予算配分の確認	
 完了	
 

4.1.3	
 現行アンジュアン政府経費負担確認	
 完了	
 

4.1.4	
 現行漁業局の特別予算の確認	
 完了	
 

4.1.5	
 現行水産学校資産の確認	
 完了	
 

4.1.6	
 現行セミナー収入の見積確認	
 完了	
 

4.1.7	
 現行入学費・授業料の確認	
 完了	
 

4.1.8	
 現行寄宿料・食費負担の確認	
 完了	
 

4.1.9	
 入学予定者数の確定	
 完了	
 

4.1.10	
 非常勤講師の必要人数確定	
 完了	
 

4.1.11	
 非常勤講師等の報酬見積確定	
 完了	
 

4.1.12	
 訓練出張旅費等の見積確定	
 完了	
 

4.1.13	
 関係省庁協議出張旅費等の見積確定	
 完了	
 

4.1.14	
 施設維持費用の見積確定	
 完了	
 

4.1.15	
 機材購入費の見積確定	
 完了	
 

4.1.16	
 訓練船運航費の見積確定	
 完了	
 

4.1.17	
 訓練船維持管理費の見積確定	
 完了	
 

4.1.18	
 製氷機運転費の見積確定	
 完了	
 

4.1.19	
 製氷機維持管理費の見積確定	
 完了	
 

4.1.20	
 氷の販売需要確認と販売先の確保	
 完了	
 

4.1.21	
 氷の販売計画の策定	
 完了	
 

4.1.22	
 実習漁獲魚の販売経路の確保	
 漁獲物は校内実習で使用するため中止。	
 

4.1.23	
 実習漁獲魚の販売計画の策定	
 漁獲物は校内実習で使用するため中止。	
 

4.1.24	
 年間収支計画の策定	
 完了	
 

4.1.25	
 年間収支計画の承認依頼	
 完了	
 

4.1.26	
 年間学校運営計画の策定	
 完了	
 

4.1.27	
 年間学校運営計画の承認依頼	
 完了	
 

4.1.28	
 年間予算の受領	
 2014 年度入金待ち	
 

4.1	
 年間収

支計

画・学校

経営計

画の立

案	
 

4.1.29	
 年間学校運営計画の実施	
 完了	
 

4.2.1	
 訓練船燃料消費報告書の作成	
 完了	
 

4.2.2	
 発電装置燃料消費報告書の作成	
 完了	
 

4.2.3	
 非常勤講師等の人件費支払い記録	
 完了	
 

4.2.4	
 資機材購入見積書と領収書の整理	
 完了	
 

4.2.5	
 出張旅費の記録	
 完了	
 

4.2.6	
 氷販売台帳の記録	
 完了	
 

4.2.7	
 実習漁獲魚販売台帳の記録	
 漁獲物は校内実習で使用するため中止。	
 

4.2.8	
 セミナー収入台帳の記録	
 完了	
 

4.2.9	
 収支報告書の作成	
 完了	
 

4.2.10	
 関係機関への収支報告	
 完了	
 

4.組織運

営体制

の整備	
 

4.2	
 収支報

告書の

作成	
 

4.2.11	
 関係機関への年間学校運営報告	
 完了	
 
	
 



添付資料④　専門家派遣実績（要員計画）

添付資料④　専門家派遣実績（要員計画）

第3年次 人・月

合計

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 現地

　

2 3

江藤	
 誠一

2.00

参加型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発

氏名

業務主任/
訓練実施管理

副業務主任/
漁労技術/航海

第1年次

2011年

74.73

青木	
 照男

厚地	
 宏一

11 12 1

中村	
 正典

9 10

鎌田	
 洋祐

椿　裕己

上床	
 和則

鎌田	
 洋祐

9.03水産加工

16.50

16.27

鎌田	
 洋祐

15.80

海上セキュリティ

3.03

2.40援助協調/調達支援

安里	
 慶治

2.70

船舶機関/冷蔵機器

現
地
作
業

4 5 6 7 8

施設管理/運営支援

担当業務

訓練施設改修

業務調整/参加型
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発補助

2012年 2013年 2014年

第2年次

4.00

3.00

4 5 6 7

6/16	
 11/3	
 

8/6	
 2/8	
 

7/8	
 10/28	
 

8/31	
 1/28	
 

6/20	
 9/8	
 

	
 7/30	
 9/5	
 3/27	
 5/4	
 

1/10	
 3/9	
 

1/14	
 4/14	
 

7/4	
 10/2	
 

7/28	
 4/16	
 9/5	
 7/22	
 

9/9	
 12/23	
 5/5	
 6/26	
 

9/14	
 1/11	
 

7/28	
 9/24	
 4/14	
 6/13	
 

4/14	
 3/17	
 4/9	
 9/20	
 

8/13	
 1/10	
 

4/12	
 7/10	
 

5/14	
 9/10	
 

4/12	
 6/10	
 

10/8	
 3/5	
 

1/20	
 3/31	
 



添付資料⑤	
 研修員受入れ実績 

プロジェクト期間中に実施されたカウンターパートの研修員受入れ実績	
 

研修員	
 研修期間	
 研修タイトル	
 研修地	
 

1	
 Fazouile	
 Bourhane	
 2011/09/26-10/13	
 集団研修「持続的な沿岸漁業」	
 JICA大阪	
 

2	
 Aoulad	
 Moutrafi	
 
2012/03/04-06/17	
 青年研修「仏語圏アフリカ向け資源管

理型漁業」	
 
JICA九州／鹿児島大学	
 

3	
 Ibrahim	
 Saidi	
 2012/09/05-11/03	
 集団研修「島嶼国水産普及員養成」	
 JICA沖縄、サモア、他	
 

4	
 Elamine	
 Mohamed	
 2012/09/23-10/20	
 
第三国集団研修	
 

「持続可能な沿岸漁業」	
 
モロッコ	
 

5	
 Amil	
 Affane	
 Nounou	
 2012/10/09-12/01	
 
集団研修「持続的資源活用のための沿

岸漁業技術」	
 
JICA北海道	
 

6	
 Omar	
 Houmadi	
 

7	
 Bacari	
 Ahmed	
 

8	
 Lifka	
 Ahmed	
 

2012/11/15-12/08	
 課題別研修「学校運営管理」	
 JICA中部	
 

9	
 Ibrahim	
 SAIDI	
 

10	
 Mohamed	
 Alimondhir	
 

11	
 Attomane	
 Oussene	
 

2013/09/23-10/05	
 現地再委託契約「起業」	
 AMIE、モロニ	
 

12	
 Bourashima	
 Massoumdi	
 

13	
 Abdoulatuf	
 Chaquir	
 
2013/11/18-11/23	
 視察「教育現場視察」	
 

レユニオン海洋訓練学

校	
 

14	
 Fazouile	
 Bourhane	
 

15	
 Mohamed	
 Elamine	
 
2013/11/26-11/30	
 視察「教育現場視察」	
 

マイヨット海洋訓練学

校	
 

16	
 Fazouile	
 Bourhane	
 

17	
 Mahafidhou	
 Allaoui	
 
2014/1/11-01/25	
 課題別研修「学校活動計画立案」	
 JICA中部	
 

18	
 Amil	
 Affane	
 Nounou	
 

19	
 Antoufou	
 Mohamadi	
 
2014/06/02-06/12	
 第三国個別研修「水産加工」	
 モロッコ	
 

	
 

 

 



添付資料⑥	
 供与機材・携行機材実績	
 

	
 プロジェクト期間中に、以下の供与機材・携行機材をコモロ国に引き渡した。	
 

	
 

1）供与機材	
 

	
 供与機材名	
 

1.	
 9m 長さ訓練船（No.1）	
 

2.	
 9m 長さ訓練船（No.2）	
 

3.	
 9m 用船台	
 

4.	
 6m 長さ訓練船（No.1）	
 

5.	
 6m 長さ訓練船（No.2）	
 

6.	
 6m 用船台	
 

7.	
 船外機修理用架台８台	
 

8.	
 40 馬力船外機 3 台	
 

	
 

2）携行機材	
 

	
 携行機材名	
 

1.	
 魚群探知機 4 式	
 

2.	
 船外機整備工具 1 式	
 

3.	
 船外機カットモデル 1 台	
 

4.	
 ディーゼルエンジンカットモデル 1 台	
 

5.	
 冷凍・空調サイクル基礎実習装置 1 台	
 

6.	
 ポータブル発電機 2 台（電圧安定器、延長コード、コード用コンセント、入出

力アダプター含む）	
 

7.	
 訓練用ディーゼルエンジン 1 式（スペアパーツ含む）	
 

8.	
 （ディーゼルエンジン用）整備機器 1 式	
 

9.	
 （ディーゼルエンジン用）測定機器 1 式	
 

10.	
 手動缶詰缶巻締め機 1 式（水産加工訓練用）	
 

11.	
 双眼鏡 1 個	
 

12.	
 人口蘇生器 1 台（海難訓練用）	
 

13.	
 漁民訓練用船外機 2 式（工具、部品、付属品含む）	
 

14.	
 ノートパソコン 5 台（ソフト（OFFICE、アンチウイルス）含む）	
 

15.	
 （ディーゼルエンジン用）工具 1 式	
 

	
 

	
 以降に、コモロ国側への引渡リストを添付する。	
 

















添付資料⑦　会議議事録等





















































































































































添付資料⑧	
 その他の活動実績：専門図書リスト	
 

購入した専門図書リスト	
 

No.	
 タイトル１	
 タイトル（和訳）	
 

1	
 Le moteur diesel, hors-bord: surveiller, entretenir, dépanner 船外機のメンテナンスと修理	
 

2	
 Manuel Vagnon du moteur hors-bord 船外機の保守・管理マニュアル	
 

3	
 Manuel Vagnon du moteur diésel 船内機の保守・管理マニュアル	
 

4	
 Marine Electrics & Electronics Bible 船舶電気・電子学バイブル	
 

5	
 Bien installer l'électricité à bord 船舶電装品の艤装	
 

6	
 
L'électricité à bord: 12 volts-230volts: surveiller. Entretenir, 
dépanner 

船舶電装品の修理	
 

7	
 Restaurer, entretenir les bateaux en bois 木造船のメンテナンスと修理	
 

8	
 Le guide de la construction en bois 木造船の建造ガイド	
 

9	
 Entretenir le polyester: résines, antifouling, gelcoat, osmose ＦＲＰの取り扱い	
 

10	
 Savoir réparer et rénover son bateau en polyester ＦＲＰ船の修理と改修の知識	
 

11	
 Aide-mémoire formulaire du froid 必携	
 冷凍技術計算集	
 

12	
 Pratique de du froid -4ème édition 冷凍機器運用実務	
 

13	
 Livre de l'élève Technique du froid 冷凍機器メンテナンス技術	
 

14	
 Les Bases du Froid 冷凍技術の基礎	
 

15	
 
Les Bases du Dessin Technique, métiers de la mécanique et du 
bâtiment 

機械と建築製図	
 

16	
 Guide pratique du GPS ＧＰＳの実用ガイド	
 

17	
 Du bon usage de la carte marine et du GPS 海図とＧＰＳの取り扱い	
 

18	
 Bien utiliser le radar à bord  レーダーの取り扱い	
 

19	
 Comment réussir tous les nœuds  全てのロープワークの取り扱い方法	
 

20	
 La climatisation  家庭用エアコンについて	
 

21	
 Le soudeur 溶接について	
 

22	
 L'électricité dans l'habitant  屋内配電につて	
 

23	
 Atlas mondial des poisson marins  アトラス「世界の海の魚」	
 

24	
 Comprendre l'Art de la Navigation et le Point Astro  図解「航海術」	
 

25	
 Les bons réglages de votre voilier en 150 illustrations  図解「航海 150 例」	
 

26	
 Manœuvres de port et de mouillage  投錨方法	
 

27	
 
Word 2010 - Maîtrisez les fonctions avancées du traitement de 
texte  

Word テキスト	
 

28	
 
Excel 2010 - Maîtrisez les fonctions avancées du tableur de 
Microsoft 

Excel テキスト	
 

29	
 Petit manuel de météo marine 海洋気象のマニュアル初歩	
 

30	
 La météo pour les plaisanciers ヨットマンのための気象学	
 

31	
 La pêche en mer à bord d'un bateau ある船上における海釣り	
 

32	
 DICTIONNAIRE DE LA MER 海洋辞典（仏仏辞書）	
 

33	
 Océanographie générale 海洋学概論	
 

34	
 Dictionnaire maritime thématique anglais et français テーマ別海洋辞書（仏英）	
 

35	
 Dictionnaire anglais-français du commerce maritime 海運英仏辞書	
 

36	
 Poissons et fruits de mer 300 recettes gourmandes 魚介類の美食家の 300 レシピ	
 

37	
 De l'HACCP à l'ISO 22000 et sécurité des aliments ISO220000	
 HACCP	
 

38	
 Atlas mondial de l'eau  アトラス「世界の水」	
 

39	
 Bien préparer SA METEO en 140illustarations 気象準備	
 

40	
 Les clés des REGLES DE COURSE 2009-2012 航走のカギ	
 2009-2012	
 

41	
 Mille pistes mer 海上操船技術	
 

42	
 Test option côtière 海洋操船技術試験集	
 

43	
 Toutes les pêches à pied 浜及び海岸の生物	
 

44	
 Toutes les pêches côtières en petit bateau 小型漁船による漁業（釣り）	
 

45	
 Tirer parti d'un jardin rikiki! 庭の植物	
 

46	
 HARRAP'S SHORTER DICTIONNAIRE 辞書	
 英ｰ仏、仏ｰ英	
 

47	
 LE PETIT ROBERT 2012 辞書	
 

48	
 Le Vagnon du Bateau Moteur (Tout Savoir pour Naviguer) 船の機関	
 

49	
 Sécurité Pratique 安全実技	
 



添付資料⑧	
 その他の活動実績：専門図書リスト	
 

50	
 Marine Diesel Engines 舶用ディーゼルエンジン	
 

51	
 Mémento Vagnon Prévisions Météorologiques 気象予報のメモ帳	
 

52	
 Marées, Vents et Courants 潮汐、風そして海流	
 

53	
 Bien utiliser Sondeur, Loch, Girouette et Pilote Automatique 魚探、ログ、風向計、自動操舵装置の使い方	
 

54	
 RVA ELECTRICS HANDBOOK 電気ハンドブック	
 

55	
 Petit manuel de médecine de bord 船上での医療小辞典	
 

56	
 Mémotech plus Métiers de l'électrotechnique 電気工学業務技術メモ	
 

57	
 Mémotech génie énergétique エネルギー工学技術メモ	
 

58	
 Déchets, effluents et pollution 廃棄、廃水そして汚染	
 

59	
 Intégrer les énergies renouvelables 再生可能エネルギーの採用	
 

60	
 La Boîte à outils de la Comptabilité 会計（帳簿）のツールボックス	
 

61	
 Comprendre l'économie 経済の理解	
 

62	
 Business model ビジネスモデル	
 

63	
 Créer son entreprise 企業創設	
 

64	
 Guide des Sciences et Technologies Industrielles 工業科学技術ガイド	
 

65	
 Guide de Mécanique 機械ガイド	
 

66	
 Classification Phylogénétique du Vivant 生態系の分類	
 

67	
 Electrotechnique Tome1 電気工学１（直流、磁気、交流モーター）	
 

68	
 Electrotechnique Tome2 電気工学２（正弦電流、正弦電流機器）	
 

69	
 Electrotechnique Tome3 電気工学３（電力）	
 

70	
 
Réussir l'attestation d'aptitude à la manipulation des fluides 
frigorigènes 

冷凍機器実技書	
 

71	
 Utilisation un multimètre テスタ−（マルチメータ）取扱書	
 

72	
 Les Soudures è la Flamme ガス溶接作業技術	
 

73	
 La soudure è l'arc électrique 3e édition 電気溶接作業技術	
 

74	
 Soudage Mathématique appliquées 溶接における計算について	
 

75	
 Petites Réparations Carrosserie 板金・ＦＲＰ補修・塗装技術	
 

76	
 Guide le Plâtrier 左官作業ガイド	
 

77	
 Guide le plombier 配管作業ガイド	
 

78	
 Guide du Traitement des déchets 5 édition 廃棄物処理ガイド	
 

79	
 Que faire des déchets ménagers  廃棄物管理の方法	
 

80	
 Introductions d’espèces dans les milieux aquatiques 水族入門	
 

81	
 La chasse sous-marine 潜水漁業	
 

82	
 HACCP ORGANOLEPTIQUE (guide pratique) HACCP 実務	
 

83	
 Code option « côtière » 沿岸海事法規	
 

84	
 Code option « eaux intérieures » 内湾海事法規	
 

85	
 Sécurité- Survie- Sauvetage en mer 海難防止と救助	
 

86	
 Guide des curieux du bord de mer (les guides du naturaliste) 沿岸生物の質疑応答	
 

87	
 Plus de poissons à la criée (menaces sur les réserves mondiales) 魚類の叫び：脅かされる水産資源	
 

88	
 La mer en 300 questions/ réponses 300 質疑応答集（海洋）	
 

89	
 Manuel de synthèse Ecologie 生態学マニュアル	
 

90	
 
Gestion des déchets (Réglementation, organisation, mise en 
œuvre) 

廃棄物管理（法規、計画、実施）	
 

91	
 Le balisage et les signaux maritimes 航路標識の理解	
 

92	
 
Le Marketing (la connaissance du marché et des consommateurs 
de l’étude de marché aux choix stratégiques : le marketing mix) 

マーケティング（市場、戦略、他）	
 

93	
 Management Stratégique des organisations 企業経営戦略	
 

94	
 Pas si dur d’entreprendre 簡単に起業	
 

95	
 
Le climat à découvert (outils et méthodes en recherche 
climatique) 

気象：機材、測定、分析	
 

96	
 
Life, Fish, and Mangroves (Resource governance in coastal 
Cambodia) 

マングローブと水産資源	
 

97	
 Changements climatiques et biodiversité 気候変動と生物多様性	
 

98	
 Les lignes. Pêche professionnelle en mer et pêche de loisir 漁民のための釣漁業	
 

99	
 
La statistique sans formule mathématique (comprendre la logique 
et maitriser les outils) 

公式不要の統計学	
 



添付資料⑧	
 その他の活動実績：専門図書リスト	
 

100	
 La transformation des aliments 食品加工	
 

101	
 Manuel Vagnon du moteur Hors-bord (Voiliers et Vedettes) 船外機操作マニュアル	
 

102	
 Permis plaisance option eaux intérieures (Cours + examens) 沿岸航法	
 

103	
 Des poissons d'élevage 養殖魚	
 

104	
 La vie sous-marine 海底の生命	
 

105	
 Livre de bord 航海記録簿	
 

106	
 Ecologie chimique 科学生態学	
 

107	
 Biodiversité en environnement marine 海洋環境における生物の多様性	
 

108	
 La biologie 生物学	
 

109	
 Gyotaku 魚拓による図鑑	
 

110	
 La météorologie 気象	
 

111	
 La pêche en mer 海洋漁業	
 

112	
 Créer un aquarium d'eau de mer 海洋水族館の創設	
 

113	
 Les Algues 海草	
 

114	
 Glossaire d'hydrologie et de potamologie 水理学及び河川学用語解説	
 

115	
 Mollusques 軟体動物	
 

116	
 La pêche à pied 海岸でできる漁業	
 

117	
 Guide des homards, crabes, langoustes, crevettes 甲殻類ガイド	
 

118	
 Guide des urgences en mer 海上緊急時のガイド	
 

119	
 Urgences à bord 船上における緊急	
 

一部複数冊となっている	
 



添付資料⑧	
 その他の活動実績：水水産学校管理計画（ガイドライン） 

DIRECTIVES DE L’ENPMM 
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1.  PREFACE 

  Ecole Nationale de Pêche et de la Marine Marchande (ENPMM) a été crée par une Coopération 

Japonaise en 1985. En plus, Le gouvernement de l’Union des Comores met en œuvre le projet de 

Renforcement de Capacités de l’ENPMM en coopération avec l’Agence Japonais de Coopération 

Internationale (JICA). 

 

Les Comores sont des petites îles insulaires. Cependant vue l’étendue de l’espace marin, cette zone 

regorge des potentialités considérables. Alors il faut bien Noter que les ressources halieutiques 

représentent un trésor important pour Notre pays. C’est pourquoi la gestion des ressources halieutiques 

devient à la fois une préoccupation majeure et une tache du peuple comorien au lieu de profiter 

uniquement du bienfait de la mer. L’école nationale de pêche et de la marine marchande a une mission 

pour l’exploitation et la protection des ressources halieutiques. Par conséquent, Nous devons 

contribuer à assurer la vie des pêcheurs qui en font de la mer la source de leurs revenus. D’autant, il 

est impératif et nécessaire de regarder autour et de penser au problème environnemental lié à la gestion 

des ressources halieutiques. Mon grand souhait est de faire de la mer comorienne, une mer propre et 

conviviale durablement et éternellement avec un taux faible d’accident maritime. Je saisis cette 

occasion qui m’est offerte pour reNouveler tous mes remerciements au gouvernement de l’Union des 

Comores de leur soutien permanent, à l’Agence Japonaise de Coopération Internationale et à l’équipe 

des experts. 

 

A présent, l’ENPMM est placée conjointement sous l’autorité du Ministère de l’Education Nationale, 

et sous la collaboration du Ministère en charge de la Pêche et du Ministère de l’Emploi, du Travail, de 

la Formation Professionnelle et de l’Entrepreneuriat Féminin. L’ENPMM jouit du soutien financier du 

Ministère en charge de la pêche à travers les Fonds Scientifiques des Accords de pêche.    

 

 

2.  DIRECTION DE L’ENPMM 

L’ENPMM vise l’exécution de la formation au niveau des techniques et des qualifications 

nécessaires pour travailler et améliorer les moyens de subsistance. 

 

<Idéal de l’ENPMM> 

1)  Création et pratique d’une Nouvelle formation sur la pêche et la mer, 

2)  Formation de jeunes sains de corps et d’esprit, 

3)  Contribution à la population locale et obtention d’une confiance mutuelle. 
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3.  BUTS DE L’ENPMM 

! Offrir les occasions d’acquisition des connaissances dans plusieurs secteurs de la pêche pour les 

pêcheurs professionnels et jeunes qui aspirent à devenir pêcheurs.  

! Contribuer au progrès technologique et à la création d’emploi. 

 

< But à moyen terme de l’ENPMM> 

1) Développer la formation sur la sécurité en mer dans l’ensemble des îles des Comores.  

2) Former un personnel spécialisé qui va déployer des activités dans sa communauté des pêcheurs.  

3) Développer un environnement favorable dans le secteur de la pêche à l’emploi des jeunes et à la 

création d’entreprises. 

4) Développer un réseau de communication dans les milieux de pêche et diffuser les informations 

concernées par la pêche et la mer. 

5) Optimiser les activités de relations publiques et faire connaître les activités de la formation de 

l’ENPMM aussi bien dans la Préfecture qu’à l’extérieur. 

 

 

4.  ETABLISSEMENT DE FORMATION 

4.1. Plan général du site 
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Terrain 7.000m2 
Zone administrative 446m2 
Salle de classe (1) 51m2 
Dortoirs (6 chambres ×4 = 24 personnes)  147m2 
Atelier 408m2 
Zone de magasin et administration 74m2 
Zone de traitement des poissons 196m2 
Magasin 55m2 

 

 
 

 

4.2.  Principaux équipements pour l’ENPMM 

Articles Spécification Quantité 

Fabrique de glace (en écailles) Capacité : 3tonnes/jour 1 

Stockage de glace 3600mm x 2700mm x 2400mm 1 

Réfrigérateur 3600mm x 2400mm x 2400mm 1 

Groupe électrogène 50KVA 2 

Vedettes de pêche pontées 9m, avec cabine 2 

Vedettes de pêche pontées 6m  2 

Moteurs hors-bord pour vedette 40chevaux, essence 5 

Moteurs hors-bord pour vedette 15chevaux, essence 3 

Supports pour maintenance de moteur A usage commun 40chevaux et 15chevaux 8 

Véhicule Pick-up, 4 x 4 1 

Photocopieuse Canon IR2318 1 

Ordinateurs de bureau HP : G5399 2 

Ordinateurs portables Logiciel OFFICE et anti-virus 10 

Imprimentes  HP Color Laser Jet CP2025 et HP DeskJet 2510 2 
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Scanners HP ScanJet G2410 et CanoScan LIDE 100 2 

Projecteurs EPSON: LCD PROJECTOR EH- TW 400 et ACER :DLP 
Projector Model N°DSV0701  2 

Appareil-photo Fujinon lens : 18X S2950 1 

Autres matériels bureautiques Variétés 1 jeu 

Mobilier pour salle de classe Tables, Chaises, Fauteuils,  1 jeu 

Mobilier pour Dortoir Tables, Chaises, Fauteuils, Lits, Armoires 1 jeu 

Mobilier bureautique Tables, Chaises, Fauteuils,  1 jeu 

Simulateur d’échangeur de chaleur MET8501H 1 

Outillage pour moteur hors-bord Assortiment 1 jeu 

Génératrice portable YAMAHA 1 jeu 

Moteur hors-bord pour la formation 15chevaux, kérosène 2 

Moteur diesel Avec pièces de rechange 1 

Sondeurs FCB-585, avec 4 émetteurs 4 

Equipements Mécanique Boîte à outils, Maquette, Instrument, Mesureur 1 jeu 

Equipements de techniques de pêche Engins de pêche, Jumelles, Navigation, Sécurité,  1 jeu 

Equipements de valorisation des poissons Sertisseur, Fumage, Salé séché, etc. 1 jeu 

Mannequin pour réanimation pour la formation sécurité en mer 1 jeu 

Tableaux pédagogiques DCP, Technique de pêche, Manutention des produits, etc. 10 jeux 

Livres techniques Tous les domaines de la pêche 600 

Caméra HX – WA 20 - H 1 

 

 

5.  ORGANISATION 

5.1.  Principale organisation pour l’ENPMM 

 

Comité Consultatif de l’Ecole 

Directeur Général 

Comité Glace Comité Exploitation Bateaux Comité Bibliothèque Comité de Gestion Matériel 

1. Formation initiale 
- Marin pêcheur 
- Motoriste marine 
- Valorisation des produits 
halieutiques 

2. Formation continue pour  

les pêcheurs 

3. Formation à la demande 

Autres Services de commande (Vente de glace, Usage de salle, etc.) 
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Organisation Membre 
Comité Bateaux Mohamed. E. Youssouf, Bourahima Massoundi, Ibrahim Saidi,Mohamed AliMondhir 
Comité Glace Abdoulatuf Chaquir, Marie Abdou, Mahafidhou Allaoui, Echati Abdou 
Comité Bibliothèque Amil Affane Nounou, Antufou Mouhamadi, Atoumani Ousseni, Taandjida Abdallah 
Comité de Matériel Mohamed Elamine Youssouf, Bourahima massoundi, Mahafidhou Allaoui, Ibrahim Saidi 

 

 

5.2.  Liste du Personnel  
N˚ Nom et prénom Fonction Spécialité 

1 Omar Houmadi Directeur de ENPMM Industries alimentaires 
2 Bacari Ahmed Directeur des Etudes Professeur de Français 
3 Fazouile Bourhane Enseignant Biologie marine, pratique en mer 
4 Mohamed Elamine Youssouf Enseignant Technique de pêche, pratique en mer 
5 Amil Affane Nounou Enseignant Valorisation des poissons, pratique en mer 
6 Ibrahim saidi Enseignant Navigation, Sécurité, pratique en mer 
7 Bourahima Massoundi Enseignant Mécanique marine, pratique mécanique 
8 Ahamed Mohamed Allaoi Enseignant Froid 
9 Mohamed Alimoundhir Enseignant Pratique en Valorisation des poissons 

10 Mahafidhou Allaoui Chef materiel Gestion  
11 Antufou Mouhamadi Enseignant Valorisation des poissons, pratique 
12 Abdoulatuf Chaquir Enseignant Mécanique marine, pratique mécanique 
13 Rifka Ahmed Gestionnaire-Sécrétaire Valorisation des poissons, pratique 
14 Attoumani Ousseni Enseignant Gestion et Comptabilité 
15 Ibrahim Omar Surveillant - 
16 Mohamed Bacar Surveillant - 
17 Said Ahmed Abdou Surveillant - 
18 Allaoui Ben Ali Entretien - 
19 Mohamed Nabhane Jardinie - 
20 Miradji Mouhoudhoir Chauffeur - 
21 Omar Ali Chauffeur - 
22 Abdou Allaoui Gardien - 
23 Andilat Mohamed Sécrétaire - 
24 Tandjida Abdallah Sécrétaire - 
25 Inchati Abdou Sécrétaire - 
26 Marie Abdou Agent d’entretien - 
27 Abdou SIDI Gardien - 

 
 
 
6.  FORMATION INITIALE 
 
6.1. But de la Formation Initiale 

" Offrir les occasions d’acquisition des connaissances dans plusieurs secteurs de la pêche pour les 

jeunes qui aspirent devenir pêcheurs. 

" Contribuer au progrès technologique et à la création d’emploi. 

 

6.2. Niveau de la formation 

" Le niveau de la formation initiale à l’ENPMM vise l’acquisition des techniques et des 

qualifications nécessaires pour travailler et améliorer les moyens de subsistance. 
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6.3  Specialités (cours) 

6.3.1. Marin Pêcheur 

< Objectif général > 

" Réaliser la pêche durable en considérant la gestion des ressources halieutiques. 

< Objectif spécifique> 

" Comprendre les rapports techniques de pêche y inclus les documents statistiques. 

" Vulgariser la gestion des ressources halieutiques. 

" Contribuer à la prévention d’accidents maritimes en analysant les phénomènes naturels et la 

météorologie. 

" Coordonner avec l’administration de pêche.  

 

6.3.2.  Motoriste Marine 

< Objectif général > 

" Contribuer à la dimunition des pertes de vie des pêcheurs.   

< Objectif spécifique > 

" Acquérir la base technologique. 

" Réparer et entretenir des machines simples.  

< Carrière supposée > 

" Apprenti mécanique, Ouvriers, Pêcheurs, Promoteur d’une petite entreprise, etc. 

 

6.3.3. Valorisation des produits halieutiques 

< Objectif général > 

" Contribuer à la commercialisation des produits halieutiques. 

< Objectif spécifique > 

" Innover de nouvelles préparations culinaires à base des produits halieutiques transformés. 

" Respecter les règles d’hygiène, la qualité nutritionnelle, les normes de conservation des produits 

halieutiques. 

" Savoir utiliser les équipements et les outils pour le traitement de poissons.  

< Carrière supposée > 

" Femme de ménage, Mareyeuse, Pêcheurs, Promoteur d’une petite entreprise, etc. 

 

6.4.  Programme d’études 

 
6.4.1.  Matières attribuées : 

" Concernant les modules théoriques (en classe) y compris les petits travaux pratiques, tous les 

élèves doivent assister chaque matière. 
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" Concernant les modules pratiques, les élèves vont être divisés selon les trois (3) spécialités 

notamment le Marin Pêcheur, Motoriste Marin, et Valorisation des produits halieutiques. 

" Les matières pour la formation initiale 2014/2015 sont indiquées ci-dessous : 

 

Tableau :  Matières attribuées pour la Formation Régulière 2014/2015 
 Marin Pêcheur Motoriste Marine Valorisation des Produits 

Halieutiques 

Pratique 
(hr. / an) 

- Opération vedette (50)  

- Montage des engins (100) 

- Pratique de pêche (150) 

- Mécanique général (50) 

- Mécanique naval (150) 

- Réparation FRP (50) 

- Transformation des produits 

halieutiques (150) 

- Commercialisation et Marketing 

(100) 

Matières 
commune 
(Théorique) 
(hr. / semaine) 

Technique de pêche (2),  Navigation (2),  Sécurité en mer (1),  Biologie marine (1), 

Manutention des poissons (1),  Transformation des produits halieutiques (1),  

Exploitation des documents techniques (1),  Mécanique Générale (1),  

Mécanique marine (1),  Création d’une petite entreprise (1),  Education physique (1) 

 

6.4.2.  Programme des Matières sur les modules de cours 

Tableau :  Programme des Matières sur les modules de cours 2014/2015 
Matières But et Contenu 

Techniques de Pêche 

♦ Pêches dans le monde : 
 - Introduction de la pêche illégale, conflit des pêcheurs, etc. 
 - Compréhension des terminologies ainsi que CPUE, TAC, etc. 
 - Compréhension sur la gestion des ressources halieutiques. 
 - Introduction des récifs artificiels, DCP, aquaculture, mariculture, etc. 
♦ Engins de pêche : 
 - Compréhension des caractères et spécifications des lignes et filets. 
 - Introduction des appareils et sondeurs. 
 - Présentation de DCP comorienne.  
♦ Législation et réglèmentation de pêches : 
 - Compréhension de la législation et règlementation nationale. 
 - Introduction des conventions Internationales. 

Navigation 

♦ Aperçu d’Océanographie 
♦ Carte et Compas : 
 - Compréhension de latitude, longitude, distance, vitesse, direction, etc. 
♦ Programmation de la navigation. 
♦ Application de GPS. 

Sécurité en mer 

♦ Accidents maritimes : 
 - Introduction des chavirements, incendies, dérive, échouer sur un écueil, etc. 
 - Introduction des cas d’accidents nationaux. 
♦ Matériels et équipements pour prévention des accidents maritimes. : 
 - Cordage, ancre, téléphone portable, gilet de sauvetage, seau, etc. 
♦ Analyse de météo. 
♦ Opération de vedette dans les conditions difficiles. 
 - Technique de conduite, ancrage, solution en cas d’urgence, etc. 
♦ Matelotage : Nœuds usuels maritimes 
♦ Secourisme : 
 - Massage cardiaque 

Biologie Marine 

♦ Généralité de la faune et la flore marine 
 - Mode de vie, Fonction des organes, Mutualisme, nom scientifique, Chaîne alimentaire, 

etc. 
♦ Ressources halieutiques aux Comores : 
 - Caractéristique des poissons comoriens. 
 - Relation entre la pêche et les espèces de poisson. 
♦ Information mondiale : 
 - Gestion des Ressources halieutiques. 
 - Changement climatique. 
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 - Convention internationale. 

Manutention des produits 
halieutiques 

♦ Caractéristique des produits halieutiques. 
 - Normes de qualité. 
 - Nutrition 
 - Processus d’altération et règles d’hygiène 
 - Hygiène biologique et chimique. 
♦ Informations mondiales et HACCP  

Transformation  
des produits halieutiques 

♦ Introduction de la transformation des produits halieutiques au niveau mondial. 
 - Fumage, Séchage,salage, Conserves, congélation et réfrigération… 
♦ Caractéristiques de Transformations des produits halieutiques 
 - Avantages : Conservation, Goût et saveur, Réduits <post-harvest>, etc. 
 - Défaut et risque : Utilisation des antiseptiques et des additifs alimentaires, etc. 
♦ Etablissement : prix de revient, seuil de rentabilité, etc. 

Mécanique Générale 

♦ Usinage simple peut fonctionner à l'aide de divers outils et machines-outils. 
♦ Comprendre les connaissances de base en électricité, et peut faire de simples réparations 

électriques ou le câblage. 
♦ Comprendre les principes de base de système de réfrigération, peut aider à la réparation 

des équipements de réfrigération. 
♦ Pour apprendre à comprendre le clastique des produits FRP, il s'agit d’une simple 

réparation de bateau FRP. 

Mécanique Marine 

♦ Comprendre la structure et la fonction du moteur hors-bord (moteur à essence), ou la 
manipulation correcte du moteur hors-bord, de simples réparations peuvent être 
effectuées. 
♦ Comprendre la structure et la fonction de l'élément du moteur (moteur diesel), ou la 

manipulation correcte du moteur diesel, de simples réparations peuvent être effectuées. 
♦ Pour comprendre les connaissances de base des organismes des machines, pour le choix 

approprié des huiles, des graisses et des pièces. 

Création d’une petite 
entreprise 

♦ Planning d’une entreprise : 
 - Stratégie, Organisation, Commercialisation, Marketing, etc. 
♦ Base de Comptabilité 
♦ Micro-finance comorienne. 

Exploitation des documents 
techniques 

♦ Compréhension des rapports techniques et documents statistiques 
 - Terminologie, Interprétation des graphiques et figures, etc. 
♦ Elaboration du rapport technique. 
 - Méthode de description. 
 - Utilisation du programme <Word>  
 -  des documents extérieurs. 
 - Compréhension de base de mathématiques. 

Education physique ♦ Natation et secourisme. 
♦ Education civique 

 

 

6.4.3.  Programme des Matières sur les modules pratiques 

Tableau :  Programme des Matières sur les modules pratiques 2014/2015 
 (1)  Marin Pêcheur 

Matières But et Contenu 

Conduite des vedettes 
Sécurité en mer 

♦ Assurer la navigation en toute sécurité : 
 - Vérification de l’état de la vedette et les équipements de sécurité 
 - Embarcation et débarquement des vedettes 
 - Opération des moteurs hors-bords 
 - Conduite en cas de coup de mer. 
 - Faire des ancres. 
 - Navigation avec des appareils (GPS, Compas magnétique, etc.) 
 - Matelotage et nœuds 
 - Secourisme en mer 
 - Nettoiement  

Montage des engins de 
pêche 

♦ Faire un plan et Montage de engins de pêche : 
 - Lignes, Palangres, Filets maillants, Pêche à la trainants, DCP, etc. 

Pratique en pêche 

♦ Poursuite des poissons. 
 - Utilisation d’un sondeur. 
 - Utilisation d’un feu (Pétromax, etc.) 
 - Utilisation de DCP 
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♦ Capture des poissons : 
 - Lignes, Palangres, Filets maillants, Pêche à la trainants, etc. 
 - Manutention des poissons. 
♦ Pêche à pieds à la plage 

 
(2)  Motoriste marine 

Matières But et Contenu 

Mécanique Générale 
Résolution des problèmes des équipements et des bâtiments peut être faite par le bon usage 
des outils et de l'équipement de mesure. Tout travail de réparation de fuite d'eau simple ou 
câblage électrique, plâtrage, comme le soudage et peut être. 

Fibre de verre Les niveaux peuvent être faits en utilisant des matériaux simples appropriés de réparation 
bateau FRP. 

Frigorifiques Comprendre les principes d'un système de réfrigération utilisant un simulateur de la pompe 
à chaleur. 

Mécanique marine 

♦ Pour comprendre les fonctions des composants à travers le montage et le démontage 
d'un petit moteur diesel et de petit moteur hors-bord. 

♦ Difficulté technique de la réparation peut être déterminé en identifiant l'emplacement du 
défaut des petits moteurs hors-bords et des petits moteurs diesel. 

 

 (3)  Valorisation des produits halieutiques 

Matières But et Contenu 

Transformation des produits 
halieutiques 

♦ Analyse de la fraîcheur 
 - Expérience d’étape de la pourriture 
 - Effet de l’arrosage, utilisation de glace et autre gestion de la température. 
♦ Pratique de la transformation des produits halieutique : 
 - Salage, Fumage, Séchage, Conserves, Congélation, Réfrigération, etc. 

Création et Gestion d’une 
petite entreprise 

♦ Faire un plan d’affaire (Business plan) 
 - Atelier technique : SWOT → Etablir le domaine → Stratégie →Organisation 
 - Etude d’état de lieu (Marketing)  
 - Enquête → Analyse →Faire un rapport 

 

 

6.5.  Concours d’entrée 

6.5.1. Comité de pilotage  

Le comité de pilotage pour le concours d’entrée va être établi comme ci-dessous ; 

1) Date d’établissement du comité : 01/06/2014 

2) Bureau principal : ENPMM 

3) Constitution des membres du comité : Il est conforme à 2011 comme ci-dessous ; 

 

Tableau 4 :  Constitution des membres du comité du concours d’entrée 2014/2015 

N˚ Administration Nom Appartenance 
1 Président du Jury Fazouile Bourhane ENPMM 
2 Chef du centre : Grande Comore Saïfil Mohamed Commissariat production 
3 Chef du centre : Anjouan Ibrahim Saïdi ENPMM 
4 Chef du centre : Mohéli Kamar Boinali Commisssariat Production 
5 Superviseur Soulaïmana Houmadi OEC/Anjouan 
6 Secrétariats ( 15 personnes) (A déterminer) (A déterminer) 

 

6.5.2.  Exécution de Concours d’Entrée  

6.5.2.1.  Recrutement avec lettre de recommandation  

1) Durée de l’inscription : Du 1er au 31 juillet 2014     
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2) Date du recrutement sur dossier : 20 Août 2014 

3) Lieu du recrutement sur dossier : ENPMM 

4) Condition (Qualité): Avec lettre de recommandation par la coopérative de pêcheurs, le groupement 

de pêcheurs ou société etc. sans détermination de la scolarité, du sexe et d’âge. 

5) Nombre d’admission : Marin Pêcheur (9 personnes) 

6) Conditions exigées (pièces à fournir par le candidat) : 

- Photocopie carte d’identité 

- Frais d’inscription : 3.000 KMF 

-  2 Photos d’identité récente 

-  Certificat de scolarité 

-  Fiche individuelle d’état civil  

-  Formulaire d’inscription (à retirer à l’ENPMM) 

7)  Critères d’admission : 

L’admission est au-dessus de 60% des critères ci-dessous. Les candidats qui n’ont pas été 

selectionnés dans le recrutement par lettre de recommandation seront admis à passer le concours 

général. 

Tableau 5 :  Critères d’admission sur <le recrutement avec lettre de recommandation> 
Evaluation Critères d’admission Note 

1. Personne qui est assurée ou volontaire d’être un pêcheur. 5 Justice 2. Personne qui est admirée avec courage 4 
1. Personne qui est encore jeune. 5 Efficacité 2. Personne qui n’a pas des problèmes sur la durée de formation. 2 
1. Personne qui est de village de pêche ou issue d’une famille de pêcheur. 2 Sollicitude 
2. Recommandation par l’association assurée. 2 

Total 20 
 

Tableau 6 :  Nombre d’admission par catégorie :élèves internes et élèves externes 2014/2015 

Elèves Internes Elèves externes 
24 personnes 6 personnes 

 

7)-2.  Attribution des îles : 

Le nombre minimum des entrées par île est attribué comme ci-dessous :  

Tableau 7 :  Nombre d’admission par île 2014/2015 

Ile Nombre limité Total 
Grande Comore 5 personnes 
Anjouan 5 personnes 
Mohéli 5 personnes 

15 personnes 

 

7)-3.  Admission 1 : 

- Partager par la catégorie de spécialité de Cours : <Marin pêcheur>, <Motoriste marine>, et 

<Valorisation des produits halieutiques>. 
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- Etablir l’admission par ordre de spécialité de cours jusqu’ à la limite du nombre attribué dans 

chaque île. 

 
7)-4.  Admission 2 : 

- Etablir l’admission par ordre de bonne note sur la spécialité jusqu’ à la limite de nombre resté 

sans tenir compte de l’île. 

 

7)-5.  Exécution de concours : 

Tableau 8 :  Contenu du type de concours et note  

Heures Matières/Epreuves Durée  Note 
08 :00 – 09 :30 Compréhension de la langue française   90min 5 
10 :00 – 12 :00 Ecrit : répondre à des questionnaires-réponses  120min 15 

Total 20 
 
 
 
7.  FORMATION CONTINUE POUR LES PECHEURS 

7.1. But de la formation  

" Offrir les occasions d’acquisition des connaissances dans plusieurs secteurs de la pêche pour les 

pêcheurs professionnels. 

" Contribuer au progrès technologique et à l’amélioration des conditions de vie des pêcheurs. 

 

7.2. Cible 

Nous entendons par « professionnels de la pêche en activité » les pêcheurs (à temps plein ou temps 

partiel), les entreprises de transformation et de distribution de produits marins, ainsi que les agents des 

services de pêche. Il pourra toutefois être envisagé, selon les thèmes de formation, d’élargir la 

population cible aux familles de pêcheurs, aux étudiants ou au grand public. 

 

7.3. Durée et lieu des formations 

La durée et le lieu des formations seront en principe définis lors de l’établissement du calendrier 

annuel. Le calendrier devra répondre aux besoins des pêcheurs, mais la durée et le lieu des formations 

dépendront également du budget, du personnel et de l’organisation disponibles pendant l’année 

concernée. Les professionnels visés, dont les moyens d’existence sont soumis aux aléas naturels, n’ont 

pas beaucoup de temps à consacrer ni aux formations ni à la préparation. Les points suivants sont pris 

en compte lors de la définition du calendrier : 

 

# Le lieu de formation devra en principe être proche du centre d’activité des pêcheurs visés.  

# La formation pour un thème devra en principe se terminer dans la journée (moins de 6 heures).   



 
 

12 

# La formation sera organisée le vendredi en matinée (c’est en effet le moment où les pêcheurs 

partent le moins en mer).   

# La priorité sera donnée, lors de la sélection des candidats, aux jeunes pêcheurs leaders de leur 

communauté (âge inférieur à 50 ans).  

# Pour des questions de champ de contrôle, le nombre de participants sera limité à vingt. 

 
7.4  Specialité (cours) 

Le programme de formation pour pêcheur doit correspondre à la demande des pêcheurs. 

 

7.4.1. Période de formation 

La période de formation sera fixée en accord avec les bénéficiaires. L’inscription des participants est 

toujours possible. 

 
7.4.2. Participants 

Les participants sont les pêcheurs en activité aux Comores y compris des professionnels de la filière  

pêche. 

 
7.4.3. Domaines de la formation 

7.4.3.1. Sécurité en mer 

Catégorie N˚ Thèrme Durée 
1 Analyse de météo et la condition maritime. 1 jour 
2 Création d’une organisation pour la sécurité. 1 jour 
3 Utilisation des équipements sécurité 1 jour Prévention d’accidents maritimes 

4 Analyse de cas d’accidents maritimes. 1 jour 
5 Carte marine et Compas magnétique. 2 jours 
6 Manipulation du GPS pour la sécurité. 1 jour 
7 Planning de navigation. 2 jours 
8 Conduite dans la mer agitée. 1 jour 
9 Nœuds et cordage. 1 jour 

Application de technique 

10 Reanimation Cardio-Pulmonaire 1 jour 
 

7.4.3.2. Techniques de pêche et Gestion des ressources halieutiques 

Catégorie N˚ Thèrme Durée 
11 La situation de la pêche aux Comores et du monde 1 jour 
12 Ligne de pêche (Palangre, la ligne varticale et la ligne traînante) 1 jour 
13 Pêcherie (lieu de pêche) 1 jour 
14 Filets de pêches (Montage, Réparation, et la pratique)  3 jours 
15 Nasse et Pièges 1 jour 

Techniques de pêche 

16 Sondeur 1 jour 
17 Fabrication des DCP  2 jours 
18 Caractéristiques des DCP (léger, côtier, profonde, mi-eaux) 1 jour DCP 
19 Installation des DCP  2 jours 
20 Entretien et gestion des DCP par la communauté des pêcheurs  2 jours 
21 Gestion environnementale en mer 1 jour Gestion des ressources halieutiques 
22 Repos biologique pour poulpe en utilisant une piège  2 jours 
23 Morphologie et écologie des poissons 1 jour Biologie marine 24 Notion d’aquaculture 1 jour 
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7.4.3.3. Valorisation des produits halieutiques 

Catégorie N˚ Thèrme Durée 
Manutention des poissons 25 Manutention des produits de la pêche artisanale 1 jour 

26 Poisson semi-séché 1 jour 
27 Poisson salé et séché 1 jour Transformation des produits halieutiques 
28 Boulette et Hamburger de poisson 1 jour 
29 Pate de poisson 2 jours 
30 Poissons fumés 1 jour 
31 Poulpe fumés 2 jours 
32 Kécha sénégalais. 1 jour 

Application des techniques 

33 Conserve de poissons 1 jour 
 
7.4.3.4. Gestion pour une petite entreprise (pêcheurs artisanaux) 

Catégorie N˚ Thèrme Durée 
Gestion et comptabilité 34 La gestion et la comptabilité pour la pêche artisanale 1 jour 

 
7.4.3.5. Mécanique Marine 

Catégorie N˚ Thèrme Durée 
Entretien des embarcations  35 Entretien FRP y inclus la petite réparation 5 jours 

36 Mesure 1 jour 
37 Manipulation des machines mécaniques 1 jour Mécanique générale 
38 Electriques 1 jour 
39 Fonctionnement de moteur 1 jour 
40 Combustion, carburation et huile 1 jour 
41 Electrique de moteur hors-bord 1 jour Mécanique marine 

42 Système de refroidissement 1 jour 
43 Théorie de réfrigération 1 jour  Notions de froid 44 Manipulation d’un système frigorifique 1 jour 

 
 
 
8. FORMATION A LA DEMANDE 

8.1. But de la formation  

 Renforcer les capacités techniques des personnes en activité dans les différentes filières de la pêche 

et contribuer à l’acquisition des compétences afin de faciliter et garantir l’emploi.   

 

8.2. Cible 

La population comorienne est la base de demande par des bailleurs de fonds et une organisation 

extérieure. 

8.3. Durée et lieu des formations 

L’ENPPM est disponible à exécuter toute formation à la demande des bailleurs de fonds ou de toute 

organisation extérieure. 

8.4  Specialités (cours) 

Le programme de formation est adapté selon la demande des bailleurs de fonds ou de toute autre 

organisation extérieure. 
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8.4.1. Période de formation 

La période de formation sera fixée en accord avec le demandeur. L’inscription des participants est 

toujours possible. 

8.4.2. Participants 

La formation est ouverte à toute organisation locale ou étrangère. 

8.4.3. Sujets de la formation 

8.4.3.1. Techniques de Pêche 

TP0001 La situation de la pêche aux Comores et la pêche dans le monde 1jour 
 Montrer les engins (lignes, filets, pièges, etc.) et méthode de pêche aux Comores, et du monde y inclue le DCP 
en utilisant l’audiovisuel et les données statistiques. Parallèlement on présente le caractère des principaux 
poissons aux comores.  
" Cible de participant : Les élèves d’université et de lycée, et la population comorienne. Pêcheurs locaux et 

les Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : sans limites 
" Conférencier :  - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,  - Fazouile Bourhane,  - Affane 

Nounou Amil 

 
 
  
TP0002 Pratique de la ligne de pêche 1-5jours 
 Expliquer sur les méthodes (ligne à la main, ligne traînante, palangre de fond et ligne verticale, etc.) et lieu de 
pêche. Montage des engins, ensuite on part à la mer pour pratique de pêche, à la fois on montre une méthode de 
manutention de poisson dans l’embarcation. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 10persons/fois 
" Conférencier : - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,  - Fazouile Bourhane 
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TP0003 Pratique du Filet maillant 1-5jours 
 Expliquer sur les méthodes (filets dormant, Dérivant et Trémail) et lieu de pêche. Montage des engins y inclu la 
réparation, ensuite on part à la mer pour pratique de pêche, à la fois on montre les méthodes de manutention de 
poisson dans l’embarcation. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 10personnes/fois 
" Conférencier : - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,  - Fazouile Bourhane 
 

 
 
 
TP0020 Utilisation d’un sondeur 1-3jours 
 Expliquer la théorie de fonction d’un Echo-sondeur. Manipulation des boutons et l’installation de programes. 
On pratique en mer, pour appliquer le sondeur à la pêche en analysant les figures réalisées.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les jeunes futurs pêcheurs.  
" Nombre limite : 5persons/fois 
" Conférencier : - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,  - Fazouile Bourhane 
 

 
 
 
TP0030 Installation d’un DCP 1-15jours 
 Expliquer la théorie de fonction de DCP (léger, côtier, profonds mi-eau). Montage des DCP, ensuite on part à la 
mer pour l’installation de DCP. A la fois, ENPMM propose une méthode de l’entretien le dispositif en gestionant 
les pêcheurs locaux.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les coopératives de pêcheurs. 
" Nombre limite : 10-15persons/fois 
" Conférencier : - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,  - Fazouile Bourhane 
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TP0040 Notion de Gestion des Ressources Halieutiques au Monde  1jour 
Expliquer sur l’importance (conception) de la gestion des ressources halieutiques, ensuite on présente plusieurs 

cas d’une modèle ainsi le challenge de la gestion du monde en utillisant l’audiovisuel. 
" Cible de participant : Les élèves d’université et de lycée, et la population comorienne. Pêcheurs locaux et 

les coopératives de pêcheurs. 
" Nombre limite : sans limites 
" Conférencier : - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,  - Fazouile Bourhane,  - Affane Nounou 

Amil 
 

 
 
 
TP0041 Gestion des Ressources de poulpe 1-30jours 

Expliquer sur la conception de la gestion des poulpes et une proposition du programme.  
On présente le caractère de poulpe y inclu la physiologie et l’écologie. En pratique, on installe les pots du 

poulpe à la zone côtière. Les pêcheurs essaient un repos biologique dans la durée un mois. A la fin, les pêcheurs 
évalueront l’effet de la gestion.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les coopératives de pêcheurs. 
" Nombre limite : sans limites 
" Conférencier :  - Elamine Youssouf Mohamed,  - Affane Nounou Amil - Ibrahim Saidi,   

- Fazouile Bourhane,   

 
 
 
TP0050 Morphologie et écologie des poissons 1-5jours 

Expliquer sur le caractère de poisson aux comores en utilisant l’audiovisuel et les livres de poissons. Les 
participants pratiquent la dissection d’un poisson avec l’esquisse. En pratique, on peut executer la pêche à pied 
pendant la marée basse. 
" Cible de participant : Les élèves d’université et de lycée, et la population comorienne. 

Pêcheurs locaux et les coopératives de pêcheur. 
" Nombre limite : 20personnes/fois 
" Conférencier :  - Fazouile Bourhane, - Elamine Youssouf Mohamed,  - Ibrahim Saidi,   

- Affane Nounou Amil 
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8.4.3.2. Sécurité en mer 

SM0001 Etude de cas d’accident maritime aux comores 1-2jours 
 ENPMM montrer les cas notables d’accident maritime au comores en utilisant les photos et dessins. Les 
participants discutent sur la cause et la prévention de l’accident, avec gider la solution par les formateurs. 
ENPMM toujours met la priorité à la prévention d’accident, et elle propose qu’il faille créer un système de 
réseau parmi les pêcheurs. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les coopératives de pêcheurs. 
" Nombre limite : 16 personnes 
" Conférencier :  - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed,  - Fazouile Bourhane,   

- Affane Nounou Amil 
 

 
 
 
SM0002 Formation de la natation avec gilet de sauvetage 1jour 
 Après la callisthénie, on pratique une sumilation de nager en terre. ENPMM oriente de nager l’étape par l’éape.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et les coopératives de pêcheur. La population comoriennne. 
" Nombre limite : 10 personnes 
" Conférencier :  - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed,  - Fazouile Bourhane,   

- Affane Nounou Amil 
 

 
 
 
SM0003 Utilisation d’un GPS 1-3jours 
 Expliquer la théorie sur la fonction d’un GPS. Manipulation des boutons et l’installation de programes. On 
pratique en mer et en terre, appliquer le GPS pour la sécurité en mer et la terre.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Affane Nounou Amil, - Elamine Youssouf Mohamed,  

- Fazouile Bourhane 
 

 
 
 



 
 

18 

SM0004 Conduite dans la mer agitée. 1jour 
 Pour éviter l’accident de renversement, ENPMM explique la technique de conduire ainsi que le contrôle de la 
stabilité, l’ancrage, le balancement du lest, d’éviter le risque du phénomème <broaching>, etc. Les cours sont 
appliqués par la formation participative. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 16 personnes/fois 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed, - Affane Nounou Amil, 

- Fazouile Bourhane 
 

 
 
 

SM0010 Nœuds usuels maritimes 1jour 
 Les participants apprennent parfaitement les principaux nœuds usuels maritimes (plus 10 différents nœuds), en 
exemple : Demi-clé à capeler, Nœud de chaise, de Raccourcir, de Joindre et l’Epissure, etc. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 16 persons/fois 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed, - Affane Nounou Amil, 

- Fazouile Bourhane 
 

 
 
 
SM0020 Réanimation Cardio-Pulmonaire 1jour 
 Les participants pratiquent la réanimation cardio-pulmonaire en cas de problème cardiaque d’une personne en 
utilisant un similateur. On fait la formation sur le sauvetage par la procédure, et l’étape de réanimation 
Cardio-Pulmonaire (Vérifier la conscience→Ouvrir les voies respiratoires→Vérifier la respiration→Respiration 
artificielle→Compression thoracique, etc). 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux, Jeunes futurs pêcheurs, population comorienne. 
" Nombre limite : 16 persons/fois 
" Conférencier : -Fazouile Bourhane - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed,  

- Affane Nounou Amil  
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SM0030 Notion de météo 1-2jours 
 L’ENPMM donne les informations sur la base de théorie de météorologie. Les cours portent sur l’analyse d’une 
carte météorologique, la ligne isobare, les vents, la mousson comorienne, la vague, les nuages, la dépression, le 
cyclone, l’anticyclone, etc. A la fois on pratique sur le rélévé de mesure des conditions de météo en utilisant les 
appareils. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux, Jeunes futurs pêcheurs, population comorienne. L’étudients et les 

élèves. 
" Nombre limite : 10 personnes/fois 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed, - Affane Nounou Amil, 

- Fazouile Bourhane 
 

 
 
 
SM0031 Notion de l’océanographie 1-2jours 
 L’ENPMM donne les informations sur la base de théorie de l’océanographie. Les cours portent sur  les 
caractristiques de la mer, topographie des fonds océaniques, le phénomène de marée, etc. La formation est 
appliquée suivant la méthode des cours participatifs en utilisant l’audiovisuel. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux, Jeunes futurs pêcheurs, population comorienne, étudiants et élèves. 
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed, - Affane Nounou Amil, 

- Fazouile Bourhane 

 
 

8.4.3.3. Conduire une vedette et Navigation côtière 

CN0001 Pratique de conduire une vedette de 6m de longueur (une expérience) 1jour 
 Les cours  portent sur  les pratiques de conduire une vedette de 6m de longueur en fibre de verre 
(Manipulation de moteur hors-bord, Direction, Ancrage, Ramassage d’un objet en mer, etc.). On navigue 40 
minutes par participant dans la zone côtière.  
" Cible de participant : Jeunes futurs pêcheurs, population comorienne.  
" Nombre limite : 4 personnes/sortie 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed, - Fazouile Bourhane 
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CN0002 Pratique de conduire une vedette de 9m de longueur (une expérience) 1jour 
 Les cours portent sur les pratiques de conduire une vedette de  9m de longueur en fibre de verre (Manipulation 
de moteur hors-bord, Direction, Ancrage, Ramassage d’un objet en mer, etc.). On navigue 40 minutes par 
participant dans la zone côtière.  
" Cible de participant : Jeunes futurs pêcheurs, population comorienne.  
" Nombre limite : 6 personnes/sortie  
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, - Elamine Youssouf Mohamed, - Fazouile Bourhane 
 

 
 
 
CN0010 Navigation côtière 10jours 
 Expliquer sur la base de technique de navigation (Mesure la distance et vitesse, Carte marine, Latitude et 
longitude, Compas magnétique, Utilisation de la règle de navigation, Programmation de navigation, etc.). A la 
fin on mesure la position en utilisant la méthode de relèvement croisé et l’utilisation de GPS. Les participants 
doivent connaître le calcul simple mathématique.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Population comorienne.  
" Nombre limite : 6 personnes/sortie 
" Conférencier : - Ibrahim Saidi, Elamine Youssouf Mohamed, - Affane Nounou Amil, 

- Fazouile Bourhane 

 
 
 
8.4.3.4. Valorisation des produits halieutiques 

VP0001 Manutention de poissons pour la pêche. 1-2jours 
 Expliquer et pratiquer sur les étapes d’action chimique de poisson sous différentes conditions de manutention 
en utilisant l’appareil. On expose une méthode de manutention idéale de poisson sur l’embarcation. Ensuite les 
programmes optionnels (la notion de l’hygiène et sanitaire, l’HACCP, l’Examen sensoriel, l’aiguisage de 
couteaux, etc.) peuvent être ajoutés dans les cours. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Population comorienne.  
" Nombre limite : 10 personnes/formation 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir, -Elamine 

Youssouf Mohamed 
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VP0010 Production d’un poisson salé et séché. 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur le poisson salé et séché. Et pratiquer des produits selon l’étape de la fabrication. 
Les participants peuvent estimer le résultat par la dégustation du produit. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs, associations féminines, femmes 

transformatrices de poissons, les femmes de pêcheurs, Population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 personnes/formation 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir, -Elamine 

Youssouf Mohamed,  
 

 
 
 
VP0011 Production de poisson et de poulpe fumés. 1jour 
 Expliquer l’introduction sur le poisson et poulpe fumés. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel 
de l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat par la dégustation du produit. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs, association féminine, les femmes de 

pêcheurs, femmes transformatrices de poisson, population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir, -Elamine 

Youssouf Mohamed,  

 
 
 
VP0012 Production de la boulette de poisson. 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur la boulette de poisson. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel de 
l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat par dégustation goûter le produits. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Association féminine, les femmes de 

pêcheurs, Population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  
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VP0013 Production de l’hambourger de poisson. 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur l’hambourger de poisson.Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel de 
l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat par dégustation du produit. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Association féminine, les femmes de 

pêcheurs, Population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  
 

 
 
 
VP0014 Production de la pate de poisson. 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur la pate de poisson. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel de 
l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat par dégustation du produit. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes pêcheurs futures. Association féminine, les femmes de 

pêcheurs, Jeunes pêcheurs future, population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  
 

 
 
 
VP0016 Production du Namaribush. 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur le Namaribush. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel de 
l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat pardégustation du produit. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Association féminine, les femmes de 

pêcheurs, Population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  
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VP0017 Production du poisson pané 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur du poisson pané. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel de 
l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat par dégustation du produit. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Association féminine, les femmes de 

pêcheurs, Population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  

 
 
 
VP0018 Production du Ketcha sénégalais 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur du Ketcha sénégalais. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel de 
l’ENPMM. Les participants (Futurs pêcheurs, association féminine, les femmes de pêcheurs, population 
comorienne, etc.) peuvent estimer le résultat par dégustation du produit,   
" Nombre limite : 10 personnes/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  
 

 
 
 
VP0019 Production de la conserve de poisson 1-2jours 
 Expliquer l’introduction sur de la conserve de poisson. Et pratiquer la fabrication des produits selon le manuel 
de l’ENPMM. Les participants peuvent estimer le résultat par dégustation du produit. 
"  Participants cibles : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Association féminine, les femmes de 

pêcheurs, Population comorienne, etc.  
" Nombre limite : 10 persons/fois 
" Conférencier : - Affane Nounou Amil, - Antufou Mouhamadi,  - Mohamed Alimoundhir,  
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8.4.3.5. Mécanique Générale  

MG0001 Les mesures et la manipulation des machines mécaniques 1-5jours 
 Expliquer sur la base des mesures et leurs unites. Les participants fabriquent de petits objets avec les machines 
mécaniques (Perceuse en colonne et Presse Meleuse, etc.) et les appreils de mesure.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futures pêcheurs. Population comorienne.  
" Nombre limite : 20 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
 

 
 
 
MG0002 Soudure 1jour 
 Expliquer sur la base de technique de sodure. Les participants pratiquent la soudure dans différentes conditions.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futures pêcheurs. Population comorienne. 
" Nombre limite : 5 personnes/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
 

 
 
 
MG0003 Base de l’électricité 1jour 
 Expliquer sur la base de technique d’électricité. Les participants pratiquent sur la canalisation des fils 
électriques et de trouver la solution aux problèmes. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futures pêcheurs. Population comorienne.  
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
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8.4.3.6. Mécanique Marine 

MM0001 Notion de mécanique marine 1-5jours 
 Expliquer sur le fonctionnement du moteur marin en utilisant les coupes de moteur et quelque maquette. Le 
cours comporte les options sur le Cycle, Diagramme réel, Distribution, Transmission, Combustion, Carburation, 
Système de renfroidissement Eléctronique, etc.   
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
 

 
 
 
MM0002 Application de l’huile de moteur hors-bord 1jour 
 Ce cours spécial est très important pour l’application de l’huile de moteur hors-bord.  
La plupart de pêcheurs comoriens appliquent un mauvais dosage de l’huile de moteur dans le carburant. C’est 
une des causes de diminution de la durée vie du moteur et augmente la dépense des pêcheurs. L’ENPMM 
enseigne présente sur la qualité et le graissage correct du moteur marin.  
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
 

 
 
 
MM0003 Diagnostic de moteur en cas de panne et Réparation provisoire 1-5jours 
 Ce cours spécial est très important pour solutionner en cas de problème de moteur hors-bord en mer. L’ 
ENPMM apporte plusieurs solutions en cas de problème technique en mer. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
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MM0004 Composition d’un moteur hors-bord 1-5jours 
 Le cours porte sur l’entretien d’un moteur hors-bord. Les participants apprennent la composition du moteur 
hors-bord en pratiquant le montage et le démontage grâce aux matériels pédagogiques. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
 

 
 
 
MM0005 Composition d’un moteur diesel 1-5jours 
 Le cours porte sur l’entretien d’un moteur diesel. Les participants apprennent la composition du moteur 
hors-bord par la pratique du montage et démontage grâce aux matériels pédagogiques. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Bourahima Massoundi, - Abdoulatuf Chaquir 
 

 
 
 

8.4.3.7. Base de froid 

BF0001 Notion d’un système frigorifique 1-5jours 
 Expliquer sur le fonctionnement d’un système frigorifique, ainsi la machine de glace, le réfrigérateur et le 
congélateur. Le cours utilise un simulateur frigorifique, pour montrer visuellement le cycle de réfrigération. A la 
fois, on présente la dégradation de l’environnement par le gaz/fluoré, et des unités de réfrigération du système 
international (SI).   
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs s. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Abdoulatuf  Chaquir, - Bourahima Massoundi, - Ahamed Mohamed 
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8.4.3.8. Autre programme 

AP0001 Gestion et Comptabilité pour petite entreprise individuelle 1-3jours 
 Expliquer sur la notion de gestion, la comptabilité, marketing, et le moyen de micro-crédit pour la petite 
entreprise familiale. Le cours longue durée (3jours), il y a un programme optionnel sur la pratique d’élaboration 
d’un business plan par la formation participative. 
" Cible de participant : Pêcheurs locaux et Jeunes futurs pêcheurs. Population comorienne, Associations 

féminines, etc. 
" Nombre limite : 5 persons/fois 
" Conférencier : - Attomane Oussene, - Ibrahim Saïdi, - Mohamed Alimondhir 
 

 
 
 
AP0002 Organisation de conférence, réunion, ateliers techniques, etc. 1-3jours 
 L’ENPMM est disponible à accueillir l’organisation de conférence, réunion, ateliers techniques, etc. sur les 
différents domaines. Le programme est négociable entre l’ENPMM et les clients.  
" Cible de participant : Population comorienne, etc. 
" Nombre limite : 80 persons/fois 
" Conférencier : -  
 

 
 

 

9.  SIMULATION POUR LA PERSPECTIVE DE LA FORMATION 

NOTE : Les ressources étant limitées pour couvrir en totalité le programme d’activités de formation, 

l’ENPMM usera le budget de la situation (I) pour l’année académique 2014/2015. Mais en 

cas d’amélioration, le budget de la situation (II) pourrait être applicable.     
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9.1. Cas de 3.350.000kmf de budget (fonds) de roulement (Situation I)  

 

 
 

 

ARTICLE P.U. Quantité KMF

1. Frais Généraux    2,154,000
1.1 Frais de Service Général    1,734,000
  - Dépenses de persoonel     250,000            1      250,000
  - Frais EDA     430,000            1      430,000
  - Facture EDA (pompe)     125,000            1      125,000
  - Téléphone       10,000            1        10,000
  - Utilisation de l'ADSL       18,500          12      222,000
  - Frais Matériel Administratif     697,000            1      697,000

1.2 Déplacement inter îles      420,000
  - Frais aérien inter-îles à l'encadrement             -
  - Frais aérien inter-îles administratif       65,000            3      195,000
  - Frais aérien inter-îles des Formateurs             -
  - Allocation (1personne x 3jours) (25.000fc par jour/personne)       25,000            9      225,000
  - Location de voiture             -

2. Frais pour la Formation    1,196,000
2.1. Formation sur Froid             -
  - Combustible (y compris huile /contre coupure de courant) →Comité
Glace

            -

  - Entretien →Comité Glace             -

2.2. Formation avec des Bateaux      730,000
  - Huile        1,500          20        30,000
  - Combustible bateaux           650      1,000      650,000
  - Entretien bateaux et moteurs (résine, peinture, etc.)       50,000            1        50,000

2.3. Formation de pêche (sauf  frais de bateau)      100,000
  - Approvisionnement en intrans     100,000            1      100,000

2.4. Formation pour mécanique         69,500
  - Combustible           650          50        32,500
  - Fournitures       30,000            1        30,000
  - Pétrole           350          20         7,000

2.5. Formation pour transformation de poisson      260,000
  - Poisson frais        1,500         150      225,000
  - Matières premières (sel, bois, ingrédients de  préparation, gaz, etc...)       35,000            1        35,000

2.6. Véhicule 4x4        36,500
  - Carburant et lubrifiant           550          30        16,500
  - Entretien       20,000            1        20,000
  - Assurance             -           -             -

2.7. Bibliothèque             -
  - Renouvellement de livres spécialisés             -             -

3. Spot publicitaire             -
  - Panneau signaletique             -
  - Posters             -
  - Dépliants             -

TOTAL    3,350,000

La formation continue sera limitée uniquement à Anjouan pour 2014/2015.

Budget limitatif à 3350 000 KMF 2014/2015
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9.1. Cas de 15.350.000kmf de budget (fonds) de roulement (Situation II )  
 

 

 

 

 

ARTICLE P.U. Quantité KMF

1. Frais Généraux   10,672,500
1.1 Frais de Service Général     3,067,500
  - Dépenses de persoonel      250,000            1       250,000
  - Frais EDA      430,000            1       430,000
  - Facture EDA (pompe)       96,800            1        96,800
  - Téléphone       10,000            6        60,000
  - Utilisation de l'ADSL       18,500           12       222,000
  - Frais Matériel Administratif    2,008,700            1     2,008,700

1.2 Déplacement inter îles     7,605,000
  - Frais aérien inter-îles à l'encadrement       65,000            2       130,000
  - Frais aérien inter-îles administratif       65,000            3       195,000
  - Frais aérien inter-îles des Formateurs       65,000           42     2,730,000
  - Allocation (1personne x 3jours) (25.000fc par jour/personne)       25,000         150     3,750,000
  - Location de voiture       25,000           32       800,000

2. Frais pour la Formation     3,977,500
2.1. Formation sur Froid              -
  - Combustible (y compris huile /contre coupure de courant)
→Comité Glace

             -

  - Entretien →Comité Glace              -

2.2. Formation avec des Bateaux       780,000
  - Huile         1,500           20        30,000
  - Combustible bateaux           650       1,000       650,000
  - Entretien bateaux et moteurs (résine, peinture, etc.)      100,000            1       100,000

2.3. Formation de pêche (sauf  frais de bateau)       200,000
  - Approvisionnement en intrans      200,000            1       200,000

2.4. Formation pour mécanique       177,500
  - Combustible           550           50        27,500
  - Fournitures      100,000            1       100,000
  - Autres combustibles (gaz, pétrole…ect)       50,000            1        50,000

2.5. Formation pour transformation de poisson     1,590,000
  - Poisson frais         1,500         900     1,350,000
  - Matières premières (sel, bois, ingrédients de préparation, etc...)       40,000            6       240,000

2.6. Véhicule 4x4     1,030,000
  - Carburant et lubrifiant           550         600       330,000
  - Entretien      100,000            1       100,000
  - Assurance      600,000            1       600,000

2.7. Bibliothèque       200,000
  - Renouvellement de livres spécialisés       20,000           10       200,000

3. Spot publicitaire       700,000
  - Panneau signaletique      200,000            1       200,000
  - Posters         1,000         300       300,000
  - Dépliants           200       1,000       200,000

TOTAL   15,350,000

La formation continue dans les îles sera exécutée pour 2014/2015.

Budget limitatif à 15 350 000 KMF 2014/2015
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10.  AUTRES SERVICES DE COMMANDE 

10.1.  Vente de glace  

La fabrique et la vente de glace doivent être conduites par le Comité Glace de l’ENPMM.  

La recette par la vente de glace sera déposée et utilisée uniquement pour la maintenance et la 

réparation de l‘Unité de machine à glace. Le comité glace doit nettoyer et entretenir constamment 

l’Unité de machine à glace en bon état. Le comité glace doit enregistrer la quantité restante de pièces 

de rechange, etc., si nécessaire, il doit demander à l’avance l’achat de pièces de rechange et autres 

accessoires au comité consultatif pour avis.Pour cela, la recette sera réservée et la motivation 

(indemnités d’heures supplémentaires) sera réduite autant que possible. 

Le rôle du comité de glace est décrit ci-dessous : 

1) Etablir le programme opérationnel de fabrique de glace.  

2) Maintenir quotidiennement la machine et les équipements en bon état.  

3) Disposer des vendeurs (vendeuse) de glace. 

4) Inscrire les informations sur la recette et la dépense pour la vente de glace dans une note réservée. 

5) Ouvrir une souscription de vente de glace par les clients, et être prêt pour le stock de glace avant 

que les clients viennent à l’ENPMM.  

6) Etablir le prix de vente de glace.   

7) Etablir le programme d’utilisation de revenus de glace.  

 

<Spécification et la capacité de la machine de la glace> 

Capacité de production de glace 3 t/jour. 
Forme de la glace Glace en flocons. 
Système de condensation Système de condensateur refroidi par air. 
Système de refroidissement R-404A, expansion directe, sec. 
Alimentation 380 V, 50 Hz, triphasé. 
Type d’eau brute Eau douce. 

 

 
 

 

10.2.  Service de Réfrigérateur  

L’utilisation du réfrigérateur doit être conduite par le Comité Glace de l’ENPMM.  
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Le rôle du comité de glace: 

1) Etablir le programme opérationnel du réfrigérateur.  

2) Maintenir quotidiennement la machine et les équipements en bon état.  

3) Disposer des services du réfrigérateur.  

4) Inscrire les informations sur la recette et la dépense pour le service du réfrigérateur dans une note 

réservée.  

5) Ouvrir une souscription du service du réfrigérateur par les clients, et être prêt pour le service 

avant que les clients viennent à l’ENPMM.   

6) Etablir le prix de service du réfrigérateur.   

7) Etablir le programme d’utilisation de revenus par le service du réfrigérateur.  

 

<Spécification et la capacité de réfrigérateur> 

Construction préfabrication avec panneaux isolants d’uréthane pour le plafond et le 
mur en matériaux isolants de 125 mm avec du mortier pour le sol 

Capacité de stockage 20 m3 
Système de condensation Refroidissement par air 
Système de refroidissement R-404A, expansion directe, sec. 
Alimentation 380 V, 50 Hz, triphasé. 
Température de maintenance +1 ºC 
 

 
 

<Plan de l’entretien> 

 1 
Jan 

2 
Fév 

3 
Mar 

4 
Avr 

5 
Mai 

6 
Juin 

7 
Juil 

8 
Aoû 

9 
Sep 

10 
Oct 

11 
Nov 

12 
Déc 

Formation initiale             
Repos et réparation             
Formation à la demande             

 

 

10.3.  Service de Salle de réunion 

L’utilisation de salle de réunion doit être autorisée par le Directeur de l’ENPMM.  

Les prescriptions de l’utilisation de salles de réunion sont décrites ci-dessous : 
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1) Le tarif d’utilisation de la salle de réunion est arrêté comme suit : 

Administration comorienne 10.000kmf/fois/jour 
ONG, Projet local sans un projecteur vidéo. 15.000kmf/fois/jour 
ONG, Projet local avec un projecteur vidéo. 25.000kmf/fois/jour 
Organisation internationale 40.000kmf/fois/jour 
  

2) D’après les principes, l’utilisateur doit nettoyer la salle après usage.En cas de non nettoyage de la 

salle par l’utilisateur celui-ci doit payer 2.500kmf à l’ENPMM.  

3) La recette du service de la salle de réunion doit être inscrite pour la dépense de matériels dans une 

note réservée.  

 

<Spécification de salle de réunion> 

Supercifie 78 m2 

Capacité de la salle  80 personnes 
Service des équipements Tables, Chaises, Projecteur 
Parking autos 15 véhicules 
Alimentation 220 V, 50 Hz 

Services électriques L’énergie électrique des installations de l’ENPMM est fournie par 
l’électricité publique. 

 

 
 

 

10.4.  Service de Salle de classe 

L’utilisation de la salle de classe doit être autorisée par le Directeur de l’ENPMM.  

Les prescriptions de l’utilisation de la salle de classe sont décrites ci-dessous : 

1) Les tarifs d’utilisation de la salle de classe : 

Administration comorienne 10.000kmf/fois/jour 
ONG, Projet local sans un projecteur vidéo. 15.000kmf/fois/jour 
ONG, Projet local avec un projecteur vidéo. 25.000kmf/fois/jour 
Organisation internationale 40.000kmf/fois/jour 
 

2) Suivant les principes, l’utilisateur doit nettoyer la salle après service. En cas de livraison de la 

salle par l’utilisateur sans nettoyer, il doit payer 2.500kmf à l’ENPMM.  

3) La recette du service de la salle de classe doit être inscrite pour la dépense de matériels dans une 

note réservée. 
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<Spécification de la Salle de classe> 

Supercifie 51 m2 
Capacité de personnes 25 personnes 
Service des équipements Tables, Chaises, Projecteur  
Parking autos 15 véhicules 
Alimentation 220 V, 50 Hz 

Services électriques L’énergie électrique des installations de l’ENPMM est fournie par 
l’électricité publique. 

 
 

 

10.5.  Service de l’internat 

L’utilisation de l’internat doit être autorisée par le Directeur de l’ENPMM.  

Les prescriptions de l’utilisation de l’internat sont préscrites ci-dessous : 

1) Le tarif d’utilisation de l’internat par les élèves est fixé selon le cas. 

2) Suivant les principes, l’utilisateur doit nettoyer après usage de la salle. En cas de livraison de la 

salle sans nettoyer, l’utilisateur doit payer 2.500kmf à l’ENPMM.  

3) Après service, l’Utilisateur doit rendre toutes les clefs de l’internat. 

4) En cas d’endommager exprès l’installation, utilisateur doit indemniser 100%. 

<Spécification de l’internat> 

Supercifie 24 m2/chambre 
Capacité de personnes 24 personnes 
Nombre limite d’une pièce 4 personnes 
Nombre de pièces (chambres) 6 chambres 
Les équipements par pièce 4 lits, 4 tables, 4 chaises, 4vestiaires,  

Service électrique L’énergie électrique des installations de l’ENPMM est 
fournie par l’électricité publique. 
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10.6.  Les embarcations de la formation 

Il y a quatre (4) embarcations avec 8 moteurs hors-bord à l’ENPMM.  

Les embarcations sont gérées par le Comité d’exploitation bateau de l’ENPMM. Le comité doit 

assurer la sécurité des personnes à bord et de la navigation des vedettes. Pour cela, le comité doit 

employer tous les moyens pour entretenir les vedettes et les moteurs en bon état. En principe, il est 

interdit de prêter les embarcations et les moteurs pour les personnes extérieures. Cependant, en cas 

d’urgence, les embarcations peuvent être mises en service sur autorisation du Directeur de l’ENPMM, 

à ce moment, le tarif sera décidé selon le cas. 

Les rôles du comité de bateau sont décrits ci- dessous : 

1) Etablir le programme opérationnel des embarcations et des moteurs.  

2) Maintenir quotidiennement les embarcations et les moteurs en bon état.  

3) Inscrire les informations sur la navigation y inclus la consommation des carburants dans une note 

réservée.  

4) <Spécification des embarcations> 

Embarcations Deux (2) vedettes : 6m longueur en FRP  
Deux (2) vedettes : 9m longueur en FRP 

Moteurs Quatre (4) moteurs : YAMAHA 40cv en essence 
Quatre (4) moteurs : YAMAHA 15cv en essence 

Accesoires Fourniture Echo-sondeurs, GPS, Ancres et cordage, autres matériels nécessaires. 
 

 
 
 
<Plan de l’entretien> 

 1 
Jan 

2 
Fév 

3 
Mar 

4 
Avr 

5 
Mai 

6 
Juin 

7 
Juil 

8 
Aoû 

9 
Sep 

10 
Oct 

11 
Nov 

12 
Déc 

Formation initiale             
Repos et réparation             
Formation à la demande             

 

 

10.7.  Véhicule 

Le véhicule consomme énormément de combustible, les utilisations sans plan bien défini du véhicule 

pèsent au budget annuel de l’ENPMM et entravent l’exécution des formations. Le véhicule sera utilisé 

par nécessité de service cité ci-dessous et ne sera pas utilisé à des fins personnelles. Le bus sera utilisé 
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pour les affaires insignifiantes. En cas d’utilisation du véhicule, les utilisateurs doivent obtenir 

l’accord préalable du comité de gestion matériel. Le comité de gestion matériel doit garder la clef, 

nettoyer et entretenir constamment le véhicule en bon état. 

! Transport urgent des patients. 

! Déplacement pour la formation dans l’île d’Anjouan (sauf le déplacement à l’aéroport)  

! Transport de matériel de formation lourd   

! Traction des vedettes 

 

10.8.  Matériel bureautique 

<Ordinateurs> 

Le comité gestion matériel doit renouveler (ou acheter) les softwares d’antivirus à la fin de contrat 

avec la société de software pour 12 ordinateurs (de bureau et portable) et donner des conseils aux 

utilisateurs de mettre à jour ces softwares par internet. Si un ordinateur aurait été contaminé par le 

virus, toutes les mesures doivent être prises immédiatement. L’ENPMM doit étudier le moyen 

d’installation de software et d’entretien, ne sous-traiter pas ce travail. 
< Potocopieur> 

Car l’Anjouan a beaucoup de coupure de courant, le papier est bouché facilement dans le 

photocopieur. En cas où le papier est bouché, le papier doit être arraché doucement sans qu’il soit 

déchiré. En cas de panne, l’utilisateur doit déclarer honnêtement sur la situation de panne. 
< Imprimante> 

  La tête d’impression doit être nettoyée régulièrement. 

 

10.9.  Les documents techniques 

Il y a plus de 160 livres et documents dans l’ENPMM. Les documents doivent être contrôlés par le 

Comité bibliothèque de l’ENPMM. En principe les livres et les documents doivent être au service 

profités par des enseigants et personnel de l’ENPMM. Donc, il est interdit de prêter les livres et les 

documents pour les personnes extérieures.  

 Rôle du comité bibliothèque: 

1) Etablir le programme opérationnel de la bibliothèque.  

2) Confirmer quotidiennement le stock des documents de l’ENPMM.  

3) Inscrire les informations sur les livres et documents sortis sous forme de prêt dans une note 

réservée. 

<Liste de livres et documents techniques> 
N˚ TITRES AUTEUR 
1 Principaux poisson aux Comores ENPMM 
2 Manuel scolaire ENPMM 
3 Note de cours ENPMM 
4 Atlas mondial de l’eau Salif Diop 
5 De l’HACCP à l’ISO 2000 et sécurité des aliments Didier Blan 
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6 Tirer parti d’un jardin rikiki  Robert Elger 
7 Guide le Plâtrier Isabelle Calin 
8 Guide de plongée Laurent Lalo 
9 Le guide de la construction en bois Garry Jean-François  

10 Savoir réparer et rénover son bateau en polyester Frères Gougeon 
11 Restaurer, entretenir les bateaux en bois Xavier Buhat-Launay 
12 Entretenir le polyester, résines, antifouling, osmosis  Jean_phlilppe malice 
13 Classification Phylogénétique du Vivant Guillaume Lecointre 
14 Déchets, effluents et pollution Christain Ngô 
15 Guide du Traitement des déchets 5 édition Alain Damien 
16 plus de poissons à la criée (menaces sur les réserves mondiales Frédéric Denhez 
17 La mer en300 questions/ réponses Vincent Ablouy 
18 Life, Fish, and Mangroves (Resource governance in coastal Melissa Marschke 
19 La transformation des aliments C.Oudot  
20 Que faire des déchets ménagers A le Bozecs 
21 Introductions d'espèces dans les milliers aquatiques Jean-Nicolas Beisel 
22 La chasse sous-marin Pascal Catry 
23 Manuelle de synthèse Ecologie Roland Brandl 
24 Des poissons d'élevage Gulf Stream 
25 La vie sous-marine Patrich Louisy 
26 Ecologie chimique Anne-Geneviève 
27 Biodiversité en environnement marine Philippe Goullrtquer 
28 La biologie Jean-Pierre Cagnat 
29 Gyotaku Musée de Concarneau 
30 Créer un aquarium d'eau de mer Christian Piednoir 
31 Les Algues Ifremer, Pierre Arzee 
32 Mollusques Micheline Martoja 
33 Guide des homards, crabes, langoustes, crevettes L. Falciai 
34 HARRAP’S SHORTER DICTIONNAIRE Peter Collin 
35 LE PETIT ROBERT2012 Joseffe Rey-Debove 
36 DICTIONNAIRE DE LA MER JEAN MARRIEN   
37 Atlas mondial des poisons marins Helmut Debelius 
38 Dictionnaire maritime thématique anglais et français A. Bruno 
39 Dictionnaire anglais-français du commerce maritime G. Figuiere 
40 Aide-mémoire formulaire du froid Pierre Rapin  
41 Pratique de du froid-4ème édition   Serde Sandre  
42 Livre de l’élève Technique du froid Philippe Amaud 
43 Les bases du froid Francis Cabeza 
44 Réussir l'attestation d'aptitude à la manipulation des fluides frigorigènes C, Tangy, C,Lucas 
45 Business model A. Osterwalder 
46 Comprendre l'économie Jérôme Gautié 
47 Créer son entreprise Carine Sfez 
48 La Boîte à outils de la Comptabilité Buruno BACHY 
49 Le Marketing André Cavanol 
50 Management stratégique des organisations Chtherine Viot 
51 Pas si dur d'entreprendre Delacharleries 
52 Excel 2010 – Maîtrisez les fonctions avancées du traitement eni édition 
53 Excel 2010 – Maîtrisez les fonctions avancées du tableur eni édition 
54 Bien installer l'électricité à bord Greiff Wlihelm 
55 Marine Diesel Engines Nigel Calder 
56 Marine Electrics & Electronics Bible  Payne John 
57 RVA ELECTRICS HANDBOOK Andrew Simpson 
58 Le soudeur Lehembre 
59 La climatisation Digout 
60 Les Bases du dessin Technique, Métiers de la mécanique G.Paquet 
61 L’électricité dans l’habitant  Kerboud 
62 Manuel vagnon du moteur hors-bord Oliver Marcel 
63 Le vagnon du Bateau Moteur (Tout Savoir pour Naviguer) Marcel Oliver 
64 Manuel vagnon du moteur diésel Oliver Marcel 
65 Le moteur diesel, hors-bord : surveiller, entretenir, dépanner  Malice Jean-Philippe 
66 L’électricité à bord : 12 volts-230volts : Surveiller, Entretenir Malice Jean-Philippe 
67 Electrotechnique Tome1 Jean-paul Pagetta 
68 Electrotechnique Tome2 Jean-paul Pagetta 
69 Electrotechnique Tome3 Jaen-Paul Pagetta 
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70 Guide de Mécanique Jean-louis Fanchon 
71 Guide des Sciences et Technologies Industrielles Jean-louis Fanchon 
72 La soudure à l'arc électrique 3e édition J-C Guichard 
73 Les Soudures à la Flamme Jean-Michel Jorion 
74 Mémotech génie énergétique P, Dal Zotto 
75 Mémotech plus Métiers de l'électrotechnique R,Bourgeois 
76 Petites Réparations Carrosserie Sylvie & Franck  
77 Soudage Mathématique appliquées N Marion 
78 Utilisation un multimètre Dominique Bohn 
79 Le statistique sans formule mathématique  Bernard phliPe  
80 Guide pratique du GPS Correia Paul 
81 Mille pistes mer Lous-Marie 
82 Test option côtière Alain Nicoleau 
83 Petit manuel de météo marine  Nathalie Hirsch 
84 Toutes les pêches à pied Ander Pejouan 
85 Mémento Vagnon Prévisions Météorologiques Alan Watts 
86 La météo pour les plaisanciers Claire de Nomazy 
87 Océanographie générale Patrick Geistdoerfer 
88 Manœuvres de port et de mouillage  Ivar Dedekam 
89 Les clés des REGLES DE COURSE 2009 - 2012 Marc bouet 
90 Du bon usage de la carte marine et du GPS Chapuis Olivier 
91 Marées, Vents et Courants Jean-LOUIS Guéry 
92 Bien préparer SA METEO en 140illustarations Sylvain Mondon 
93 Bien utiliser Sondeur, Loch, Girouette et Pilote Automatique Frédéric Augendre 
94 Bien utiliser le radar à bord Avis Robert 
95 Les bons réglages de votre voilier en 150 illustrations Ivar Dedekam 
96 Comprendre l’Art de la Navigation et le pont Austro  Ivar Dedekam 
97 La mer en300 questions/ réponses Vincent Ablouy 
98 TEST Option côtière Alain Nicleau 
99 CODE Option côtière1 Alain Nicleau 

100 CODE Option côtière2 Vincent Albouy 
101 LE BALISAGE et les signaux maritimes Jean Luise Guéry 
102 LIVRE DE BORD N.K 
103 Intégrer les énergies renouvelables Alain Filloux 
104 Le climat à découvert (outils et méthodes en recherche climatique Catherine Jeandel 
105 Changements climatiques et biodiversité Robert Barbault 
106 Gestion des déchets (Réglementation organisation, mise en œuvre) Thomas Rogaume 
107 Code option" eaux intérieures Jacques Boulissière 
108 La météorologie J.Oldani 
109 Glossaire d'hydrologie et de potamologie Pascal saffache 
110 Sécurité Pratique F F Voile 
111 Petit manuel de médecine de bord Tony meisel 
112 Guide des urgences en mer Jean-Yves chanve 
113 Urgences à bord Emmanuel Cauchy 
114 Comment réussir tous les nœuds Collectif 
115 Poissons et fruits de mer 300 recettes gourmandes Alexander Nicolas 
116 Toutes les pêches côtières en petit bateau Andre pejouan 
117 La pêche en mer à bord d’un bateau Patrick Sébile 
118 Les Lignes. Pêche Professionnelle en mer et pêche de Loisirs Gérard deschamps 
119 La pêche en mer Odile clerc 
120 La pêche à pied Philippe Urvois 
 

 

10.10.  Les équipements et matériels pédagogiques 

Les équipements et matériels pédagogiques sont gérés par l’enseignant reponsable. En principe, tous 

les équipements et matériels pédagogiques sont entreposés dans le magasin. 
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<Liste de pricipaux équipements et matériels pédagogiques> 
Domain Pricipaux équipements et matériels pédagogiques Quantité 

Engins de ligne de pêche, traînant, et les palangres. pour 2ans 
Filets maillants  10 jeux 
Echantillons des engins de pêche (Nasse, appât artificiels, etc.) 1 jeu 
Outils et engins de pêche 30 jeux 
Pots de poulpe 100 pcs 
Flotteurs dia.30cm 200 plus 

Pêche  

Echo sondeur 4 jeux 
Compas magnétique 10 plus 
Carte Marine 30 plus 
Outils de navigation 50 jeux 
GPS portable 10 pcs 
Gilet de sauvetage 50 pcs 
Bouée de sécurité 2 pcs 
Simulateur pour le massage cardiaque 1 jeu 
Baromètre 5 pcs 
Anémomètre 2 pcs 
Thermomètre 2 pcs 
Echantillonneur de fond 1 pc 
Courantomètre 1 pc 
Echelle de Forel 1 pc 
Bouteille de NANSEN 1 pc 
Microscope portable 1 pc 

Navigation et 

Sécurité en mer 

Océanographie 

Filet de plancton 1 pc 
Four pour les produits fumés type1 1 jeu 
Four pour les produits fumés type2 4 jeux 
Etalage pour les poissons séchés 1 jeu 
Outils de transformation des poissons 50 jeux 
Appareils de traitement de poisson (Thermomètre Salinomètre, etc.) 2 pcs 

Valorisation des 

produits halieutique 

Machine pour la fabrique de conserve. 1 jeu 
Outils générale pour 5ans 
Outils eléctrique pour 5ans 
Machine à Soudure  1 jeu 
Perceuse en colonne 2 jeux 
Presse 1 jeu 
Meleuse 1 jeu 
Compresseur 2 jeux 
Scie en colonne 2 jeux 
Palan eléctrique 1 jeu 

Mécanique générale 

Appareils pour les mesures 1 série 
Coupe de moteur hors-bord 1 jeu 
Coupe de moteur diesel 1 jeu 
Moteur hors-bord 15cv 1 jeu 
Moteur diesel 1 jeu 

Mécanique marine 

Outils spéciaux pour moteur hors-bords 1 série 
Système frigorifique Simulateur du système frigorifique 1 jeu 
Autres Tableaux pédagogique 10 séries 
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1.	
 エンドライン調査の概要	
 

 
	
 本調査は、プロジェクト活動によるインパクトを、可能な限り客観的なデータを用いて測定し、

今後の類似案件に寄与する目的で実施された。	
 

	
 調査の対象は、表 1 に示す通り、プロジェクト活動のカウンターパートなる水産学校教職員、新

規参入予定者（本科生）訓練修了者、短期漁民訓練参加者、および一般市民とし、定性的なデータ

として、ベースライン調査結果、各種アンケート調査や試験結果、終了時に実施したエンドライン

調査結果などを用いる。また、中間レビューおよび終了時評価から得られた提言等も、定性的な評

価材料として活用する。	
 

 
表 1	
 エンドライン調査項目	
 

分	
 野 評価項目 指標および指標となるデータ 
組織運営 問題点と改善点の定性的な評価 

水産学校 
教職員の人材育成 勤務表、士気、自主的な活動事例、成果品の完成 
訓練手法の改善 訓練手法による比較評価 
受講生の満足度 アンケート調査、視察、本科生との面談・協議 本科生訓練 

経済活動および社会活動 進路状況（就職先の業態、業種、担当他） 
専門技術の活用・更新 アンケート調査、視察、漁民との面談・協議 

海難防止に関する改善 
ロープ、アンカー等が装備された漁民の割合、 
漁民間コミュニケーション活動の具体例 

船舶維持管理に関する改善 
適切なエンジンオイルの混合割合を適用している漁民数、 
視察等によるロワーユニットのオイル交換作業の確認 

短期訓練 

漁獲物処理に関する改善 鮮度管理や水産加工の取り組みなど 

広報効果 水産学校の位置づけ 水産学校の役割、存在感、社会的貢献など 

 
 
2.	
 水産学校および教職員に対するインパクト	
 

 
	
 水産学校運営に不可欠な要素として、①全体計画、②訓練プログラムの策定と実施、③教職員管

理、④施設、資機材・資金管理の 4 項目が挙げられる。これらの項目に沿って、プロジェクト開始

前とプロジェクト終了時の状況を表 2から表 10 に示し、必要に応じて今後の展望を付記する。	
 

	
 

2.1	
 全体計画	
 

表 2	
 水産学校全体計画に関するプロジェクト活動前後の状況	
 

プロジェクト開始前	
 

! 水産学校組織は人事を含め、1980 年代当時の旧態依然の体制から脱皮できないでいた。 
! 水産学校の役割や位置づけを明文化することなく、手探りの中で本科生訓練に着手した。 
! 外部からの基本的な照会に応えることができず、必要な資料も整備されていない。 
プロジェクト終了時	
 

! 組織や人員は従来通りとし、教職員全員の関与が可能となる運営委員会を創設した。これによ

り、学校運営に対して教職員がコミットメントできる機会（教職員会議）が 2年間で 4.2 倍に

増加し、組織の活性化と凝集性が高まったことが示唆された（図 1参照）。また、従来はブラ

ックボックスとなっていた会計情報も透明化されつつある。	
 



2	
 

 

! 水産学校の役割や位置づけがガイドラインやパンフレットにて明文化された。これにより、水

産学校の理念をメッセージとして外部機関に発信すると同時に、組織内部の士気向上・維持に

も活用できるようになった。	
 

今後の展望	
 

環境変化に応じて全体計画を見直し、ガイドライン等を更新する。 
 

 
 
 
 
	
 教職員会議の実施回数	
 

（諮問委員会、運営委員会）	
 

第 1年次：2011 年 4月‐2012 年 4月	
 4 回	
 

第 2年次：2012 年 5月‐2013 年 5月	
 15 回	
 

第 3年次：2013 年 7月‐2014 年 7月	
 21 回	
 

合計	
 40 回	
 

出展：プロジェクト月例報告書議事録 
図 1	
 教職員会議の実施回数の推移	
 

 
2.2	
 訓練プログラムの策定と実施	
 

表 3	
 訓練プログラムに関するプロジェクト活動前後の状況	
 

プロジェクト開始前	
 

! 2 年制の本科生訓練のみが実施されている。入学試験は学校施設・寮生受入人数の制約から隔

年募集となっている。訓練計画では 27 科目 1,755 時間の訓練を予定していたが、半数に近い

10 教科（養殖、道徳、情報、経済、水産加工、食品梱包、商品化、漁民救助、救急・衛生、水

産法規）は訓練実績がゼロとなっている。また、時間数も 902 時間と 51.4％の実績達成率にと

どまっている。	
 

! 資機材不足等から、訓練は座学講習に留まり、実技訓練は行われていない。実技訓練は、イン

ターンシップを活用し、一定期間の乗船勤務（民間）を経ることで卒業の要件を満たすものと

なっていた。しかし、結果として海難事故に巻き込まれ、2名の本科生が命を落としている。	
 

! わずか 30 名程度の本科生に対し、推定総額 250 万 KMF/年の投入費用と 2年間という時間が集

中する一方で、卒業生の 9割以上が水産業に従事していない。	
 

! 既存漁民への裨益が考慮されておらず、訓練効果が水産セクターに還元されていない。	
 

! 訓練教科全体の 43.8％が外部講師によって占められている。	
 

! 外部講師による訓練計画に対する実績は 56.2％で、水産学校専任教員の 70.5％に比べて低く、

訓練の質も著しく劣るとプロジェクトで判断された。	
 

プロジェクト終了時	
 

! 受講者ニーズを考慮したコース制を導入し、実習をグループ化することで 2年分のカリキュラ

ムを 1年に圧縮することが可能となった。したがって、同額の投入費用で 2倍のアウトプット

が得られる結果となった。	
 

! 複数担当制や教科の統合を進めた結果、本科生訓練実績が 51.4％から 104.6％に改善され、計

画を上回る実績となった。	
 

! プロジェクトによる技術移転の結果、外部講師への依存率が 44％から 16％に低下し、水産学校
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専任教職員による実績が 84％に達した。この結果、休講数が減少し、訓練の質も改善された。	
 

! 各種実習訓練機材、訓練船、テキスト類、展示教材などが整備され、漁村訪問型の短期漁民訓

練にも対応できる体制となった。	
 

今後の展望	
 

本科生と短期漁民訓練のカリキュラムの組み合わせを検討し、水産局や外部機関のニーズに呼応

した訓練を実施する。	
 

 
表 4	
 プロジェクト開始時の本科生訓練実績	
 表 5	
 プロジェクト期間中の本科生訓練実績	
 

	
 
科目	
 

計画	
 

時間数	
 

実績	
 

時間数	
 
達成率	
 科目	
 

計画	
 

時間数	
 

実績	
 

時間数	
 
達成率	
 

1	
 漁業技術	
 330	
 246	
 74.5	
 	
 漁業技術	
 150	
 165	
 110.0	
 	
 

2	
 航海	
 300	
 148	
 49.3	
 	
 航海	
 120	
 130	
 108.3	
 	
 

3	
 船舶機関	
 150	
 89	
 59.3	
 	
 海難防止	
 120	
 150	
 125.0	
 	
 

4	
 海洋生物	
 48	
 48	
 100.0	
 	
 海洋生物	
 70	
 70	
 100.0	
 	
 

5	
 FRP 造船	
 132	
 88	
 66.7	
 	
 海洋学	
 70	
 70	
 100.0	
 	
 

6	
 海洋学	
 42	
 42	
 100.0	
 	
 船舶機関	
 120	
 150	
 125.0	
 	
 

7	
 養殖	
 60	
 0	
 0.0	
 	
 機関一般	
 70	
 100	
 142.9	
 	
 

8	
 地球環境	
 30	
 20	
 66.7	
 	
 冷凍機器	
 40	
 30	
 75.0	
 	
 

9	
 電気	
 88	
 72	
 81.8	
 	
 FRP 造船	
 40	
 50	
 125.0	
 	
 

10	
 道徳	
 24	
 0	
 0.0	
 	
 水産加工	
 120	
 120	
 100.0	
 	
 

11	
 数学	
 44	
 20	
 45.5	
 	
 漁獲物処理	
 70	
 70	
 100.0	
 	
 

12	
 情報	
 64	
 0	
 0.0	
 	
 数学	
 30	
 20	
 66.7	
 	
 

13	
 会計	
 40	
 20	
 50.0	
 	
 会計	
 30	
 30	
 100.0	
 	
 

14	
 体育	
 54	
 20	
 37.0	
 	
 体育	
 30	
 25	
 83.3	
 	
 

15	
 英語	
 24	
 5	
 20.8	
 	
 英語／仏語	
 70	
 50	
 71.4	
 	
 

16	
 フランス語	
 28	
 28	
 100.0	
 	
 海洋実習	
 200	
 200	
 100.0	
 	
 

17	
 公民	
 20	
 20	
 100.0	
 	
 機関実習	
 200	
 200	
 100.0	
 	
 

18	
 経済	
 20	
 0	
 0.0	
 	
 水産加工実習	
 200	
 200	
 100.0	
 	
 

19	
 水産加工	
 25	
 0	
 0.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

20	
 食品梱包	
 60	
 0	
 0.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

21	
 商品化	
 20	
 0	
 0.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

22	
 漁民救助	
 40	
 0	
 0.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

23	
 企業経営	
 60	
 34	
 85.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

24	
 救急衛生	
 20	
 0	
 0.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

25	
 技術英語	
 20	
 2	
 10.0	
 	
 	
 	
 	
 	
 

26	
 水産法規	
 12	
 0	
 0.0	
 	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 

	
 合計	
 1.755	
 902	
 51.4	
 	
 	
 合計	
 1.750	
 1.830	
 104.6	
 	
 

＊1	
 紫印：実績ゼロの科目	
 

＊2	
 黄色：	
 	
 

	
 外部講師の委託による科目：プロジェクト開始前の水産学校専任教職員の占有率 56.3％（16 科目中 7科目）	
 

＊3：水色：	
 

	
 水産学校教職員による実績：プロジェクト終了時の外部講師の占有率 83.3％（18 科目中 15 科目）	
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表 6	
 本科生訓練一年制導入にともなう科目の統合	
 

2011 年度訓練科目	
 2013 年度訓練科目	
 変更理由	
 

養殖 海洋生物に統合 コモロ諸島において養殖業の実績がないため一般論に留める。 
道徳、情報 廃止 必要に応じて全校集会や臨時講習で対処。 
経済 会計に統合 緊急性を要する科目ではないため、統合の対象となる。 
食品梱包、商品化 水産加工に統合 関連科目のため、統合が適切。 
救急・衛生 海難防止に統合 海難防止の一つの対処方法として統合する。 
水産法規 漁業技術に統合 漁業技術に密接に関連するため、統合する。 
電気 機関一般に統合 機関一般に密接に関連するため、統合する。 

 
2.3	
 教職員管理	
 

表 7	
 教職員管理に関するプロジェクト活動前後の状況	
 

プロジェクト開始前	
 

! 水産学校では、水産利用/加工分野の訓練実績がないため、担当教員が存在しない。	
 

! 訓練船が配備されていないため、船の運航に不可欠な訓練（航海、操船、海難防止など）は外

部講師に委ねられていた。	
 

! 教員の欠勤等による休講が全体の 4割程度存在し、そのほとんどが外部講師によるものだった。	
 

! 教員のほとんどが、教科担当日以外には出勤せず、担当以外の教科に関心を示さない。教職員

の平均出勤割合は 20％強であり、出勤割合が 100％に達する教員が一人もいない（表 8）。	
 

! 本科生訓練修了後の進路について、教職員も学校側も関心を持たず、具体的な対策を講じない。	
 

プロジェクト終了時	
 

! 教員研修の枠組みを活用し、水産学校内にいる余剰人員の育成をはかった。この結果、水産科

学を専門とする教員と図書館司書の 2名が水産利用/加工分野を、そして、海洋学担当教員を航

海、海難防止教科の教員として育成した。その結果、従来は外部に委託していた 4教科を内包

化することに成功し、訓練の質が向上したほか、20 万 KMF 程度の経費圧縮が実現した。	
 

! 教員研修や OJT を通じて、本邦調達機材を導入した新たな訓練手法を導入した。たとえば、冷

凍機保守管理の訓練には、ヒートポンプシミュレーターを使うことで、目に見える形での冷凍

システムの訓練が可能となった。また舶用ディーゼルエンジンについては、水産学校の訓練実

績として乏しかったが、実機や各種測定機器を使った訓練が可能になった。	
 

! 視聴覚機器や情報機器のパソコンは、教職員の技術の更新や効率的な訓練に活用されている。	
 

! 漁業系教員に対する操船訓練を 1年間継続した結果、4名の漁業系教員が育成され、訓練船を

用いた海洋実習が可能となった。	
 

! 教員のほとんどが第 1年次に比べて出勤頻度を増加させており、講義の準備や技術情報の更新

などに費やしている。教職員の平均出勤割合も 60％に向上し、ほぼ毎日出勤する教員は 10 人

中 3～4人に達するようになった（表 8）。	
 

! 進路指導室が導入され、教職員と本科卒業生の関係が密になりつつある。	
 

今後の展望	
 

本科生訓練と短期漁民訓練を継続することで、技術の維持・更新をはかる必要がある。	
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表 8	
 プロジェクト開始時と終了時における教職員の出勤日数の比較	
 

第 1年次（2011 年 4月～10 月）	
 第 3年次（2013 年 4月～10 月）	
 
	
 	
 

教員イニシャル	
 

：学科	
 出勤実日数	
 出勤義務日数	
 実出勤割合	
 出勤実日数	
 出勤義務日数	
 実出勤割合	
 

改善

率	
 

1	
 E.Y.M：漁業科	
 117	
 163	
 71.8	
 	
 171	
 	
 165	
 	
 103.6	
 	
 31.9	
 	
 

2	
 I.S：漁業科	
 52	
 163	
 31.9	
 	
 117	
 	
 165	
 	
 70.9	
 	
 39.0	
 	
 

3	
 A.N：水産流通科	
 32	
 163	
 19.6	
 	
 107	
 	
 165	
 	
 64.8	
 	
 45.2	
 	
 

4	
 F.B：漁業科	
 48	
 163	
 29.4	
 	
 131	
 	
 165	
 	
 79.4	
 	
 49.9	
 	
 

5	
 M.A：水産流通科	
 9	
 163	
 5.5	
 	
 81	
 	
 165	
 	
 49.1	
 	
 43.6	
 	
 

6	
 B.M：機械科	
 83	
 163	
 50.9	
 	
 154	
 	
 165	
 	
 93.3	
 	
 42.4	
 	
 

7	
 C.M：機械科	
 7	
 163	
 4.3	
 	
 99	
 	
 165	
 	
 60.0	
 	
 55.7	
 	
 

8	
 A.M：機械科	
 25	
 163	
 15.3	
 	
 26	
 	
 165	
 	
 15.8	
 	
 0.4	
 	
 

9	
 A.F.M：水産流通科	
 6	
 163	
 3.7	
 	
 72	
 	
 165	
 	
 43.6	
 	
 40.0	
 	
 

10	
 A.T：会計	
 6	
 163	
 3.7	
 	
 31	
 	
 165	
 	
 18.8	
 	
 15.1	
 	
 

全体：平均	
 385	
 1630	
 23.6	
 	
 989	
 	
 1650	
 	
 59.9	
 	
 36.3	
 	
 

出典：水産学校出勤簿 

 

 
 
 
2.4	
 施設、資機材、資金管理	
 

表 9	
 資機材管理に関するプロジェクト活動前後の状況	
 

プロジェクト開始前	
 

＜施設＞	
 

! 全体的に施設の老朽化が激しく、ガス漏れや漏電等の事故を引き起こすリスクがある。	
 

! 室内設備は、トイレ、換気扇、照明類が機能せず、生活や訓練に支障をきたしている。	
 

! 室内の窓ガラスの破損、ドアの錠がないなど安全性が保たれていない。	
 

! 製氷・冷蔵システムは 1995 年以来稼働が止まっている。製氷設備は原形をかろうじて留めてい

たが、修復は不可能であった。	
 

! 製氷システムの維持管理を担当する職員が存在しない。	
 

! 施設管理を目的とした組織はない。教職員は施設管理に積極的に関与せず、学校長の指示に応

＊1	
 横軸：教員イニシャル	
 

＊2	
 縦軸：実出勤割合（％）	
 

100％超える場合は休日出勤含む	
 

＊3	
 灰色：第 1年次実績（2011 年）	
 

＊4	
 黒色：第 3年次実績（2013 年）	
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じて対応する。実習用機材（漁具）の管理台帳は存在するが、記帳が不定期で、実質機能して

いない。	
 

＜資機材＞	
 

! 水産学校敷地内には小型和船を複数保管できるスペースとスリップウエイがあるが、水産学校

専属の訓練船や漁船エンジンは存在しない。	
 

! 実習訓練は外部に委託していたが、訓練目的が設定されておらず、実習の内容やレベルがまち

まちであった。2010 年度には 2名の生徒が外部委託実習中の事故で命を落としている。	
 

! 訓練船の操船経験は、漁業技術担当の古参教員 1名のみである。	
 

! 過半の資機材が耐用年数を過ぎ、使用に耐えられない状況にもかかわらず、在庫として残して

おり、費用負担が生じている。	
 

! 訓練機材や専門図書がほとんどなく、教職員の技術の更新に支障が生じている。	
 

! 資機材担当者が 1名いるが、帳簿などもなく、管理が十分なされていない。	
 

＜資金管理＞	
 

! 水産学校の資産管理は主に学校長が行っており、教職員は関心示さず、関与も薄い。	
 

! 会計は水産学校会計官が担当していた。使途不明の支出が複数確認されても見過ごされていた。	
 

プロジェクト終了時	
 

＜施設＞	
 

! 管理棟、寮、倉庫、各種作業場の内装や電気配線などが一新され、大事故を引起こすリスクが

減少した。	
 

! 必要設備が機能することで、各種訓練や寮生活に支障がなくなった。	
 

! ドアや窓ガラスの修理により、閉鎖性が保たれ、盗難リスクも減少した。	
 

! 製氷機、貯氷庫、冷蔵庫、発電機、貯水タンクなどが整備され、1日最大 3トンの氷の生産と

約 5トンの漁獲物の冷蔵が可能になった。	
 

! 2 名の機関担当教員が基礎的な製氷システムの原理を理解し、メンテナンスが可能となった。	
 

! 2012 年 8 月に氷委員会が創設され、氷の販売収益やメンテナンスの記録が記帳されている。	
 

＜資機材＞	
 

! 機材管理委員会、訓練船委員会、氷委員会、図書委員会などが創設された。全員がいずれかの

委員会に所属することで、教職員全員が何らかの形で水産学校の資機材や設備の管理に関与す

ることになった。これにより、資機材管理に対する透明性が確保され、労力の分散がはかられ

るとともに、教職員の学校運営に対する参画意識が高まった。	
 

! 教職員研修を通じて、訓練船運用技術の移転がはかられた。これにより、適切な維持管理体制

が確立され、運航管理簿の導入もはじめられている。	
 

! 施設改修工事にともない、一部の廃棄機材を売却し、在庫費用の軽減をはかった。	
 

! 製氷機、冷蔵庫、訓練船などの整備に伴い、OJT の一環として、水産学校の教員が設置工事等

に参加することで、適切な機材の維持管理が可能になった。	
 

＜資金管理＞	
 

! 使途不明の支出が明らかになり、諮問委員会にて当該会計官の解任が決定された。後任会計官

の任命を機に、会計報告が定期的に行われるようになった（毎週火曜日の諮問委員会）。	
 

今後の展望	
 

機材維持管理に必要な交換部品や消耗品の購入に必要な費用の積算と資金調達を、状況によって

見直す必要がある。	
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2.5	
 プロジェクト期間中に実施した水産学校教職員に対する研修（教員研修を除く）	
 

表 10	
 プロジェクト期間中に実施した水産学校教職員に対する研修	
 

研修員氏名 受入期間 研修コース 研修内容及び受入機関 
Fazouile	
 Bourhane	
 2011/9/26〜10/13	
 集団研修	
 「持続的な沿岸漁業」JICA 大阪	
 

Ami	
 Affane	
 Nounou	
 2012/10/9〜12/1	
 第三国集団研修	
 「持続可能な沿岸漁業」モロッコ	
 

Aoulad	
 Moutrafi	
 2012/3/4〜6/17	
 青年研修	
 「仏語圏アフリカ向け資源管理型漁業」	
 

Ibrahim	
 SAIDI	
 2012/9/5〜11/3	
 集団研修	
 「島嶼国水産普及員養成」JICA 沖縄	
 

Omar	
 Houmadi	
 2012/11/15〜12/8	
 課題別研修	
 「学校運営管理」JICA 中部	
 

Bacari	
 Ahmed	
 2012/11/15〜12/8	
 課題別研修	
 「学校運営管理」JICA 中部	
 

Rifka	
 Ahmed	
 2012/11/15〜12/8	
 課題別研修	
 「学校運営管理」JICA 中部	
 

Ibrahim	
 SAIDI	
 2013/9/23〜10/5	
 現地再委託契約	
 企業経営、財務会計（AMIE：コモロ国内）	
 

Mohamed	
 Alimondhir	
 2013/9/23〜10/5	
 現地再委託契約	
 企業経営、財務会計（AMIE：コモロ国内）	
 

Attomane	
 Oussene	
 2013/9/23〜10/5	
 現地再委託契約	
 企業経営、財務会計（AMIE：コモロ国内）	
 

Bourashima	
 Massoumdi	
 2013/11/18〜11/23	
 視察	
 「教育現場視察」レユニオン海洋訓練学校	
 

Abdoulatuf	
 Chaquir	
 2013/11/18〜11/23	
 視察	
 「教育現場視察」レユニオン海洋訓練学校	
 

Fazouile	
 Bourhane	
 2013/11/26〜11/30	
 視察	
 「教育現場視察」マイヨット海洋訓練学校	
 

Mohamed	
 Elamine	
 2013/11/26〜11/30	
 視察	
 「教育現場視察」マイヨット海洋訓練学校	
 

Fazouile	
 Bourhane	
 2014/1/11〜1/25	
 課題別研修	
 「学校活動計画立案」JICA 中部	
 

Mahafidhou	
 Allaoui	
 2014/1/11〜1/25	
 課題別研修	
 「学校活動計画立案」JICA 中部	
 

 
 
3.	
 本科生訓練に対するインパクト	
 

 
本科生訓練の改善において重要な指標として、①訓練の質（技術）、②教材の導入効果、③生徒

の進路実績と満足度の 3 項目が挙げられる。これらの項目に沿って、プロジェクト開始前とプロジ

ェクト終了時の状況を以下に示し、必要に応じて今後の展望を付記する。	
 

 
3.1	
 本科生訓練の質	
 

表 11	
 本科生訓練の質に関するプロジェクト活動前後の状況	
 

プロジェクト開始前	
 

! 訓練計画や達成目標が設定されておらず、場当たり的な訓練が行われている。	
 

! 訓練（講義）の実施が担当教員に委ねられており、間違いや不正確な情報が混在していても監

視機能がないため放置されている。	
 

! 教科間の連携が欠如しているため、技術の定着度が低い。訓練内容の重複や教員によって異な

る見解などが混在し、受講者が混乱している。	
 

! 1988 年当時の日本人による技術移転以降、教職員の技術の更新がほとんどはかられていない。	
 

! 受講者が講習に集中しない：教員、受講者とも時間を厳守せず、携帯電話に出るなど途中退席

が多い。教員による訓練準備が不十分であり、訓練開始と終了が不明瞭なども一因である。	
 

! 教員および生徒間のトラブルが多発する。	
 

! 訓練の費用対効果が低い：多額の投入費用と時間が、わずか 30 名程度の新規参入予定者に 2年

間も集中している。その一方で、就業者の 9割は水産業に従事していない。	
 

プロジェクト終了時	
 

! 本科生訓練のガイドラインを基軸とした年間計画が策定されるようになった。これにより、そ
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れぞれの訓練モジュールの位置づけと訓練による成果達成目標がより明確になった。	
 

! 教科・学科を再編成し、各教科の複数担任制を導入することで、技術的なエラーが減少した。	
 

! 教員グループごとに計画される総合実習は、教科を統合した実務訓練である。総合実習では、

座学で習得した内容を応用する機会として機能するため、技術の定着度が改善される。	
 

! 教職員が共同で教材を作成する過程において、技術の更新がはかられる。	
 

! 朝礼と終礼の実施、教員の時間厳守、講習の事前準備の徹底、図書、教材の整備の導入など、

自助努力によって徐々に水産学校の慣例が改善された。	
 

! 本科生訓練期間を 2年から 1年に短縮することで、訓練の効率化・集中化が促進された。冗長

性の減少に伴い、トラブルの件数も減少した。さらに、1年制の導入により、同額の投入費用

で 2倍のアウトプットが得られ、費用対効果の改善につながった。	
 

! 訓練修了後の本科生の就業問題については、入学選抜試験の際に漁業協同組合からの推薦試験

を導入するなどにより、若手漁民の育成に訓練の重点が置かれている。	
 

今後の展望	
 

! 今後も本科生訓練のモニタリングを継続し、漁民子弟枠の拡大や修業年限の見直しなど、適宜

柔軟な訓練計画が適用できるような体制を整える。 
! 教職員間の連携を強化し、技術の更新機会を増加させる。 
 
 
3.2	
 教材の導入効果	
 

	
 プロジェクトにより開発された教材類の導入効果に関するモニタリング結果を以下にまとめる。 
 
3-2-1	
 受講者の理解度に対する効果	
 

	
 本科生訓練第 2年目の学期末試験結果から、漁業系教科 5科目について教科書類の導入効果を評

価した。学期末試験の出題範囲は、一定期間の訓練内容に限定し、①教科書に掲載されていない内

容、②教科書に掲載されている内容、および③教科書に掲載され、かつ小テストを実施した内容の

三つに分類された。設問は多肢選択式と論述式を適宜配置するなど、難易格差是正に配慮し、本科

生 32 名の正答率をもって教科書類導入効果を評価した。この結果、テキストを導入した場合としな

かった場合の理解度は、漁業分野のいずれの教科においても、総じてテキストを導入した方が高い

結果となった。また、計算問題を伴う航海教科は、小テストを併用することで、理解度や知識の定

着度が顕著に改善されることが確認された（表 12 参照）。	
 

 
表 12	
 対象 5科目全体の出題範囲別平均正答率	
 

出題範囲 平均正答率 
講義のみによる範囲	
 67.3	
 ％	
 

講義およびテキストの範囲の試験問題	
 80.7	
 ％	
 

講義、テキスト、および小テストの範囲	
 90.3	
 ％	
 

	
 	
 ＊漁業系 5科目：漁業技術、海難防止、海洋気象、航海、海洋生物	
 

 
	
 また、テキストを使用するグループと使用しないグループの 2 班に分かれて訓練を実施したとこ

ろ、漁業技術と海洋生物学の定期試験では、図 2 で示されるとおり、テキスト導入したグループが

導入しなかったグループに比べて高得点となった。合格基準点を 60％（24 点）と設定した場合、不

合格者の人数は、テキストを導入しなかったグループでは 7 人いたのに対し、テキストを導入した

グループは 1人だけであり、テキストの導入は一定の効果が上がっているものと判断できる。	
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図 2	
 漁業技術および海洋生物学の総合得点受験者分布（下段数値は点数）	
 

（黒色はテキストを使用したグループ。灰色はテキストを使用しなかったグループ）	
 

 
3-2-2	
 テキスト類の有効性	
 

	
 教科書類の導入前後の比較を表 13 に示す。	
 

 
表 13	
 テキスト類導入に関するプロジェクト活動前後の状況	
 

プロジェクト開始前	
 

! 訓練の裁量が担当教員に委ねられており、訓練の質に個人差が生じている。 
! 教員の欠勤等による対応が取れず、カリキュラム全体の半分近くが休講とならざるを得ない。 
! 場当たり的な訓練のため、技術が定着しない。 
! 訓練内容に対する生徒の満足度が低い。 
! 教科によって訓練内容が重複する。 
! 教科の関連性を重視した総合技術の訓練が行われていない。 
プロジェクト終了時	
 

! テキスト類の導入により、計画的・可視的・体系的な講習の実施が可能になった。これにより、

外部講師に委ねられていた教科の時間数割合は、テキスト類導入前に比べて半減した。 
! テキスト類を基本とした体系的な訓練プログラムが可能となった。 
! 生徒は、教科ノートを作成する過程で理解度が向上し、達成感が得られるようになった。 
! テキスト類は、学習の遅れを取り戻すための参考書として機能した。 
 
 
3-2-3	
 その他の教材	
 

	
 プロジェクトで調達された主な訓練機材は、ディーゼルエンジン実機およびスペアパーツ、船外

機訓練用各種計測機器・特殊工具、サンプル漁具、小型缶詰加工機械などであり、総額約 960 万円

分が本邦より調達された。「コ」国の漁業では、目下ディーゼルエンジンは普及されていないが、

今後、国営水産企業プロジェクト（HAIRU）による漁船モデル（ディーゼルエンジン搭載）の普及が

確実視されており、水産学校はこういった新たな訓練ニーズに対しても対応が可能になった。また、

水産加工分野においても、国営水産会社（カタールプロジェクト）にて缶詰加工プラントが導入さ

れることが決定されており、衛生教育、品質管理、水産加工品の分野の指導者がプロジェクトによ

って育成された。	
 

 
3.3	
 生徒の進路実績と訓練に対する満足度	
 

	
 プロジェクト開始前に入学した 2009 年度の本科生と、プロジェクト期間中に入学した 2011 年度

の本科生の意識調査結果を比較する。ともに同じ質問項目とし、全数調査に近い 8～9割前後のサン
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プル数となった。	
 

	
 

3-3-1	
 本科修了生の就業状況	
 

	
 本科生訓練修了後、おおむね 1 年以上を経過した時点での調査によると、プロジェクト開始前に

入学・修了した本科生の就業状況は 2 名を除き、全員が無職であった。これに対し、プロジェクト

開始後に受け入れた 2011 年度入学者は、過半（28 人中 15 人）の卒業生が何らかの職に就いていた。

しかし内訳をみると、両グループとも「定職を持つ」と回答した者全員が起業によるもので、既存

企業等に就職した者はゼロであったことから、雇用環境に変化がないことが示唆されている。した

がって、プロジェクトで取り組んだ起業支援が一定の効果をもたらしたと解釈できるが、起業した

企業が成長発展するまでの見極めが今後必要になってくる。	
 

	
 	
 	
  
図 3	
 本科修了生の就業状況（単位は割合％）（灰色は「定職がある」と回答、黒色は「無職である」と回答）	
 

 
	
 次に「無職である」と回答した者が希望する進路先について聞き取りを行った結果、2009 年度入

学の本科生修了者は該当者 24 人中 21 人（87.5％）が「外国企業に就職を希望」と回答し、次いで

2 名が公務員、1 名が起業を希望している結果となった（図 4 参照）。これに対し、2011 年度入学

の本科生修了者は、さまざまな選択肢を持っており（図 4 参照）、同じ無職でありながらも、訓練

の方法によって職業観も異なってくることが示唆された。プロジェクト開始前は、訓練の中で進路

に関する具体的な指導がなされなかったため、生徒の選択肢が「雇用」に限定されたと思われる。

一方、2011 年度入学者については、プロジェクト期間中に取り組んだ進路対策により、「雇用」に

限定されず、起業や NGO あるいは就学といった、より積極的な求職がなされている。	
 

	
 

 
図 4	
 無職の本科修了生の希望進路（単位は割合％）（灰色は 2009 年入学、黒色は 2011 年入学） 

	
 定職がある	
 

（灰色）	
 

無職である	
 

（黒）	
 
全体	
 

2009 年入学者	
 7.7％(	
 2)	
 92.3％(24)	
 100%(26)	
 

2011 年入学者	
 53.6％(15)	
 46.4％(13)	
 100%(28)	
 

 

単位：割合（％） 



11	
 

 

 
3-3-2	
 本科卒業生による訓練モジュールの評価	
 

	
 2011 年度本科修了生による訓練教科に対する聞き取り調査結果を図 5に示す。	
 

	
 これによると、プロジェクトで重点的に強化した専門科目に関しては「評価する」が「評価しな

い」を上回っている。またその一方で、英語、仏語、道徳などの一般教養科目については「評価し

ない」という意見が多数派を占めた。冷凍機に関しては、受講生がニーズとして意識していなかっ

たことやカウンターパートがあまり積極的にプロジェクトに参画しなかったことなどが原因であっ

たものと分析される。	
 

本科生の教科に対する関心度は、生活の密着度と関係しており、入学目的が明確な漁業系科目や

誰もが無視できない食べ物に関する科目は、比較的好意的な評価がなされる傾向にある。その一方

で、機械系科目や海洋科学系科目は個々の嗜好に左右され、関心の低い者は就学意欲にも欠ける傾

向にあった。これらの結果を踏まえ、プロジェクトは第 3 年次に学科制（コース制）の採用を試み

た。	
 

	
 

 
	
 図 5	
 本科修了生による各教科に対する評価（単位は回答数）	
 

（黒色は「評価する」と回答、黄色は「評価しない」と回答）	
 

 
3-3-3	
 本科卒業生による水産学校に対する評価	
 

	
 水産学校の本科生訓練に対する満足度を把握するための聞き取り調査をおこなったところ、プロ

ジェクト活動前後で真逆の結果がみられた。プロジェクト開始前の 2009 年度入学者は、調査対象

26 人中、2 人を除いて全員が「不満である」と回答しており（図 6）、その理由として、「就職の斡

旋がない」、「劣悪な訓練内容」、「不公平な扱い」、「低い技術レベル」などが挙げられている（図 8）。

一方、プロジェクト活動の恩恵を受けた 2011 年度入学の本科生では、全員が「満足である」と評価

し（図 6）、不満足の要因が一定のレベルまで改善された状況が示唆されている。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
   
図 6	
 本科生による水産学校に対する満足度の割合	
 図 7	
 満足と回答した理由の割合 

単位：割合（％） 単位：割合（％） 

単位：割合（％） 
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 図 8	
 不満と回答した理由の割合 
 
 
4.	
 短期漁民訓練に対するインパクト	
 

 
水産学校教職員の訓練能力強化の一環として実施された短期漁民訓練において、どの程度の技術

移転効果が得られたかを定性評価した。対象は、①海難防止、②漁船の維持管理、③漁獲物利用の

3 分野とし、短期漁民訓練実施漁村と同数の非対象漁村のサンプルを比較する、あるいはプロジェ

クト前後での漁民の変化をもとに訓練の効果を推測した。	
 

 
4.1	
 	
 訓練参加漁民の年齢層	
 

	
 漁民訓練に参加したアンケート対象者620人の年齢に関するデータを図9に示す。これによると、

漁民の平均年齢は、39.5 歳とやや高齢化がみられるが、26 から 35 歳までの次世代層も漁民全体の

3 割を占めており、将来を悲観するレベルではない。島間の差は顕著ではないが、グランドコモロ

島漁民の平均年齢層が全体的に高く（42.5 歳）、モヘリ島（37.5 歳）に比べて 5歳程度の差がある。	
 

 

 
図 9	
 アンケート対象者の年齢構成（縦軸：人数、横軸：年齢）	
 

 
4.2	
 漁民と行政の関係	
 

	
 漁民側からみた水産行政に対する期待度を「水産行政官との交流機会」、「水産行政に対する満

足度」の 2つの指標について、プロジェクト前後の状況を比較した。 
 
 

人数 

年齢 

 単位：割合（％） 
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4-2-1	
 水産行政官との交流機会	
 

	
 漁民と水産行政官の交流機会として島別の特徴をみると、多くの漁民は「行政官との交流はほと

んどない」と回答しているが、アンジュアン島においてはプロジェクト前後で「定期的に行政官と

交流している」と回答した割合が 10 ポイント程度上昇している。一方、グランドコモロ島とモヘリ

島はプロジェクト前後で大きな変化はなく、特にモヘリ島では 8 割以上の漁民が「行政との交流は

ほとんどない」と回答している。これはモヘリ島へのアクセスが容易でなかったことが原因で、短

期漁民訓練の実施回数が他島より少なったことが多分に影響していると思われ、漁民意識の中では、

水産学校の短期訓練を行政との交流機会として捉えられているものと考える。	
 

 

  
図 10	
 島別の漁民と行政の交流機会（縦軸：割合、横軸：アンケート実施年）	
 

	
 

4-2-2	
 水産行政に対する満足度	
 

	
 漁民による水産行政に対する評価は、プロジェクト前後ともモヘリ島が厳しい結果となった。	
 

	
 一方、アンジュアン島やグランドコモロ島では、水産学校の短期漁民訓練に加え、世界銀行の

CoReCSuD の水産普及プロジェクトがはじまったことで、行政に対する漁民の期待感が高まっている。

モヘリ島に関しては、短期漁民訓練や本科生訓練を優先的に受け入れるなど地域漁民振興に貢献す

る対策が望まれる。	
 

  
図 11	
 島別の漁民の行政に対する満足度（縦軸：割合、横軸：アンケート実施年）	
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4.3	
 	
 海難防止に関する技術インパクト	
 

	
 短期漁民訓練で実施した「海難防止にかかる啓蒙活動」による技術的インパクトを、①ロープと

アンカーの携行割合、②漁民間のコミュニケーションを確保するための取り組み状況の 2点を指標

として推測する。比較対象となる母集団は、プロジェト開始時と終了時に実施したアンケート結果、

およびプロジェクト終了時については、短期訓練を実施した漁村と実施していない漁村での同数の

サンプルの回答割合を元に比較する（図 12）。	
 

 
4-3-1	
 ロープとアンカーの携行割合	
 

海難防止に最低限必要な緊急時のロープとアンカーを携行する割合は、短期訓練を実施したグル

ープで若干高い割合（5～8 ポイント）を示したが、顕著な効果がみられていない。本来であれば、

図 12 の灰色と黒色が逆転する割合が理想的であるが、そうならない原因として「ロープの購入する

費用が捻出できない」という声が多い。しかし、未だに漁民自身が海難に対するリスクを自覚せず、

過信が根強く残っているものと思われるため、今後も短期訓練の方法の改善を含め、継続した普及

活動が望まれる。	
 

 
図 12	
 ロープとアンカーの携行割合（縦軸：割合、横軸：アンケート対象漁民）	
 

 
4-3-2	
 漁民間のコミュニケーションを確保するための取り組み状況	
 

短期漁民訓練では海難リスクを最小限に抑える重要性を啓蒙し、その一環として、費用がゼロで

いつ、だれでも可能な漁民コミュニティ作りを推奨している。この結果、短期漁民訓練を実施した

漁村では 8割を超える漁民が出漁計画を仲間に伝えあう取り組みが試みられている（図 13 参照）。	
 

 

 
図 13	
 漁民間の連絡体制の確保の割合（縦軸：割合、横軸：アンケート対象漁民）	
 

出漁の時にロープとアンカーを携行しますか？	
 （単位：回答割合）	
 

出漁前に仲間や家族に出漁計画を伝えますか？（単位：回答割合）	
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4.4	
 	
 漁船の維持管理	
 

	
 漁船の維持管理において、最大の問題は船外機の燃料に混合するエンジンオイルの量が過剰であ

ることによる故障と船外機寿命の短縮である。エンジンオイルの過剰な使用は、エンジントラブル

を引き起こすだけでなく、経営上の変動費を圧迫する。改善することで少なく見積もっても漁民収

入が 3割程度改善する。しかしながら、メーカー推奨のメンテナンスがあまり考慮されず、船外機

や消耗品（オイル）の販売店の誤った情報が流布されている。これは販売店が売上向上を目的にエ

ンジンオイルの混合比を過剰に推奨し、この情報が定着してしまった。このため漁民は適正量に減

量することに抵抗を持っている。短期漁民訓練では、展示教材を活用するなどして、漁民が被る実

害を説明しつつ、メーカー推奨のメンテナンスを普及した。	
 

	
 しかしながら、オイルを増量する場合は比較的受け入れやすいとしても、減量することへの心理

的不安払拭は容易ではなく、短期訓練対象漁村においても、依然十分浸透されていない。図 14 にお

いて示される黒棒割合はエンジンオイルの適正な混合比を用いている漁民であるが、水産学校の存

在するアンジュアン島でやや高い割合を示しているものの、他の 2島は短期漁民訓練効果があまり

発現できておらず、継続した啓蒙活動が望まれる。	
 

	
 

  
図 14	
 適正な混合比のエンジンオイルを使用する漁民の割合	
 

（縦軸：割合、横軸：アンケート対象漁民：短期訓練対象漁民と非対象漁民）	
 

（黒棒：適正量、白棒：適正量+50%過剰、灰色：適正量の倍の量を使用）	
 

 
4.5	
 	
 漁獲物利用	
 

	
 漁獲物利用に関する短期漁民訓練は、零細カヌーでも可能な漁獲後処理による鮮度維持方法、お

よび付加価値と保存を目的とした水産加工の２分野にて技術移転を行った。 
 
4-5-1	
 	
 零細漁船での鮮度管理手法	
 

	
 鮮魚の鮮度管理において、もっとも重要なポイントは漁獲直後の処理であり、即殺と低温処理が

基本となる。短期漁民訓練において、どの程度技術が定着しているかを評価するためのアンケート

を試みた結果、即殺についてはすでに現地で定着した技術であったため、ほとんどの漁民が実践し

ていた。しかしながら、低温処理に関しては、理解と実践のあいだに存在する障壁が大きく、ほと

んどの漁民が実践していない。この背景には消費者を含め、市場が高鮮度の水産物を求めていない

事情がある。	
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図 15	
 零細漁船での鮮度管理手法を実践している漁民の割合	
 

（縦軸：漁民全体での実践割合、横軸：アンケート対象漁民：短期訓練対象漁民と非対象漁民） 
（白棒：即殺、灰色：氷の使用、黒色：散水による低温処理） 

 
4-5-2	
 付加価値と保存を目的とした水産加工	
 

水産学校が移転した塩干品製造技術は、すべての島から少なくとも 3カ所以上の漁村において定

着していることが確認された（グランドコモロ島イコニ村（Ikoni）、アンジュアン島ニマケレ村

（Nimakere）、モヘリ島ミレマニ村（Miremani）。材料は主にサメ類、カツオ類が多いが、鮮魚の

販路に乗らなかった底魚類も対象となっていた。水産加工品は鮮魚より高い価格（単価）で取引さ

れ、電気がなくても長期保蔵が可能となることから、今後も継続して技術指導を行うことで漁民に

定着する可能性が秘められている。プロジェクト前には存在しなかった技術だけに、これらの取り

組みは短期漁民訓練がもたらした成果といえる。	
 

	
 

	
 

5.	
 プロジェクト広報に対するインパクト	
 

 
プロジェクトは開始時より段階的に広報活動を展開してきた。その手法は、ポスターやパンフレ

ットなどの印刷物の配布や掲示、ラジオ、テレビ、新聞等のマスメディアによる報道、ならびに、

海難防止キャンペーン、文化祭、パートナー会議等のイベント開催などがあげられる。プロジェク

ト開始当初、6 割程度だった水産学校の知名度や役割がプロジェクト活動によって、どの程度理解

されたかを各種聞き取り調査を通じて測定する。	
 

	
 

5.1	
 	
 水産学校の存在（知名度）	
 

	
 エンドライン調査の一環で、コモロ全島から 469 人の一般市民を無差別に選択し、水産学校の存

在について聞き取り調査をおこなった結果を、ベースライン調査の結果と比較した（図 16 参照）。

これによると、プロジェクト開始時において三島全体で「水産学校をよく知っている」、「聞いた

ことがある」を合わせた割合は約 58％であったが、プロジェクト終了時には 79.6％までに上昇した。

特に、モヘリ島では当初、水産学校の知名度が 20％程度であったのが、60％を超えるまでに至って

おり、短期漁民訓練の実施、本科生推薦入学制度の導入、海難防止キャンペーンなど、直接漁村に

赴いた支援活動が効果的であったといえる。	
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質問：水産学校のことを知っていますか？ 

 
図 16	
 水産学校の知名度に関する島別のアンケート調査結果	
 

（縦軸：回答割合、横軸：アンケート対象漁民：短期訓練対象漁民と非対象漁民） 
（黒色：よく知っている、白色：聞いたことがある、灰色：知らない） 

 
5.2	
 	
 水産学校の広報活動	
 

	
 広報活動において、図 17 で示されるように、リーチの観点ではテレビやラジオによる広報が掲示

物に比べて有利であるが、反面、揮発性という広報媒体の特徴から、記憶として留められることが

難しい。一方、ポスターなどの掲示物は繰り返し目にすることができる利点があるが、コモロにお

いては、一度掲示しても、ただちに何者かによって持ち去られてしまうので、想定された効果をあ

げることができなかった。図 15 で示されるように、もっとも閉鎖的な社会のモヘリ島がポスターな

どの紙媒体を利用する傾向が高い一方で、都市部では、報道媒体の方が効果的であることが示唆さ

れる。また、アンジュアン島民がテレビやラジオ報道で水産学校の報道を目にする機会が多い理由

は、水産学校が同島に位置することで報道頻度が他島に比べて高いことによる。	
 

 

 
図 17	
 水産学校の広報活動に関する島別、広報媒体別のアンケート調査結果	
 

（縦軸：回答割合、横軸：アンケート対象漁民：短期訓練対象漁民と非対象漁民） 
 
5.3	
 水産学校に対する国内の産業界からの反応	
 

	
 国内の中小企業 50 社を対象に、水産学校本科修了生の雇用の可能性、および水産分野の人材育成

で必要と思われる訓練について聞き取り調査を実施した。雇用環境については、図 18 で示されるよ

うに、プロジェクト前後でほとんど変化がないが、国営水産会社の実施体制が整うにしたがい、わ

ずかではあるが、当該会社からの水産学校本科卒業生の採用が見込まれている。	
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 企業の多くは、学校を卒業した新卒者よりも経験を持った人材を必要としていることが多く、産

業界からは、水産学校に対して新規の漁民育成よりも、既存漁民の教育訓練を望む声が高かった。	
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図 18	
 水産学校本科卒業生の採用

に関するアンケート調査結果：	
 

プロジェクト前後の比較	
 

（縦軸：回答割合、横軸：アンケート対象

漁民：短期訓練対象漁民と非対象漁民） 

図 19	
 水産学校に求める職業訓練：	
 

プロジェクト前後の比較	
 

（縦軸：回答割合、横軸：アンケート対象漁民：短期訓練対象

漁民と非対象漁民） 
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